
ユ 概 況 一375-

1概 況

資 料1-1通 信 メ デ ィアの国際比 較

項 目

国 名

郵 便 電 話 テ レ ビジ ョン

年間総利
用通数

年間1人
当た り利
用通数

加入電話
契約数

人 口100
人当た り
加入電話
契約数

総 テ レビ
ジ ョン 台

数

人 口100

人 当た リ
テレビジョ
ン台数

日 本

百 万通

20,336

通

166

万 契 約
5,195

(有 線 放
送 電 話 を

含 む。)

契 約

42.5

千 台

33,054

台

27.0

米 国 160,425 659 12,148 49.8 162,000 66.5

英 国 13,933 245 2,349 41.1 19,860 34.8

ド イ ツ

(旧 西 独)
15,474 253 2,838 46.3 23,743 38.7

フ ラ ン ス 18,212 329 2,583 46.5 18,808 33.8

カ ナ ダ 8,246 315 1,394 54.3 14,000 54.6

スウェー デ ン 3,784 447 560 66.2 3,313 39.1

ス イ ス 4,751 712 363 55.9 2,379 36.6

(注)1.郵 便 物数 は 、UPU郵 便 業務 統計 表 に よ る1988年 度の 数字 で あ る。

2.加 入 電話 契約 数 は、AT&T「 世 界の 電話」(1989年1月1日 現在)に よ り作成 。

3.テ レビ ジ ョン受信 機 数 は、NHK資 料 に よ り作 成。なお、 日本 は1989年3月 、

米 国 は1988年9月 、 カナ ダは1986年12月 、 そ の他 は1988年12月 の数字 で あ る。

ま た、 米 国及 び カナ ダ以外 は 、受信 許 可(契 約)件 数。



一376-1概 況

資 料1-2通 信 事業者の 財務状 況

区 分 年度 NTT KDD NHK 民間放送 全産業

総 資 産
(百万剛

63

元

10,617,332

11,045,526

461,041

489,785

356,681

379,086

1,530,905

1,744,577

958.231500

1,061,352,660

売 上 高
(百万円)

63

元

5,652,688

5,769,238

258,345

258,719

356,521

379,750

1,723,881

1,937,167

1,271,725,275

1,307,850,091

経 常 利 益
(百万円)

63

元

425,901

484,728

39,141

29,489

△8
,558

△27
,012

181,872

236,719

35,937,141

38,915,004

従 業 貝 数
(人)

63

元

276,650

266,017

7,216

7,013

14,984

14,616

28,678

29,100

34,418,757

34,26L138

売上高経常利益率
(%)

63

元

7.5

8.4

15.2

11.4

凸2 .4

△7.1

10.6

12.2

2.8

3.0

総資本経常利益率
(%)

63

元

4.0

4.6

8.4

6.2

△2 .4

△7.3

12.4

14.5

3.9

3.9

総 資 本 回 転 率
(回)

63

元

0.52

0.53

0.56

0.54

1.00

1.03

1.17

1.18

1.39

1.31

労 働 装 鰐 63

元

3,139

3,214

2,733

2,900

1,449

1,481

1,511

1,665

一

751

836

固 定 比 率
(%)

63

元

250.9

239.8

118.9

118.9

146.7

166.6

84.1

84.1

218.0

214.8

総 資 本 回 転 率=

労 働 装 備 率=

固 定 比 率=

郵政省、NTT、KDD、NHK、 民放連資料、「法人企業統計年報」(大蔵省)に より

作成

(注)売 上高経常利益率一讐 讐 ・…

総資本経常利益率一総資本瀧 毛鴇 平均)・・1・・

売上高

総資本(期首 ・期末平均)

有形固定資産(建 設仮勘定 を除 く。)(期 首 ・期末平均)

従業員数(期 首 ・期末平均)
固定資産 ×100

自己資本



1概 詑兄 一377一

資 料1-32年 度基盤 技術研 究促 進セ ン ター新規融 資案件(電 気通信関係)
一

テ ー マ 名

(通信処理…7件)

O分 散 メディア ミックス編集システムの試験研究

O広 帯域映像通信システムの試験研究

O統 一的アー キテクチャによるマルチメディア情報通信技術 の試験研究

O警 報システムにおけるイベ ン ト起動型ネ ットワーク制御技術に関す る試験研究

o移 動体 デー タ通信 システムのネッ トワーク化に関す る試験研究

O文 字 ・自然画混在 カラー静止画像伝送技術に関する試験研 究

○分散ネッ トワー ク環境におけるオブジェ クト指向技術に よるインフォメー ション ・

モデ リングの高度化の試験研究

(ネットワー ク…3件)

o光 ビームを用いた高品質映像対応型超高速LANの 試験研究

oサ ー ビス事業に適 したFA・OA間 通信システムの試験研究

O次 世代通信 ノー ドに関する試験研究

(無線通信…6件)

O準 マイクロ波帯車載 ダイバーシティアンテナの試験研究

O準 ミリ波帯 を用いた超高速無線構内ネ ットワー クシステムの試験研究

O準 ミリ波帯衛星通信用超低雑音受信機 の試験研究

○陸上移動体通信におけるゾー ン聞接続方式の試験研究

○腕時計型マイクロモニタによるテレメー タシステムの試験研究

OCDMA(符 号多重)技 術による移動 無線通信方式の試験研究

(画像 ・伝送…5件)

oア クティブ線路を有する超広帯域光CATVシ ステムの試験研究

O通 信衛星による高精細度動画像伝送システムの試験研究
I

o広 帯域ISDN用 映像符号化方式の試験研究

O知 的画像符号化技術 を用 いた画像通信方式の試験研究

○パー ソナルTV会 議 システムの試験研究

計21件

基盤技術研究促惟.センター資料によ り作成.



一378-2郵 便

ド

2郵 便'

2-1郵 便 物 数

資料2-1引 受郵便 物数 、(単 位1千 通(個))

区 別

2年 度

計 料金別 ・後納 そ の 他

物 数 増減率 物 数 増減 率 ・ 物 数 増減率

総 計

内 国

通 常

普 通

第 一 種

定 形

定 形 外

第 二 種

第 三 種

第 四 種

特 殊

書 留

書留 としない速 達
等

年 賀

選 挙

小 包

普 通

書 留

書留 としない速
達 等

(一 般)

(書 籍)

(カ タ ロ グ)

22,814,889

22,689,479

22,338,045

18,107,080

10,696,944

9,613,423

1,083,521

5,835,749

1,540,983

33,404

707,452

351,464

355,988

3,509,852

13,661

351,434

338,776

4,233

8,425

160,349

141,561

49,524

%

6.1

6.2

6.0

6.7

10.6

10.8

9.4

凸0 .4

9.5

△6 .3

12.8

23.4

4.0

2.4

△73 .0

18.1

18.6

0.8

7.4

18.7

1.2

119.6

11,516,463

11,516,463

11,274,734

11,112,332

6,167,090

5,651,550

515,540

3,455,976

1.4651654

23,612

162,402

113,735

48,667

=
241,729

237,093

1,079

3,557

91,561

100,644

49,524

%

9.2

9.2

9.0

9.0

10.7

11.0

7.4

6.0

9.2

。1 .7

10.2

17.5

△3 .9

=
23.0

22.9

18.6

30.8

28.7

△2 .1

119.6

11,298,426

11,173,016

11,063,311

6,994,748

4,529,854

3,961,873

567,981

2,379,773

75,329

9,792

545,050

237,729

307,321

3,509,852

13,661

109,705

101,683

3,154

4,868

68,788

40,917

一

%

3.1

3.1

3.1

3.3

10.6

10.4

11.4

Ω8 .5

16.7

凸15.9

13.6

26.4

5.4

2.4

△73 .0

8.5

9.7

△4 .2'

a5 .1

7.6

10.2

一

国 際(差 立)

通 常

小 包

EMS(国 際 ビジネ
ス郵便)

(到 着)

通 常

小 包

EMS(国 際ビジネ
ス郵便)

125,410

120,Q99

2,770

2,541

183,060

179,609

2,275

1,176

3.3

2.7

9.8

32.6

7.6

7.6

△1 .3

21.0

=
一

『

=
一

一

=
一

一

=
一

一

125,410

120,099

2,770

2,541

183,060

179,609

2,275

1,176

　

3.3

2.7

9.8

32.6

7.6

7.6

△1 .3

21.0

(注)1,小 包(一 般)、(書 籍)及 び(カ タログ)は 再 掲 で ある。

2.△ 印 は減 少率 を示 す。



2-1郵 便 物 数 一379一

資料2-2引 受 郵便物 数の推移'

(単位;千 通 〔個))

年度

区別
61 62 63 元 2

総 計

内 国

18,141,883

18,033,930

17,870,885

17,241,832

3,247,191

59,027

289,184

339,869

163,045

152,231

4,608

6,206

107,953

105,423

2,232

298

134,533

132,524

1,807

202

19,434,136

19,324,010

19,128,402

18,452,235

3,374,826

82,041

302,248

373,919

195,608

184,568

4,440

6,600

110,126

107,298

2,226

602

1471628

145,156

2,028

444

20,337,105

20,219,733

19,984,731

19,279,938

3,001,588

10,371

326,976

377,817

235,002

223,318

4,45(渇

7,234

117,372

113,882

2,364

1,126

158,309

155,302

2,289

718

21,495,681

21,374,244

21,076,646

20,449,451

3,428,128

50,630

284,860

342,335

297,598

285,551

4,201

7,846

121,437

116,998

2,522

1,917

170,204

166,926

2,306

972

22,814,889

22,689,479

22,338,045

21,630,593

3,509,852

13,661

351,464

355,988

351,434

338,776

4,233

8,425

125,410

120,099

2,770

2,541

183,060

179,609

2,275

L176

通 常

普 通

(年 賀)

(選 挙)

書 留

書留 とし
ない速達等

小 包

普 通

書 留

書留 とし
ない速達等

国 際(差立)

通 常

小 包

EMS(国
際 ビジネ
ス郵便)

(到 着)

通 常

小 包

EMS(国
際 ビジネ
ス郵便)

(注)(年 賀)、(選 挙)は 再 掲 であ る。



一380-2郵 便

資料2-3電 子郵便 物数の 推移

(単位:千 通)

年 度 60 61

し

62 63 元 2

取 扱通数 2,877 5,022 7,945 10,597 12,757 14,447

資料2-4広 告 郵便物 数

区 別 引 受 物 数 引 受 件 数

元年10～12月

千 通

449,900
件

20,032

2年1～3月 491,061 18,750

4～6月 435,954 20,250

7～9月 398,296 18,391

10～12月 507,090 22,086

3年1～3月
'

546,011 19,809



資料2-5小 包郵便、 宅配 便取扱個 数の推移(単 位:千 個
、%)

年 度
事業 者名(便 名) 58 59 60 61 62 63 元

小 包 郵 便

取扱個数 132,663 140,636 150,983 163,045 195,608 235,002 297,598

増 減 率 △4.2 6.0 7.4 8.0 20.0 20.1 26.6

シ ェ ア 32.3 26.8 23.4 21.0 20.4 20.5 22.4

宅 配 便 全 社

取扱個数 277,820 384,900 493,030 612,480 762,440 911,250 1,028,540

増 減 率 59.7 38.5 28.1 24.2 24.5 19.5 12.9

シ ェ ア 67.7 73.2 76.6 79.0 79.6 79.5 77.6

合 計
取扱個数 410,483 525,536 644,013 775,525 958,048 1,146,252 1,326,138

増 減 率 31.4 28.0 22.5 20.4 23.5 19.6 15.7

主

要

宅

配

便

5

社

ヤ マ ト 運 輸

(宅 急 便)

取扱個数 110,330 151,320 192,140 240,650 296,110 352,700 415,560

増 減 率 43.9 37.2 27.0 25.2 23.0 19.1 17.8

シ ェ ア 26.9 28.8 29.8 31.0 30.9 30.8 31.3

日 本 通 運

(ペ リ カ ン 便)

取扱個数 47,220 73,540 107,640 147,930 202,370 262,950 289,910

増 減 率 88.4 55.7 46.4 37.4 36.8 29.9 10.3

シ ェ ア 11.5 14.0 16.7 19.1 21ユ 22.9 21.9

フ ッ ト ワ ー ク
エ ク ス プ レ ス

(フ ッ ト ワ ー ク)

取扱個数 30,680 44,480 55,280 63,030 73,120 84,630 94,770

増 減 率 48.7 45.0 24.3 14.0 16.0 15.7 12.0

シ ェ ア 7.5 8.4 8.6 8.1 7.6 7.4 7.1N

西 濃 運 輸

(カ ン ガ ル ー)

取扱個数 23,570 30,490 41,720 51,200 62,560 70,310 76,400

増 減 率 79.9 29.4 '36 .8 22.7 22.2 12.4 8.7

シ ェ ア 5.7 5.8 6.5 6.6 6.5 6.1 5.8

福 山 通 運

(フ クツー 宅 配 便)

取扱個数 12,380 22,040 27,440 34,450 40,560 45,290 49,020

増 減 率 576.5 78.0 24.5 25.5
-17

.7 11.7

⊥

醤

油

魯
8・2醤

1

弩

「

シ ェ ア 3.0 4.2 4.3 4.5 4.2 4.0 3.7

(注)1.取 扱個数 の単 位 は千個 、増 減率 及 び シェア は%で あ る。

(注)2.シ ェア は合 計に対 す る もの であ る。

(注)3.58年 の宅 配便取 扱個 数 は カー ゴニ ュー ス調べ 、59年 度 以降 の宅 配便取 扱個 数 は運輸 省調 べ で あ る。(同 一便 名 で取 り扱 って
い る連絡運 輸 業者 の取 扱個数 を含む。)



一382-2郵 便

資料2-6国 際郵便 物数 の推移

(単位:千 通(個))

年 度

区 別
60 61 62 63 元 2

差

立

(

外
国
あ
て
)

通

常

航 空 便

船 便

102,319

11,850

94,261

11,162

96,293

11,0Q6

102,303、

11,579

105,284

11,714

109,237

10,357

小 計 114,169 105,423 107,299 113,882 116,998 119,594

小

包

航 空 便

船 便

SAL

1,621

713

89

1,425

'639

168

1,340

634

252

1,455

604

305

1,567

609
1346

1,733

643

394

小 計 2,423 2,232 2,226 2,364 2,522 2,770

EMS

(国際ビジネス郵便)
212 293 601 1,126 1,917 2,541

計

航 空 便

船 便

EMS

殿錨
SAL

103,940

12,563

212

89

95,686

11,801

298

168

97,633

11,640

601

252

103,758

12,183

1,126

1305

106,851

12,323

1,917

346

110,97σ

11,000

2,541

394

合 計 116,804 107,953 110,126 117,372 121,437 124,905

到

着

(

,外国

丞

通

常

航 空 便

船 便

99,268

26,296

105,542

26,982

117,069

28,087

125,471

29,831

135,424

3L502

144,779

34,830

小 計 125,564 132,524 145,156 155β02 166,926 179,609

小

包

航 空 便

船 便

854

734

1,005

802

1,118

910

1,285

1,004

1,271

1,035

1,278

997

小 計 1,588・ 1,807 2,028 2,289 2,306 2,275

EMS

(国際ビジネス郵便)
110 202 444 718 972 1,176

ノ

計

航 空 便

船 便

EMS

殿翻

100,122

27,030

110

106,547

27,784

202

118,187

28,997

444

126,756

30,835

718

136,695

32,537

972

146,057

35,827

1,176

合 計 127,262 134,533 147,628 158,309 170,204 183,060



2-2郵 便 事 業 一383一

資料2-7国 際 郵便物の地 域別構成比

(元年度 単位:%)

区 別
差 立 到 着

通 常 小 包 通 常 、 小 包

ア ジ ア

北 ア メ リ カ

欧 州

中 南 米

オ セ ア ニ ア

ア フ リ カ

33

33

23

3

4

1

2

6

4

4

5

9

37

22

19

3

6

1

1

7

1

4

1

6

29

27

38

1

1

0

9

6

6

5

9

5

30

39

23

0

5

0

1

2

9

6

8

4

合 計 100.0 工00.0 100.0 100.0

2-2郵 便 事 業

(1)郵 便 事 業 財 政

資料2-8郵 便 事業 の財政 状況の推移

(単位:億 円)

年度
区別

59 60 61 62 63 元

収 益

費 用

利益又は欠損

同 上 累 計

12,710

12,596

114

△87

13,381

13,369

12

△75

13,997

13,937

60

△15

14,650

14,381

269

254

15,272

15,133

139

393

16,991

16,825

166

559

区 別
年 度 郵 便 物 数 郵 便事 業 定貝

59

60

61

62

63

元

2

16

17

18

19

20

21

22

百 万通(個)
601

188

142

434

337

496

815

指 数

100

104

109

117

123

129

1371

140

140

141

141

141

141

141

人

502

783

048

083

161

562

759

指 数

100

100

100

100

100

101

101



一384-2郵 便

2-3郵 便 施 設 等

(1)郵 便 局 等

L資 料2 -10郵 便局数の 推移

年度末
区 別

60 61 62駈 63 元 2

普

通

郵

便

局

集 配 局

無 集 配 局

集 中 局

輸送郵便局

鉄道郵便局

船内郵便局

1,198

48

6

-

9

3

1,206

48

6

6

-

3

1,211

48

6

6

-

3

1,220

48

6

6

-

.3

1,230

47

6

4

『

3

1,239

51

3

3

-

3

小 計 1,264 1,269 1,274 1,283 1,290 1,299

特
定郵

便
局

集 配 局

無 集 配 局

4,295

13,686

4,226

13,798

4,158

13,912

4,094

14,025

4,007

14,174

3,922

14,319

小 計 17,981 18,024 18,070 18,119 18,181 18,241

簡 易 郵 便 局 4,388 4,420 4,449 4,484 4,523 4,567

合 計 23,633 23,713 23,793 23,886 23,994 24,107

資料2-11郵 便切 手類販 売所 ・印紙売 りさば き所 数の推移

年 度 末 60 61 62 63 元

郵便切手類販売所 ・印紙
売 り さ ば き 所 数

115,517 116.3311 117,143 118,900 119,639

資料2-12小 包郵便物取次 所数 の推移

年 度 末1 62 63 元

小包郵便物取次所数 72,630 78,391 81,157
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資料2-13普 通 郵便局局舎 状況の推移

年 度 末 普通郵便局総局数 普通郵便局局舎総面積 普通郵便局
局舎改善局数

60

61

62

63

元

局

1,260

1,265

1,270

1,279

1,286

指 数

100

100

101

102

102

千 畑

4,629

・4,689

4,766

4,920

5,056

指 数

100

101

103

106

109

局
35

37

35

24

29

(注)船 内局3局 及び昭和基地内局を除 く。

② 集 配 施 設

資料2-14郵 便 ポス トの設置数 の推移

年 度 末 60 61 62 63 元

郵 便 ポ ス ト の 数 148,586 150,380 152,800 155,350 158,392

資 料2-15国 別郵便 ポス ト普及状況

区別

国名
郵便 ポス ト数 1本 あ た り人 口 1本 当た り面積

日 本

米 国

英 国

旧 西 独

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

本

158,392

395,000

120,000

-

63,000

71,748

人

778

626

474

一

900

802

㎞

2.38

23.29

2.03

一

10.17

420

(注)UPU郵 便業務統計表による1989年度 の数字である。



一386-2郵1便

資 料2-16郵 便 配達 回数の状況

(元年度末現在)

区別

配達回数

配 達 区

区 数 構 成 比

1回

2回
.

区

45,278

1,247

%
97.3

2.7

合 計 46,525 100.0

(注)配 達区 とは、1日1人 が配達 を分担する区画をい う。

資料2-17郵 便 受箱 の設置 数の推移

(単位1万 カ所、%)

年 度 末 60 61 62 63 元

郵 便 受 箱 設 置 数 2,701 2,723 2,760 2,793 2,840

全 配 達 箇 所 数(
高層 ビルを除 く)

3,505 3,539

'

3,597 3,662 3,730

設 置 率 77.1 76.9 76.7 76.3 76.1

資 料2-18住 居表示 実施済世 帯数 の推移

(単位:万 世帯、%)

年 度 末 60 61 62 63 元

住居表示実施済世帯数 1,560 1,599 1,650 1,698 1,750

地方自治体の住居表示
実 施 計 画 世 帯 数 1,840 1,883 1,892 L922 1,980

実 施 率 84.8 84.9 87.2 88.3 88.4
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(3)郵 便 輸 送
資料2-19郵 便輸送 施設 の推移

機関別年度末 '
鉄 道 自動車 航 空 船 舶 その他 合 計

59

1日 延ベ キロ程(km) 77,096 414,225 334,091 21,297 347 846,966

構.成 比(%) 9.1 48.9 39.5 2.5 0.0 100.0

60

1日 延 ベ キロ程(㎞) 65,824 430,702 367,068 19,605 312 883,511

構 成 比(%) 7.5 48.8 41.5 2.2 0.0 100.0

61

1日 延 ベ キロ程(km) 7,229 480,760 1511,019 11,797 237 1,011,041

構 成 比(%) 0.7 47.6 50.5 1.2 0.0 100.0

62

1日 延ベ キロ程(k皿) 11,126 487,349 527,145 12,957 281 1,038,858

構 成 比(%) 1.1 46.9 50.7 1.3 0.0 100.0

63

1日 延 べ キロ程(k皿) 11,875 485,342 547,536 12,698 217 1,057,668

構 成 比(%) 1.1 45.9 51.8 12 0.0 100.0

元
1日 延 ベ キ ロ程(㎞) 13,097 488,353 616,349 12,377 215 1,130,391

構 成 比(%) 1.2 43.2 54.5 1.1 0.0 100.0

(注)「 その他」欄 は、 自転車、徒歩等に よる輸送である。

(4)郵 便 作 業 の 機械 化

資 料2-20主 要郵便機械 配備状 況

(2年 度末現在)

機 械 名 局 数 台 数 備 考

郵便番号自動読取区分機

郵便物あて名 自動読取区分機

郵便物 自動選別取 りそろえ押印機

選別台付 自動取 りそろえ押印'
機

コー ド式書留用送達証作成機

書留送達証作成機

〃(S型)

コー ド式書留用受領証作成機

小包区分装置

局

181

7

99

121

227

1,021

495

44

台

223

7

121

121

581

1,021

530

62

、

うち91局113台 は 郵 便 物 の選
卜別 か ら取 りそろ え、押 印、区分

まで を一 貫 して 自動 処理 す る

連動 シス テム となって い る。

リ

バ ン コンベ ヤ式 、斜行 ベ ル ト
式 、ダ イバー タ式 、ロー ラ式、
シ箔一 ト式
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3電 気 通 信 事 業

3-1第 一 種 電 気 通 信 事 業

〔1)新 第 一 種 電 気 通 信 事 業

資料3-1新 第一 種電気通 信事業 者の概 要
'(

2年 度末現在)

会 社 名 役務 の種類等 業務区域(県域の一部地域の場合 を含む) 事業開始年月日

長

距

離

系

第 二 電 電 ㈱ 電 話 ・専 用
専用
電話

42都 道府県
45都道府県

専用61
電話62

10

9

24

4

日 本 テ レ コ ム ㈱ 電 話 ・専 用
専用
電話
縣

46都 道府 県
47都 道府 県
44都 道府 県

専 用61
電 話62
JR系62

§
4

量
1

日 本 高 速 通 信 ㈱ 電 話 ・専 用
専用
電話

16都府県
20都府県 一

専用61
電話62

11

9

11

4

衛
星
系

日 本 通 信 衛 星 ㈱ 専 用 全 国 元.4.16

宇 宙 通 信 ㈱ 専 用 全 国 元.7.8

地

域

系

東京通信 ネットワーク㈱ 電 話 ・専 用
東京都 、神 奈 川県 、千葉 県 、埼

玉 県、 群 馬県 、栃 木 県 、
茨 城 県、 山梨 県 、静 岡県

専 用61.11.1

電 話63.5.1

大 阪 メデ ィア ポー ト㈱ 専 用
ζ

大 阪 府、 京都 府 、 兵庫 県 、滋 賀 県
、奈 良 県、和歌 山県、福 井 県 62.3.1

中部 テ レコ ミュニ ケー
シ ョン㈱ 専 用

愛知県、岐阜県、三重県、
静岡県

63.6.1

㈱ 四国情報通信ネ ット
ワーク

専 用
デ ー タ 通 信

香川県、徳島県、高知県、
愛媛県

元.10.2

九州通信 ネットワーク㈱ 専 用
福 岡 県、 佐 賀県 、長 崎 県、
熊本 県、 大分 県 、宮 崎 県、
鹿 児 島県

元.11.1

北海道総合通信網㈱ 専 用 北海道 2.5.1

レイ クシ ティ ・ケー プ

ル ピ ジ ョン㈱ 専 用 諏訪市、岡谷市等7市 町村 62.10.1

国
際
通
信

巳本 国 際 通 信 ㈱ 電 話 ・専 用 全 国 専用 元,4.1
電話 元.10.1

国際 デ ジタル通 信 ㈱ 電 話 ・専 用 全 国 専 用 元.5.1

電話 元.10.1

自

動

車

電

話

日 本 移 動 通 信 ㈱ 電 話
(自動車 ・携帯)

東 京都 、神 奈 川 県、埼 玉 県 、

壬葉 県、茨 城 県、 愛知 県 、
二 重 県、 岐阜 県、 静 岡県

63.12.15

潤 西 セル ラー電 話 ㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

大阪府、京都府、兵庫県、滋
賀県、奈良県、和歌山県 元.7.14

九州 セル ラー電 話 ㈱
電 話
(自動車 ・携帯) 福岡県、佐賀県、熊本県 元.12.8

中国 セル ラー電 話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

広 島 県、 岡 山県、 山 口県 元.12.8

東 北 セル ラー電 話㈱
電 話

(自動 車 ・携 帯)「

.宮城 県、 山形 県、福 島県 、新
潟 県 2.4.18
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会 社 名 役務の種類等 業務区域(県域の一部地域の場合 を含む) 事業開始年月日

自
動
車
電
話

北海道セル ラー電話㈱
電 話
(自動車 ・携帯) 北海道 2.8.8

北 陸セ ルラー 電 話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

富 山県 、石 川県 、福 井 県 2.9.28

四国 セル ラー電 話㈱
電 話
(自動車 ・携帯)

香川 県、 愛媛 県、徳 島県、高
知 県

2.12.7

簡
易
陸
上移

動
無
線
電
話

+勝 テ レ ホ ジ ネ ッ ト
ワー ク㈱

電 話
(自動車 ・携帯)

帯広市及びその周辺 元.11.28

㈱ テ レ コ ム 青 森 電 話(
自動車 ・携帯)

青 森市、弘前市、五所川原
市 、黒石市及びその周辺

2.10.15

釧 路 テ レ コ ム ㈱ 電 話(
自動車 ・携帯)

釧路市及びその周辺 2。11.1

山 ロニ ュー メデ ィア セ
ンター㈱

電 話
(自動車 ・携帯)

山口市、防府市、宇部市、
新南陽市、徳山市等5市3町

2.12.1

港
湾
無
線
電
話

東京 湾マ リネ ッ ト㈱
電 話
(船 舶 ・携 帯)

東京湾及びその周辺海岸部 63.9.1

関 西 マ リ ネ ッ ト㈱
電 話
(船舶 ・携帯)

大阪湾及び播磨灘並 びに大阪府
及び兵庫県の周辺海岸

部
元.ユ2.1

瀬 戸 内 マ リネ ッ ト㈱
電 話
(船 舶 ・携 帯)

広島湾、安芸灘、斎灘、伊予灘
及び燧灘並 びに周辺海岸部 、3.4.26

多;
喉

日本 シ テ ィメデ ィア㈱
デジタルデータ伝送

(自動 車 ・携 帯)
東京都(23区) 元.12.20

無

線

呼

出

し

北海 道 テレメッセージ㈱ 無 線 呼 出 し 北 海 道 62.10.1

青森 テ レ メッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 青 森 県
「

元.7.26

岩手 テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 岩 手 県 元.7.17

宮城 テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 宮 城 県
「

62.12.21

秋 田テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 秋 田 県 元.7,28

山形 テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 山 形 県 元.7.20

福 島 テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 島 県 63.7.25

栃 木 テ レ サ ー ビ ス ㈱ 無 線 呼 出 し 栃 木 県 元.8.1

茨城 テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 茨 城 県 2。2.28

群 馬 テ レサ ー ビス㈱ 無 線 呼 出 し 群 馬 県 63.ユ1.1

東 京 テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 東京都、神奈川県、千葉県、埼
玉県

62.10.1

㈱ 山 梨 テ レ 通 信 無 線 呼 出 し 山 梨 県 63.10.13
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会 社 名 役務の種類等 業務区域(県 域の一部地域の場合 を含む) 事業開始年月日

1無線呼

出

-

し

㈱ 新潟 テ レサー ビス 無 線 呼 出 し 新 潟 県 63.4.1

㈱ 長野 テ レメ ッセー ジ 無 線 呼 出 し 長 野 県 63.4.1

富山ペー ジングサービス㈱ 無 線 呼 出 し 富 山 県 63.3.17

石 川 テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 石 川 県 2.9.10

福井 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 井 県 63。3.1

静 岡 テ レ 区ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 静 岡 県 63.3.25

中部 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 愛知 県、岐阜県、三重県 62.10.1

関西 テ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 大 阪府、兵庫県、京都府、奈 良県
、滋賀県、和歌山県

62.10.1

山 陰テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 鳥取県、島根県 2.8.1

㈱ 岡 山テ レ メ ッセ ー ジ 無 線 呼 出 し 岡 山 県 62.10.28

㈱ テ レメ ッセー ジ広 島 無 線 呼 出 し 広 島 県 62.10.28

山 ロテ レ メ ッセ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 山 口 県 63.10.1

㈱ 徳 島 テ レ メッセ ー ジ 無 線 呼 出 し 徳 島 県 2.6.1

香 川テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 香 川 県 63.12.21

愛媛 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 愛 媛 県 63.3.1

高知 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 高 知 県 2.7.1

九州 テ レ メ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 岡 県 63.2.22

佐 賀テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 佐 賀 県 63.3.1

長崎 テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 長 崎 県 63.6.1

㈱ 九州 ネ ッ トワー クシ
ステム 無 線 呼 出 し 熊 本 県 62.9.1

大分 テ レメ ッセー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 大 分 県 2.4.1

㈱ 宮崎 テ レ メ ッセ ー ジ 無 線 呼 出 し 宮 崎 県 2.11.1

㈱ 鹿 児 島 テ レ コー ル 無 線 呼 出 し 鹿 児 島 県 63.12.1

㈱ 沖 縄 テ レ メッセー ジ 無 線 呼 出 し 沖 縄 県 62.12.25

(注)業 務 区域(接 続対象地域)に は、県域の一部 のみを対象とする場合 を含む。 また、

開業予定地域 を含むp事 業開始年月日の下線は未開業。
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② 国 内 電 気 通信 事 業

資 料3-2電 報通 数の推移

(単位:千 通)

年 度

区 別
60 61 62 63 元

2

(4～9月)

一 般 電 報 5,273 4,334 3,827 3,660 3,669 1,781

慶 弔 電 報 (87)
35,383

(89)
35,716

(91)
37,211

(91)
37,811

(92)
39,707

(91)
18,485

内
訳

慶 祝 電 報 18,127 18,537 19,249 18,635 19,858 9,043

弔 慰 電 報 17,256 17,179 17,962 19,176 19,849 9,442

合 計 40,656 40,050 41,038 41,471 43β76 20,266

国民1人 当 た り年 通数(
通)

0.34 0.33 0.34 0.34 0.35 0.33

(注)1.()内 は、総 通数 中 に 占め る慶 弔電 報 通数 の割 合 であ る。

2.2年(4～9月)の 国民1人 当た り年通 数 は、 元年 度 の人 口 を用 いて い る。

資 料3-3加 入電 信 契 約 数 の 推 移

(単位1契 約)

年度末

区 別
60 61 62 63 元 2

(9月末)

加 入 電 信 加 入 数 35,975 33,860 32,696 31,551 29,910 28,638

(注)旧 電信型公衆通信回線使用契約数 を含む。
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資 料3-4加 入 電話等 契約 数の推移

(単位:契 約)

年度末

区別
60 61 62 63 元

一

2

(9月 末)

一

般

加

入

電

話

等

単独電話 44,221,475 45,830,25σ 47,601,477 49,623,483 51,826,151 53,102,920
、

共 同 電 話 639,283 494,260 375,321 283,307 211,847 184,168

地域 団体
加 入電話 6 6 6 3 3 3

有線放送電話 接続

回 線
273 243 170 159 123 112

小 計 44,861,037 46,324,768 47,976,974 49,906,952 52,038,124 53,287,203

集
団
電
話

事 業 所
集 団 電 話
(ビル電話)

438,588 447,180 442,270 432,627 415,495 413,057

地 域
集団電話

136 41 30 25 20 20

加入電話等合計 45,299,761 46,771,989 48,419,274 50β39,604 52,453,639 53,700,280

人 口100人 当

た り 普 及 率
373 38.4 39.6 41.0 42.5 43.5

(注)1.昭 和63年 度以降は、単独電話加入数に新 第一種電気通信事業者分 を含む。

2.2年(9月 末)の 普及率は、元年度の人口を用 いている。
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資料3-5種 類別公衆 電話数 の推移

(単位:台)

年度末

区 別
60 61 62 63 元

2

(9月 末)

街頭公衆電話
(61,301)
556,269

(148,698)
555,134

(290,443)
596,783

(407,611)
636,526

(530,031)
679,929

(593,035)
705,657

店頭公衆電話 353,301 278,973 23L417 190,720 149,536 126,700

合 計 909,570 834,107 828,200 827,246 829,465 832,357

人口千人当た
り普及率

7.6 6.8 6.8 6.7 6.7 6.7

(注)1.()内 は 、 カー ド公衆 電話 の再 掲 であ る。

2.昭 和63年 度 以降 は、 新第一 種 電気 通信 事業 者 の公衆 電話 を街 頭 公衆 電話 に含 め

て い る。

3.2年(9月 末)の 普 及率 は、 元年 度の 人 口 を用 い てい る。

」

資料3-6船 舶電話契約数の推移

年度末

区 別
60 61 62 63 元

2

(9月 末)

契 約 数 14,921
(1,716)

15,806
(2,196)

16,897
(2,617)

18,014
(2,749)

19,620
(3,043)

20,852
(2,709)

(注)()内 は、利用休止分の再掲 である。

資料3-7航 空機 公衆電話 数の推移

(単位:台)

年度末

区 別
61 62 63 元

2

(9月 末 〉

航空機公衆電話 54 96 109 111 123
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資料3-8一 般 専用サ ー ビス回線数 の推移

年度末
区 別 60 61 62 63 元

2

(9月 末)

帯

域

品

目

自

由

利

用

3.4kHz 142,428 167,106 199,271 246,931 291,611 311,668

3.4kHz(S) 1,614 2,199 3,483 4,594 5,902 6,543

48kHz 495 338 183 143 131 131

240kHz 44 32 14 13 12 12

目

的

利

用

音 声 伝 送 207,468 212,042 235,765 260,980 279,583 287,301

音 楽 放 送 222 220 226 208 207 203

AM放 送 338 344 370 385 419 426

FM放 送 33 33 31 33 32 34

そ の 他 2,957 2,565 2,204 1,869 1,667 1,586

小 計 355,599 384,879 441,547 515,156 579,564 607,904

符

号

品

目

50b/s 143,391 154,582 166,338 182,553 200,815 210,468

100b/s 489 366 344 312 391 384
r

200b/s 7,610 6,626 6,018 5,621 4,464 一

300b/$ 145 60 84 166 120 一

1,200b/s 8,978 8,699 8,218 11,458
〆

11,274 一

2,400b/s 9,033 8,471 8,629 i2,6dg 7,521 5,809

4,800b/s 4,557 4,292 4,490 7,205 6,841 6,802

9,600b/s 4β58 ・6
,764 9,698 13,321 17,580 20,500

そ の 他 192 145 55 46 19 15,623

小 計 178,653 190,005 203,874 2含3,291 249,025 259,586

合 計 534,252 574,884 645,421 748,447 828,589 867,490

(注)1.昭 和62年 度 末以 降 の数字 は 、NTTと 新 規事 業 者 との合 計値 であ る。
2..昭 和63年 度 末以 降 の数字 に は、 エ ヌ ・テ ィ ・ティ ・デ ー タ通 信㈱ の分 離 に よ り

NTTと エ ヌ'テ ィ ・テ ィ ・デー タ通 信㈱ との契約 数 が 含 まれて い る。
3.200～1,200b〆sは ・2年(9月 末)か ら 「そ の他 」 に含 め てい る

。
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資料3-9高 速デ ジタル専用線 サー ビス等の回線数 の推 移

年度末

区 別
60 61 62 63 元 2

(9月 末)

高速デジタ

ル伝送サー

ビス

64kb/s 21 382 620 1,053 1,609 2,005

192kb/s 140 323 700 986 1,240 1,425

384kb/s 124 466 998 ユ,376 1,745 1,980

768kb/s 135 413 995 1,478 1,933 2,070

1.5Mb/s 151 421 827 1,092 1,372 1,528

3Mb/s 0 0 39 167 320 370

6Mb/s 69 120 228 302 339 377

小 計 640 2,125 4,407 6,454 8,558 9,755

衛星デジタ

ル 専 用 線

サービス

64kb/s 0 1 2 2 1 0

192kb/s 4 2 1 1 0 2

384kb/s o 0 0 0 0 0

768kb/s 0 0 2 2 2 2

1.5Mb/s 0 0 4 6 4 4

6Mb/s 0 0 0 0 一 『

衛星 ビデオ通信サー ビス 0 0 0 12 4 3

テレビジ ョン放送中継
(端末回線数)

579 596 605 618 647 653

映 像 伝 送 サ ー ビ ス 765 813 887 1,097 1,401 1,472

無 線 専 用 サ ー ビ ス(契
約数)

534 536 519 5ユ2 517 516

(注)1、 昭和62年 度以 降 の数字 は 、NTTと 新事 業 者 との合 計値 で あ る。

2.昭 和63年 度以 降 の数字 に は、 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通信 ㈱ の分 離 に よ りN

TTと エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通信 ㈱ との契約 数 が含 まれ て いる。

3.衛 星 デ ジ タル伝送 サー ビスの6Mb/sは 、 元年5月1日 廃 止 され た。
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資料3-10回 線 交換 サ ー ビス及 びパケ ッ ト交換サ ー ビスの契約 数の推 移

年度末

区 別
60 61 62 63 元

2

(9月 末)

回
線
交
換
サ
ー
ビ
ス

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

6

0

8

182

1,042

2,468

285

8

0

18

170

964

3,517

544

16

0

12

165

L144

4,447

1,298

18

0

12

119

1,349

5,597

1,513

16

0

11

112

1,614

6,428

1,280

膠

16

0

9

109

1,549

6,426

344

合 計 3,991 5,221 7,082 8,608 9,461 9,053

パ

ケ

ッ

ト

交

換

サ

ー

ビ

ス

200b/§

300b/s

1,20Gb/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

(4)
14

(723)
788
(175)
473

3,825

4,484

4,189

385

(29)
39

(5,625)
5,698
(3,550)
3,950

(7)
4,562

5,965

6,955

633

(54)
64

(12,453)
12,520
(14,544)
15,037

(240)
5,940

8,531

10,332

912

(67)
68

(15,446)
15,516
(71,090)
71,722

(736)
8,044

9,471

15,147

1,312

(15
15

(123
124
(1
9

(97)
98
065)
134
810)
426
021)
558

10,058

20,078

1,672

(96)
97

(14707)
14776

(140658)
141072
(1191)
10264

10,650

23,320

1,911

合 計
(902)

14,158
(9,211)
27,802

(27,291)
53,336

(87,339)
121,280

(139,993>
181,024

(156,652)
202,090

(注)パ ケッ ト交換サー ビスについては、昭和60年4月 か ら電話網接続のサービス(第

2種)が 開始され、()内 は第2種 サー ビスの再掲である。

(3)国 際 電 気 通 信 事 業

資 料3-11国 際 専用回線 数の推移

年度末

区 別
60 61 62 63 元 2

(9月 末)

音 声 級 回 線 538 654 851 825
767
(54)

679
(70)

電 信 級 回 線 520 470 450 423 393 387

中 ・高速符号伝送用回線 9 25 74 213 394
(83)

527

(140)

合 計 1,067 1,149 1,375 1,461
1,554
(137)

1,593

(210)

(注)()内 は新事業者の再掲 である。
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(4)事 業 経 営 状 況

資料3-12NTTの 収支状況

(単位:億 円)

年度

区分

63 元
増 減(△)

率(%)金 額
構成比
(%) 金 額

構成比
(%)

収

益

営

業

収

益

電 話 収 入

電 信 収 入

電 報 収 入

専 用 収 入

デ ー タ 通 信 収 入

デ ー タ 伝 送 収 入

無 線 呼 出 し収 入

そ の 他 の 収 入

附帯 事業 営 業 収 入

46,253

53

480

3,465

443

332

944

1,701

2,851

81.0

0.09

0.8

6.0

0.7

0.5

1.6

2.9

4.9

47,271

44

544

3,720

-

401

901

1,937

2,869

80.8

0.08

0.9

6.4

-

0.7

1.5

3.3

4.9

2.2

△17.0

13.3

7.4

-

20.8

△4.6

13.9

0.6

合 計 56,526
'

99.0 57,692 98.7 2.1

r

営 業 外 収 益 529 0.9 781 1.3 47.6

合 計 57,056 100.0 58,474 100.0 2.5

費

用

営
業
費
用

業 務 運 営 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費

33,478

1,959

14,040

63.4

3.7

26.5

34,727

2,149

14,160

64.8

4.0

26.4

3.7

9.7

0.9

合 計 49,479 93.7 51,037 95.2 3.1

営
業
外
費
用

金 融 費 用

その他の営業外費用

2,637

680

4.9

1.2

2,390

199

4.5

0.4

。9.4

△710 .7

合 計 3,3工8 6.2 2,589 4.8 622 .0

合 計 52,797 100.0 53,627 100.0 1.6

税 引 前 利 益 4,259 4,847 13.8

法 人 税 ・ 住 民 税 1,953 2,256 15.5

税 引 後 利 益 2,306 2,591 12.4

(注)単 位 未 満 は切 り捨 てて あ る。
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資料3-13NTTの 財務状 況

(単位;億 円)

年度末

区分

63 元 増減(A)

率(%)金 額 構成比
(%)

金 額 溝成比
(%)

資

産

の

部

固 定 資 産

(有形固定資産)「

流 動 資 産

繰 延 資 産

95,700

(91,363)

10,191

281

90.1

(86.0)

9.5

0.2

95,805

(90,851)

14,439

210

86.7

182.3)

13.1

0.2

0.1

凸0.6

41.7

△25 .3

合 計 106,173 100.0 110,455 100.0 4.0

負

債

及

び

資

本
の

部

負

債

固 定 負 債

流 動 負 債

53,480

14,542

50.3

13.6

51,176

19,324

46.3

17.5

△4 .3

32.9

合 計 68,023 64.0 70,495 63.8 3.6

資

本

資 本 金

法 定 準 備 金

剰 余 金

7,800

25,733

4,616

7.3

24.2

4.3

7,800

、

25,811

6,347

7.1

23.4

5.7

一

〇.3

37・5
「

合 計 38,150 35.9 39,959 36.2 4.7

合 計 106,173 100.0 110,455 100.0 4.0

(注)1.()内 は、 再掲 で あ る。

2.単 位 未 満 は切 り捨 てて あ る。
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資料3-14KDDの 収支状 況

(単位:百 万円)
1

年度

区分

63 元
増減(6)

率(%)金 額 構成比
(%)

金 額 構成比
(%)

」

営

業

収

益

電 話 収 入

テ レ ッ ク ス 収 入

電 報 収 入

専 用 収 入

デ ー タ 通 信 収 入

デ ー タ 伝 送 収 入

そ の他 の営 業収 入

202,568

ユ9,997

4,162

15,230

3,442

2,245

10,699

73.7

7.3

1.5

5.5

1.3

0.8

3.9

203,573

工6,881

3,846

16,422

3,937

2,007

12,050

75.4

6.2

1.4

6.1

1.5

0.7

4.5

0.5

△15 .6

△7 .6

7.8

14.4

△10 .6

ユ2.6

合 計 258,346 94.0 258,719 95.8 0.1

営 業 外 収 益

特 別 利 益

9,401

7,170

3.4

2.6

10,393

1,004

3.8

0.4

10.6

△86.0

合 計 274,918 100.0 270,116 100.0 △1.7

費

用

営
業

費
用

業 務 運 営 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費

172,296

9,278

42,969

75ユ

4.1

18.7

180,838

7,411

46,083

75.3

3.1

19.2

5.0

△20 .1

7.2

合 計 224,543 97.8 234,332 97.5 4.4

営 業 外 費 用

特 別 損 失

4,063

932

1.8

0.4

5,290

'606

2.2

0.3

30.2

△35 .0

合 計 229,538 100.0 240,229 100.0 4.7

税 引 前 利 益 45,378 29,886 △34 .1

法 人 税 ・ 住 民 税 23,202 15,746 △32.1

税 引 後 利 益 22,176 14,138 △36 .2
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資料3-15KDDの 財 務状 況

(単位:百 万円)

年度末

区分'

63 元

一

増 減(ム)

率(%)金 額 構成比
(%)

金 額 構成比
(%)

資

産

の

部

流 動 資 産 141,158 30.6 156,883 32.0

}

11.1

固

定

資.

産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 等

239,271

34,419

46,191

51.9

7.5

10.0

241,532

36,511

54,857

49.3

7.5

11.2

0.9

6.1

18.8

小 計 319,883 69.4 332,901 68.0 4.1
'

合 計 461,041 、100.0 489,785 100.0 62

負

憤

及

び

資

本

の

部

負

債

流 動 負 債

固 定 負 債

57,173

134,931

12.4

29.3

104,712

105,088

21.4

21.4

83.1

△22 .1

合 計 192,104 41.7 209,800 42.8 9.2

資

本

資 本 金

法 定 準 備 金

剰 余 金

34,408

18,311

216,217

7.5

4.0

46.9

34,452

18,664

226,867

7.0

3.8

46.4

0ユ

L9

4.9

合 計 268,937 58.3 279,985 572 4.1

合 計 461,041 100.0 489,785 100.0 6.2
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3-2第 二 種 電 気 通 信 事 業

(1)特 別 第 二種 電 気 通 信 事 業

資 料3-16特 別第二種 電気通信 事業者の概 要

(2年 度末現在)

会 社 名 役 務 の 種 類 提供区域 登録年月 日

㈱ イ ン テ ッ ク 音 声 、画 像 、 デ ー タ 全 国 60。4.19

富 士 通1㈱ 音 声 、画像 、デ ー タ、複 合

全 国
米 国
香 港

シンガポール

60.4.19
2.4.4

2,8.23

2.12.28

㈱ 日 本 総 合 研 究 所 画 像 、デ ー タ

全 国
米 国
英 国

香 港
シンガポール

60.4.19

62.10.19

元.11.20

2.8.1

2.12.28

日 本 電 気 ㈱ 音 声 、画像 、デ ー タ、複 合

全 国米 国

英 国
香 港
シンガポール

60.4.19
62.9.29

62.9.29
2.8.1

2.12.28

日 立 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク ㈱ 音 声 、デ ー タ、複 合

全 国
米 国

香 港
シンガポール

60。4.19

62.9.29

2.8.1

2.12.28

・共 同 ヴ ァ ン ㈱ 音 声、画像 、デー タ、複 合

全 国
米 国
香 港
シンガポール

60.5.24

元.12.25

2,9.7

2.12.28

日本 イー エ ヌ エ ス ・エ イ テ ィ

ア ン ドテ ィ㈱ 音 声 、画 像 、 デ ー タ

し

全 国米 国

英 国
香 港
シンガポール

60.7.17

62.9.29

元.7.31

2。8.1

2.12.28

㈱ 沖 ネ ッ ト サ ー ビ ス 音 声 、画 像 、デ ー タ 全 国 60.7.31

ネ ッ トワー ク情 報 サ ー ビ ス㈱ 音 声 、画 像 、デ ー タ

全 国
米 国
英 国
香 港
シンガポール

60.11.25

62。9.29

63.11.28

2.8.1

2.12.28

.エ ヌ・テ ィ・テ ィ ・イ ン ター ネ ッ ト㈱ デ ー タ 全 国 61.10.15

日 本 情 報 通 信 ㈱ 音 声 、画 像 、デ ー タ 全 国 62.7.20

1国 際 ヴ ァ ン ㈱ 画 像、 デ ー タ

全 国
米 国
英 国
香 港
シンガポール

62。9.29

62.9㌔29

63.11.28

2.8.1

2.1228



一402-3電 気通信 事 業

会 社 名 役 務 の 種 類 提 供区域
一

登録年月日

㈱ 野 村 総 合 研 究 所 デ ー タ 米 国
英 国

62.10.9、

元.2.23

三 井 情 報 開 発 ㈱ デ ー タ 米 国 62.10.19

日 本 ア イ ・ ピ ー ・エ ム ㈱ デ ー タ

米 国
英 国
ド イ ツ
カ ナ ダ

62.10.27
2.3.29
3.1.10
3.1.10

㈱ 日 本 経 済 新 聞 社 画 像 、 デ ー タ
全 国
米 国

62.10.31
62.10.31

㈱ 東 洋 情 報 シ ス テ ム 画 像 、デ ー タ、複 合

全 国
米 国
香 港
シンガポール

62.11.27
2.4.4

2.8.1

2.12.28

㈱ ア イ ネ ス デ ー タ 全 国 63.3.30

エ ヌ ・ア イ ・ア ン ド ・シ ー ・

イ ン タ ー ナ シ ョナ ル ㈱
デ ー タ

米 国
英 国
ド イ ツ
香 港
シンガポール

63

元

2
2

2

5
8
9
8
12

18・

8

6r

28

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デ ー タ 通 信 ㈱ デ ー タ、複 合 全 国 63.6.28

三菱電機情報 ネ ッ トワー ク㈱ 音 声 、画像 、デー タ、複 合 全 国 63,823

㈱ 電 通 国 際 情 報 サ ー ビ ス デ 、一 タ 米 国 63.9.3

ケ ー ネ ッ ト ㈱ デ ー タ

米 国
英 国

香 港
シンガポール

ド イ ツ

63
63
2
2
2

11

11

豊
12

17

17

点
28

㈱ リ ク ル ー ト 音 声 、画像 、デ ー タ、複 合 全 国 元.1.18

㈱ 東 芝 デ ー 久 複 合 全 国 元.3.13

バ イ テ ル ・ ジ ャ パ ン ㈱ デ ー タ 米 国 元.4.27

日 本 ス プ リ ン ト ㈱ デ ー タ
米 国

香 港
シンガポール

元.5.22

2.8.1

2。12.28

日 本 ユ_シ ス ㈱ 画 像 、 デ ー タ、複 合 全 国 2.1.16

リ ク ル ー ト 国 際 バ ン ㈱ 画 像 、 デ ー タ 米 国
英 国 2.6.29



3-2第 二種電気通信事業 一403一

② 一 般 第二 種 電 気 通信 事 業

資料3-17一 般第二種 電気通信 事業の電気通 信役務 別企 業数

(2年 度末現在)

役 務 音声伝送 画像伝送 データ伝送 複 合 合 計

企 業 数 319 169 576 124 1,188

(注)複 数役務の届出事業者があるため、合計が事業者数計を超 えている。

資料3一 田 一般第 二種電気通 信事業者 の業種別分類

(2年 度末現在)

従来か らオン
ラインの受託
計算サービス
などを行って

銘 麟 通信

卸売業、倉庫
業な ど流通関
係の業務に携
わってい るも
の

宅配貨物
な ど を
扱ってい
る運送会
社

出版、広
告関係の
会社

電子 機器
の製 造、

販売 、 ソ
フ トウェ

ァの 開発

総合商社 そ の 他 計

342 62 16 19 107 13 354 913

(注)外 国企業の参入動向については、子会社を通 しての参入(出資)、 日本企業 との合

弁、業務提携による参入を行っている企業が10社程度ある。

資料3-19一 般第二種電 気通信事業 者の適用業 務別分類

(2年 度末現在)

小売店 と問屋間の受発注データ等の伝送 ・交換 を行 うもの(流 通業務関係) 272社

宅配貨物の輸配送情報等の伝送 ・交換 を行 うもの(運 送業務関係) 31社

信販会社 と加盟店間の売上データ等の伝送 ・交換や クレジット会社相互間の

資金決済情報の伝送 ・交換 を行 うもの(金 融業務関係)
35社

いわ ゆ るポ イス メール サー ビス を提 供す る もの 210社

パ ソコン間を結ぶ電子 メール、伝 言板サー ビス等を提供するもの 152社

専用線の単純再販を行 うもの 106社

その他 、 201社

(注)1社 で2以 上 の業務 を行 って い る場合 は、 それ ぞれ に計上 してい る。



一404-3電 気通信事業

資 料3-20一 般 築二種 電気通 信事業者 の本社 所在地 都道 府 県別分類

(2年 度末現在)

都道府県名 事業者数 都道府県名 事業者数 都道府県名 事業者数

北 海 道 3gl 石 川 県 15 岡 山 県 17

青 森 県 7 福 井 県 10 広 島 県 32

岩 手 県 7 山 梨 県 3 山 口 県 6

宮 城 県 9 長 野 県 22 徳 島 県 2

秋 田 県 3 岐 阜 県 20 香 川 県 8

山 形 県 5 静 岡 県 15 愛 媛 県 7L

福 島 県 7 愛 知 県 49 高 知 県 5

茨 城 県 5 三 重 県 2 福 岡 県 32.

栃 木倶 5 滋 賀 県 1 佐 賀 県 4

群 馬 県 14 京 都 府 13 長 崎 県 7

埼 玉 県 11 大 阪 府 95 熊 本 県 10

千 葉 県 10 兵 庫 県 15 大 分 県 2

東 京 都 321 奈 良 県 4 宮 崎 県 4

神奈川県 22 和歌山県 2 鹿児島県 7

新 潟 県 13 鳥 取 県 1 沖 縄 県 10

富 山 県 12 島 根 県 3 合 計 913

3-3有 線放送電話事業

資料3-21有 線放送電話施設数及び端末設備数の推移

区 別

年度末
施 設 数

各年度中増減(△)の 内訳
端末設備数

新 設 数 廃 止 数 増減(6)数

59

60

61

62

63

元

683

658

635

615

597

575

4

5

3

1

4

2

26

30

26

21

22

24

Ω22

△25

凸23

△20

△18

△22

1,528,000

1,478,316

1,438,431

1,406,541

1,354,248

1,305,123

(注)有 線放送電話は、放送 と通話の二つの機能 を兼ね備 えたメデ ィアであ り、農 山

漁村地域において簡易な怯 報連絡手段 として利用されている。



3-3有 線放送電話事業 一405一

資 料3-22有 線放 送電話の運 営主体別状況

(元年度末現在)

運 営 主 体
'

施 設 数 購 成 比(%)

農 林 漁 業 団 体

地 方 公 共 団 体

市町村 と農協等の共同経営体

公 益 法 人

415

114

25

21

72.1

19.8

4.4

3.7

合 計 575・ 100.0

資料3-23有 線放 送電話 の利 用者数 の推 移

(単位:万 人)

年度末

区 別
59 60 61 62 63 . 元

利 用 者 数 146 141 138 134 130 124

資 料3-24有 線放 送電話 の利用料の状 況

(元年度)

利 用 料(月額) 施 設 数 構 成 比(%)

400円 未 満

400～600円 未満

600～800円 未満

800～1,000円 未 満
」

1,000円 以上

25

61

175

142

172

4.3

10.6

30.4

24.7

30.0

合 計 575 100.0



一406-3電 気通信事業

資 料3-25都 道府 県別有 線放送 電話 施設数及 び端末 設備 数

(元年度末現在)

都道府県 施設数 端末設備数 都道府県 施設数 端末設備数

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

山 梨

新 潟

長 野

富 山

石 川

福 井

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

4

1

16

7

2

8

14

10

8

20

10

10

4

9

10

20

69

7

4

8

15

30

23

16

3,320

1,636

40,115

10,777

2,815

18,609

21,028

17,294

11,595

37,079

17,728

23,134

7,262

12,466

11,546

32,396

232,162

3,840

7,928

14,740

39,899

91,797

65,199

31,751

.

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 商

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄
.

25

10
F

l

32

5

17

2

20

15

14

28

20

18

15

5

6

1

1

8

1

0

4

2

76,499

12,972

391

73,968

5,187

31,463

6,778

64,099

23,519

33,158

47,457

32,770

58,995

28,735

9,841

12,448

1,084

536

16,203

1,096

0

7,671

4,137

合 計 575' 1,305,123



3-3有 線放送電話事業 一407一

資料3-26有 線放送電 話の規模 別状況

(元年度末現在)

自動交換方式の端末設備数 施 設 数 構 成 比(%)

祠

1,000個 未 満

1,000～2,000個 未 満

2,000～3,000個 未 満

3,000～4,000個 未 満

4,000～5,000個 未 満

5,000個 以 上

93

203

117

60

32

33

17.3

37.8

21.7

11.2

5.9

6」

合 計 538 100.0

資料3-27有 線放送 電話事業 の収支状況

(単位:百 万円)

年 度

区 別

63 元 増減 〔△)

率(%)金 額 構成比(%) 金 額 構成比(%)

収

入

事

業

収

入

基 本 料

通話度数料
接続手数料

放 送 料

その他の収入

12,920

82

647

2,291

7L7

0.5

3.6

12.7

12,781

60

612

2,327

69.2

0.3

3.3

12.6

△1 .0

△27 .0

△4 .0

2.0

小 計 15,940 88.5 15,781 85.5 △1 .0

事 業 外 収 入 2,073 11.5 2,678 14.5 30.0

合 計 18,013 100.0 18,459 100.0 2.0

支

出

事

業

支

出

人 件 費

物 件 費

減 価 償 却 費

その他の支出

8,517

6,112

1,342

369

48.9

35.0

7.7

2.1

8,342

5,824

1,304

364

46.5

32.4

7.3

2.0

△2 .0

△5 .0

△3 .0

△1.0

小 計 16,340 93.7 15,834 88.2 △3.0

事 業 外 支 出 1,100 6.3 2,118 11.8 93.0

合 計 17,440 100.0 17,952 100.0 3.0

収 支 差 額 573 507 a13 .0



一408-3電 気通信事業

3-4安 全 ・信 頼 性対 策

資料3-28惰 報通信 ネ ッ トワー ク安全 ・信頼 性対策 実施

登録規程 に基づ く登録ネ ッ トワークー覧(3年1月 末現在)

会 社 名 情報通信ネッ トワー クの名称 登録年月 日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

セ ンチュ リリサー チセン タ㈱

㈱ イ ン テ ッ ク

㈱山一コンピュータ ・センター

日 本 情 報 サ ー ビ ス ㈱

日 本 電 気 ㈱

富 士 通 ㈱

エヌティティインターネッ ト㈱

ネ ッ トワー ク情 報サー ビス㈱

㈱ 日立 情!報 ネ ッ トワ ー ク

日 本 イ ー エ ヌ エ ス ㈱

日 本 情 報 通 信 ㈱

㈱ 野 村 総 合 研 究 所

三 菱 電 機 ㈱

国 際 ヴ ァ ン ㈱

ス タ ー ネ ッ ト ㈱

ケ ー ネ ッ ト ㈱

㈱ 東 芝

㈱ 東 洋 情 報 シ ス テ ム

㈱ リ ク ル ー ト

CRCネ ッ トワー ク

AceTelenet

YCCネ ッ トワー ク

JAIIS-NET

C&C-VAN

FENICS

イ ンター ネ ッ ト

タイム ネ ッ ト

HICOM

JENSNET

MD-NET

NCC-VANGN

MIND

グローバ ル ネ ッ ト

STAR-NET

K-NET

TG-VAN

TIS-Net

リクル ー ト情 報 ネ ッ トワー ク

58年12月21日

59年3月29日

60年3月26日

60年3月26日

62年5月11日

62年10月19日

62年12月4日

62年12月4日

63年1月14日

63年1月14日

63年5月30日

63年8月30日

63年8月30日

元 年2月15日

元 年2月15日

元 年7月4日

元 年10月24日

2年1月30日

2年10月19日

(注)情 報通信ネ ットワー ク安全・信碩性対策実施登録規定は、「情報通信ネッ トワー ク

の安全 ・信頼 性基準」(昭和62年 郵政省告示第73号)に 基づ く一定の安全 ・信頼 性対

策が実施されてい るネ ットワー クを登録す ることにより、情報通信の健全な発展を

図ろうとするものである。



3-5電 気通信に関する資格制度 一409-

3-5電 気通 信 に 関 す る資 格 制 度

資料3-29電 気通 信主任技術 者試験の合格 者数

()内 は合格率(%)

60年 度 61年 度 62年 度 63年 度 元年度 2年 度

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回

第一種伝
送交換主
任技術者

1,623

(32)

2,241

(26)

3,040

(36>

2,514

(28)

2,047

(28>

2,759

(33)

r

1,579

(22)

1,838

(25>

1,106

(19)

1,188

(21>

621

(14)

477

(11)

第二種伝
送交換主
任技術者

222

(13)

545

(28)

471

(29)

401

(25)

285

(22)

241

(17)

215

(16)

175

(17)

129

(14)

99

(14)

92

(15)

36

(6)

線路主任技
術者

403

(22)

778

(22)

1,187

(37)

1,124

(30)

913

(33)

1,129

(31)

738

(26)

899

(30)

523

(24)

393

(18)

283

(15)

264

(15)

合 計 2,248

(26)

3,564

(25)

4,698

(35)

4,039

(28)

3,245

(29)

4,129

(31)

2,532

(22)

2,912

(26)

1,758

(20)

1,680

(20)

996

(14)

777

(11)

資 料3-30工 事担任 者試験 の合 格者数

()は 合格率(%)

60年度 61年 度 62年 度 63年 度
,

元年度 2年 度

第1回 第2回 第 ユ回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回

アナログ

第1種

6,602

(44)

5,564

(42)

2,962

(25)

2,276

(23)

2,927

(29)

1,975

(23)

2,190

(25)

1,528

(21)

1,643

(21)

1,622

(25)

1,606

(23)

アナ ログ

第2種

31,554

(46)

18,367

(41)

8,450

(24)

4,659

(21)

5,377

(22)

2,984

(19)

2,755

(15)

2,288

(17)

2,312

(15)

11,700

(16)

1,658

(14)

アナログ

第3種

13,394

(35)

6,646

(29)

4,941

(22)

4,764

(24)

5,647

(23)

4,814

(23)

4,805

(20)

4,351

(22)

4,177

(18)

4,119

(22)

3,625

(16)

デジタル

第1種

4,070

(35)

3,464

(32)

2,508

(19)

3,001

(25)

3,739

(26)

2,697

(21)

3,428

(22)

2,644

(19)

3,433

(21)

3,210

(23)
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資料4-3船 舶 に開設 され た海上移 動業務 用無 線局等の 数

区 別 63年度末 元年度末
増減率(%)
▲はマイナス

L

船

舶

局

商 船

電 信 74 68 ▲8.1

電信 ・電話併設 896 900 0.履

電 話
4,722 4,753

(8,139)
、0.7

ノ

小 計 5,692 5,721
(9,107)

0.5

漁 船

電 信 441 348 ▲21.1

電信 ・電話併設 1,393 1,508 8.3

電 話 12,720 9,026 ▲29.0

小 計 14,554 10β82 ▲25.2

1ワ ッ ト以下 の もの(電 話) 70,8q3 72,712 2.7

無 線 航 行 移 動 局 5,623 6.431' 14.4

遭 難 自 動 通 報 局 557 477 ▲14.4

船 上 通 信 局 2,360 2,396 1.5

ノ船 舶 地 球 局
739 936 26.7

合 計
100,328 99,555

(102,941)
▲0.8

(注)()内 は、プ レジャーボー ト(商 船の電話)を 加えた数字である。

4-2有 線 電気 通 信 乞 ・

資料4-4有 線電気通信 設備 敷の推移

年度末

設備区分
60 61 62 63 元

有線テレビジョン放送設備

有 線 ラ ジ オ 放 送 設 備

一般 の有線 電気通信 設備

40,391

9,716

12,067

42,010

10,625

12,065

43,934

11,125

10,847

45,018

11,595

11,123

47,507

11,862

11,277

合 計 62,174 64,700 65,906 67,736 70,646

(注)昭 和60年4月1日 に有線電気通信法が改正され、従来許可が必要であった設備 の

共同設置、相互接続及び他人使用が届 出制に改められた。
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4-3分 野 別 利 用 状況

資 料4-5航 空 交通 管制業務 用 自営電気 通信の利用 状況

区別 概 要 国 内 用 国際(又 は洋上)用

移

動

業

務

用

地上の管制機関が航行中

の航空機 に対し、航空機相

互聞の安全問隔の設定、離

着陸及び進入降下の指示、

レーダーによる誘導等を行

うもの。

東京、福岡、札

幌及び那覇の各航

空交通管制部並び

に各空港の管制機

関の設定。

新東京国際空港及び那

覇空港の各管制機関に設

定。

固

定

業

務

用

管制機関が自己の管制空

域 を飛行す る航空機の管制

を、隣接す る次の管制空域

の管制機 関へ移 管す るた

め、隣接管制区管制機関と

の聞で行 うもの。

東京、福岡、札

幌及び那覇の管制

機関相互 に設定。

札幌 とハ バ ロフ ス クの

間 に 設定。

(注)航 空交通管制業務用通信は、航行中の航空機の衝突を防止 し、航空交通の秩序正

しい流れを保つ ために行 われる通信であり、直接管制 を行 う移動業務用と管制機関

相互間に設定された固定業務用の無線電話に大別 される。
'

資料4-6飛 行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通信の利用状況

区別 概 要 無線局の種別
施 設 数

元年度末 2年 末

灘
航空機が特定の空港 で離着陸す る際に必

要な風速、風向、視程、飛行場の状態、航

空保安用施設の運用状況、使用滑走路等の

情報 を連続 して提供するもの。

特別業務 の局 14

一

14

航提

雛
)

飛行中の航空機(飛 行場に離着陸 しよう

とす る航空機 を除 く。)に対 して気象情報等

航行 の安全に必要な情報 を提供す る もの

で、航究機か ら要求 された情報及 び当該機

に必要 と思われる情報 を提供 し対空送受信

を行 うもの と、連続的に情報の提供のみを

行 う対空送信(放送)を行 うもの とがある。

航 空 局

(対空送受信)

特別業務の局

(対空 送 信)

23

6

23

6

(注)飛 行情報業務用通信は、航行の過程において必要 な気象情報、航空保安施設の運

用状況等を得 るための ものであ り、飛行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通

信がある。
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資 料4-7航 空固定電信 網の利 用状況1

概 要 国 内 網

塁

国 際 網

航空機が航行の安全上、飛行

前にあらか じめ取得 してお く必

要 のある飛行経路上及び目的空

港 に関する情報並 びに管制機関

が航空管制上必要な情報を交換

す るために行 う固定地点間の電

気通信網。

各空港及び管制

部 を接続す る国内

テレタイプ通信網

を設定。

国 際 航 空 固 定 電 気 通 信 網

(AFTN回 線)と 呼 ばれ、東

京 とモス ク ワ、ハ バ ロフス ク、1

ソル トレイ ク シテ ィ、 香港、

ソウル 及 び北 京の 間、 那覇 と

台北 の 間 に設定 。

一

資料4-8船 舶航行援助用無線局施設状況

(単位1局)

区 別 方 式 63年 度末

一

k元年度末

L

無線航行陸上局

ロ ラ ン

デ ッ カ

オ メ ガ

レ ー ダ ー ビ ー コ ン

レ ー ダ ー

11

22

1

20

13

11

22

1

22

14

'

無 線 標 識 局

中 波 ビ ー コ ン

レ ー マ ー ク ビ ー コ ン

コ ー ス ビ ー コ ン

47

44

4

47

45

1

合 計 162 163

資料4-9日 本の船位通報制度に基づ く船位通報を取り扱う海岸局の設置状況

年 度 61 62 63 元 2

海 岸 局 数 21 21 21 20 20

(注)船 位通報制度は、船舶が遭難等 した場合に効果的な捜索救助活動 を実施す るため、

海難救助機関が、 この制度に参加す る船舶か ら通報され る航海計画、位置等の情報
をもとに、船舶の動静 を把握するためのシステムであり、我が国においてはおおむ

ね北緯17度 の緯度以北・東経165度 の経度以西及び陸岸で囲 まれた海域 を対象に海上

保安庁が昭和60年10月 か ら実施 している。
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資料4-10航 空運送事 業用 通信 の利用状況

区 別 概 要

固

定

通

信

系

定
期
航
空
運
送
事業
業務
者用
の通
信

国内路線 定期航空運送事業者は、本社、支店、営業所及び旅行代理

店の各部 門の端末機 と計算機センターの大型 コンピュータと

を専用線 で結ぶデータ通信 システムを導入 し、座席予約、運

航情報、 フライ トプラン、気象情報等の各情報 を伝送するほ

か、資材管理や営業統計の分析等に も利用 している。

国際路線 海外の国際路線就航機の乗 り入れ地については、国際電気

通信回線又はSITA(国 際航空通信協同体)の 回線を利用 し

て、テレタイプ系を含めたデータ通信網が形成 されている。

移

動

通

信

系

航
空
運
送
事運
業航
用管
の理
通
信

航空運送事業者は、国内では自己の事業用 としてそれぞれ航空局、航

空機局 を開設 し、VHF帯 の周波数 を用 いて音声又はデータに よる運航

管理通信 を行っている。 また、国際間ではエア リンク社(米 国)、プ リ

ティッシュエアウェイズ社(英 国)、ケープルアンドワイヤレス社(香港)

等の無線局を介 してVHF帯 及び短波帯の周波数により行っている。

なお、新東京国際空港及び那覇空港においては統合通信方式が採られ

てお り、航空運送事業者は、航 空局の免許 を受けた電気通信事業者か ら

通信サー ビスを受け ることにより運航管理通信 を行 っている。,

航事通
空業信
機等
使の
用業
務
用

警察庁、海上保安庁等の国の機関は治安維持、捜索救難等 を目的 とし

て、また、各種の航空機使用事業者等は広告宣伝、農薬散布、写真撮影、

報道取材等を目的 としてそれぞれ航空機を運航 してお り、いずれも航空
'局及び航空機局を開設し

、業務又は事業の遂行に必要な通信 を行ってい

る。

空
港内

に陸
お上
け移
る動
通
信

航空運送事業者や空港関係機関等は、航空機の整備、駐機場の管理、

搭乗者の誘導、積載物の取扱いその他空港の管理運営等に関す る通信を

行 うことを目的 として、管理部門(主 として基地局)と 作業現場(移 動

局)と の間等で移動通信 を行 っている。

なお、新東京国際空港及び那覇空港並びに大阪国際空港、福岡空港、

名古屋空港及び新潟空港等の一部 においては統合通信方式が採 られてお

り、航空運送事業者や空港関係機関は、基地局等の免許を受けた電気通

信事業者から通信サー ビスを受けることによ り移動通信を行っている。

衛

星

系

航用通
空の信
運運
送航
事管業
理

航空運送事業者は、太平洋上空のインマルサッ ト衛星を利用 して、長

距離国際路線の運航管理通信 を行 っている。なお、この通信 は、航空地

球局及び航空機地球局の免許を受けた電気通信事業者(KDD)か ら航

空衛星通信サー ビス(デ ー タ通信)を 受けることによ り行われている。

1
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資料4-11海 上運送 事業用 通信の 利用状況

区別

`

概 要

外

航

海

運

用

通

信

外航船舶は、一般に、中波電信、短波電信、短波電話の周波数 を使用 し

た大電力の無線通信設備、世 界の主要港湾において使用 されているVHF

無線電話(国 際VHF)設 備のほか、レーダー、ファクシ ミリ受信機等各種

の無線設備を備 え、航行の安全及び貨物の輸送 ・手配等に関する通信 を内

外の海岸局 と行 うとともに、船舶 向けに送信 されている気象、海象その他

航行の安全に必要な情報 を受信 してい る。

1982年2月 、国際海事衛星機構(イ ンマルサ ッ ト)条 約 に基づ くインマ

ルサ ット ーシステムが運用開始 し、ほぼ、全海域 をサー ビスエ リアとして

電話、テレックス、デーテル(高 速度テレックスに画像通信機能 を加えた

もの。)等の電気通信業務の通信サー ビスが提供 されてお り、短波通信に比

べ安定 した高 品質の通信が確保 され るようになった。

内
航
海
運
用
通
信

日本周辺海域を航行す る内航船舶は、NTTが 提供す る沿岸無線電話に

より事業運営や乗組貝のための通信を行 ってい るほか、海運事業 を能率的

に行 うことを目的として専用の海岸局 を開設し、船舶 との通信 を行ってい

るものがある。

また、無線設備の設置が強制 される義務船舶局 では、中短波無線電話や

VHF無 線電話等を設置し、航行の安全のための通信 を行 って.いる。

'

資料4-12漁 業用通 信(船 舶局)の 利 用状況

区別 概 要

沿
岸
漁
業
及
び
沖合

漁
業

沿岸漁業に従事する小型漁船 には、26MHz帯 及び27MHz帯 の周波数を

使用する空中線電力1ワ ッ トのDSB(両 側波帯通信方式)の 無線設備が主

に設置されている。この無線設備のみの船舶局数は、元年度末現在64,850

局であ り、漁船の船舶局総数に占め る比率 は77.6%で ある。

また、沿岸 あるいは沖合の漁場 で、底ぴ き網、まき網、さんま棒受け網、

いかつ り等の漁業に従事する漁船には、中短波帯、短波帯及び26MHz帯 ・

27MHz帯 の周波数 を使用するSSB(単 側波帯通信方式)の 無線電話設備が

設置 されている。
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区別 概 要

遠

洋

漁

業

全世 界の200海里海域において操業す る遠洋漁業の中・大型漁船には、中一
波帯無線電信、中短波帯の無線電信 ・電話、短波帯の無線電信 ・電話、26

MHz帯 及び27MHz帯 の無線電話、VHF帯 の無線電話等が設置され、僚船

相互間及び本邦の所属海岸局 との間等で無線通信が行われている。近年、

本邦 との疎通を確保するため、所属海岸局 との間の通信可能時間が電波伝

搬条件により短いことか ら、人手 による無線電信の数倍の高速度伝送の可

能な狭帯域直接印刷電信装置が設置 されているほか、 インマルサ ット・シ

ステムを利用す るものが増大 しつつある。

資 料4-13警 察用 自営 電気通信 の利用状況

区別 概 要

固

定

通

信

全国の警察機関相互間 を結ぶ警察通信網は、警察庁一管区警察局一都道

府県警察本部(北 海道における方面本部 を含む。以下同 じ。)間の幹線系マ

イクロウェーブ回線並びに都道府 県警察本部一警察署一派出所 ・駐在所間

の専用回線及びマイクロウェーブ回線により構成 され ている。

災害時における通信の確保 に万全 を期すため、重要通信回線については

2ル ー ト化が図 られているほか、昭和58年6月 からは通信衛星 を利用 した

回線が使用 されている。

移

動

通

信

移動通信系には、パ トカー、白バ イ、警察署等が相互に通話する車載無

線通信系、パ トロール中の警察官 が警察署や他の警察官 と連絡 できるよう

に警察署 ごとに構成している署活系、警備実施等において臨時的、局地的

な警察活動で使用する携帯無線通信系等がある。

これ らの通信系で使用す る無線機 には通話 だけでな く、データ通信等の

多様な情報通信に も能率的に使用 で琴るデジタル通信方式を開発 し導入 し

ている。

交
通提
情供
報用通

信

警察庁では、道路交通に関する情報を ドライバーに提供して交通流 を適

切に誘導す るため、現用のカーラジオを通 じて、経路選択が可能な特定区

間 を走行す る車両の ドライバーに道路交通情報を提供す る路側通信システ

ムの運用を昭和58年12月 に開始 し、2年12月 末現在東京都 ・大阪府 ・愛知

県等において、87局 を運用 している。
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区別 概 要

国
際
警
察
通
信

警察庁では、国際間の犯罪情報の交換 を迅速に行 うため、各国刑事警察

の相互協力を目的として設立された国際刑事警察機構(ICPO)専 用通信網

に加入し、短波による自営通信回線及び電気通信事業者の回線を利用 して

パ リの事務総局をは じめ同機構 に加盟している世 界中の各国 と通信 を行り

ている。

そ

の

他

警察電話は、全国の警察機関の間を結ぶ専用の通信 システムであり、警

察活動の円滑な運営を支える重要 な情報連絡手段 である。 このため、警察

庁では電話交換機の機能 の高度化、良好な通話品質の確保、電話回線網の

増強を推進 している。

資 料4-14水 防 ・道 路用 通信 の利用状況

区別 概 唱 要、

固

定

通

信

系

建設省 ではマ イクロ波に よる多重無線通信回線網 により建設本省 と施設

等機関、8地 方建設局及び北海道開発局、沖縄総合事務局並びに工事事務

所、ダム管理所、出張所、都道府県など約850か 所を接続 している。

衛星通信は、主に地上通信回線のバ ヅクア ップ用 として、10局の固定型、

7局 の可搬型地球局 を運用 している。

また、洪水予報、水防警報 水位 ・雨量情報等 をテレメータ回線等によ

り伝送 ・収集す るとともにダムの放流警報 を通報す るための回線 として

VHF・UHF帯 により約4,800局 の無線局 を運用 している。

移通
信

動系

現在約9,400局 の移動系無線局を運用するとともに、ヘ リコプタか らの画

像伝送システムの整備を推進しており、現在 固定型2局 、可搬型5局 の画

像受信用基地局 を運用 している。

道
路
管
理
用
通
信

建設省 では、道路管理者 としてカーラジオによ り道路情報 を提供す る路

側通信 システム を設置 し、2年12末 現在、55局 を運用 している。

なお、建設省以外の道路管理者(日 本道路公団、首都高速道路公団、阪

神 高速道路公団、,本州四国連絡橋公団)で は64局の路側通信 システムを設

置 ・運用 し、安全 で快適な道路利用に役立てている。

(注)建 設省では、河川、ダム及び道路の維持管理や災害に係わ る情報を伝達す るため、

水防 ・道路用無線局 を開設 している。現在、通信需要の大量化 ・多様化 に対応す る

ため、通信回線のデジタル化を図るとともに、災害時の情報収集や円滑な管理のた

めに画像伝送システムの整備 を行っている。
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資料4-15中 央 防災用通信 網の整備状 況

区別 概 要

固
定
通
信
系

非常災害時におけ る災害情報の収集 ・伝達手段の確保 を目的 とす る国の

防災関係機関の基幹回線 として、在京の指定行政機関、指定公共機関等 を

多重無線で結ぷ もので、国土庁が昭和53年 度から整備 を進め、現在、おお

むね完成 している。無線局数36、 端末装置設置機関数54と なっている。

衛通
信

星系

国土庁に設置 した災害対策本部 と災害等の被 災地との間で、CS-3を

利用 した衛星通信 により、電話、ファクシ ミリ及び映像伝送を行 うため、

固定地球局3局 及び可搬型地球局1局 を整備 している。

移通
信

動系

都心部を移動中の自動車等 と国土庁 との間の電話通信の確保及 び固定通

信系のバ ックアップ として、昭和60年度か ら整備 を行 っている。

画伝
送

像系

近距離被 災地等か ら国土庁に向け画像 を伝送するもので、昭和6ユ年に整

備 を行 った。機動性の向上のため、送信装置は専用の車両(災 害対策車)

に搭載されてい る。

(注)中 央防災無線網 の固定通信系、衛星通信系及び移動通信系は、国土庁に設置 した

自動交換機を介 して、各機関及び可搬型地球局に設置 したファクシ ミリ及び電話機

並びに移動無線電話機相互でダイヤル自動即時通話が可能 となっている。

資料4-16消 防 防 災用通 信の利用 状況

区別 概 要

消無
防線
防網
災

消防庁では、47都道府県 との間に地上系の通信網 を有 し、電話、 ファク

シ ミリによる相互通信 と消防庁か らの一斉伝達 を行 っている。 このほか、

消防庁 と東海地域及び南関東地域の8県 との間は、CS-3を 利用 した衛

星通信網 も運用中である。

消無
防線
・用

救
急
業
務
用

消防本部、消防署系に基地局を設置し、消防ポンプ自動車、救急自動車

等に積載 した移動局 との間で情報の収集、伝送等 を行 う消防・救急無線は、

2年3月 末現在6万9,676局 が運用されている。

このほか、一部の消防機関では、災害の状況 をへ りコプターに登載 した

テレビカメラで撮影 し、消防本部にその映像を伝送した り、地図情報等を

消防本部にファイ リングしておき、火災現場等に画像伝送するな ど機能の

高度化等が図 られている。
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、

資料4-17防 災行政用無線網の整備状況

年 度

区 別
60 61 62 63 元 2

都道府県防災行政用無線
'40

42 42 42 42 44

政令指定都市防災行政用無線 2 4 5 7 7 7

市町村防災行政用無線 2,082 2,178 2,274 2,354 2,417 2,432

地域 防災無 線 シス テム 一 一 一 4 15 16

(注)1.計 数は防災行政無線局を設置している地秀公共団体数であ り、一部運用 中の

場合 を含む。2年 度 は9月 末現在 であ る。

2.防 災行政用無線には都道府県が開設するもの、政令指定都市が開設するもの

及び市町村が開設す るものがある。いずれ も防災関係業務 に利用す るのみなら

ず、平常時には一般行政事務 に利用することが認められている。

3.地 域防災無線システムとは、市町村に置かれる災害対策本部の下に、病院、

自主防災組織等の生活関連機関及び警察 ・消防等の防災関係機関を結び、住民

や地域に密着した情報の収集 ・伝達 を可能 とする移動系高機能通信システムで

あ り、昭和63年1月 に制度化 されたものである。

●
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資 料4一 田 旅客会社等 の鉄道事 業用通信 の利用状況

区別 名称 概 要

移

動

通

信

シ

ス

テ

ム

'

新

辮1嚢垂

新幹線用列車無線は、新幹線列車の運転に必要な運転指令、旅客営業に

関する旅客指令、業務通信、電気通信業務の通信 を行 うため、指令所 と乗

務貝、乗務員と駅等の関係機関、乗客 と一般加入電話 との間を結び使用さ

れている。

山陽新幹線は空間波方式を、また、東北 ・上越 ・東海道新幹線はLCX

(漏えい同軸ケープル)方式を採用 し、より安定した高品質の通信 回線を設

定 してお り、特にLCX方 式は、データ伝送に適 していることから列車の

運行、管理に必要なデータの伝送 を行 っている。

翻
員H

雛
亀

乗務員無線は、列車の運転、保安等に関する情報連絡のため、運転士と

車掌 との間及び乗務員と駅 との間の通信に使用 されている。

樽 応o

鰐
線董

構内無線は、操車場等において、貨物列車の貸車の分解、編成を行 う際、

構内作業員相互間の業務連絡に使用されている。

顯
車H

雛

自動車無線は、鉄道に関す る事故、災害等の際、その現場か ら関係機関

への情報連絡 に使用 されるもので、通常は、保線作業等の連絡用 として使

用 されてお り、交換電話に接続することもできる。

防f軸

鰐
線董

防護無線は、線路等に異常が発生した場合 に、車上、踏切又は携帯用の

装置から電波 を発射 し、対向、続行列車を停 止させ るためのものであ り、

新幹線の全線等で使用 されている。

在車
来無
櫨
列

列車無線は、各指令 と乗務貝間において直接指示連絡を随時行 うこ とを

目的 としている。 この無線は多チャンネルを使用 し、列車を個別 に呼び出

し、常時同時通話を行 うことができるものであり、山手線、京浜東北線等

で使用 されている。

そ
の
他

無 線設備 としては 、こ のほか 船舶 無線 、作業 連絡 用 無線 、レー ダ ース ピー

ドメー タ、列 車接 近 警報 用無 線等 が あ る。

衛
星
通
信
シ

ろ甲

東 日本旅客鉄道株式会社及び東海旅客鉄道株式会社では、CS-3を 利用 した

衛星通信システムを運用 している。

このシステムの目的は、①新幹線地震検知システム、②非常災害時における地

上 回線のバ ックアップ、③被災地・事故現場 との回線設定 を現行す ることで東京、

静岡、仙台、新潟及び三浦半島に固定型地球局 を設置 している。
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資 料4-19電 気 ・ガス ・水道 事業用通 信の 利用状況

区別 概 要

、

電

気

事

業

用

通

信

電力会社では、無線又は有線による通信回線を、本店、支店、発電所、変電所

等の間に設置し、電力設備の系統運用、系統保護及び管理、給電等の情報伝 送を

行 っている。

また、全国的な電力の需給調整 を図 ることを目的に設立されている中央電力協

議会では、同協議会の中央給電連絡指令所 と電力各社、地域給電連絡指令所 間に

通信回線 を設置 し、電力各社間の電力融通、需給調整等電力の広域運営に必要 な

情報伝送 を行 っている。

これら電力回線 で無線 を使用するものの うち、固定通信系 としては、主 として、

本店及び支店並びに大規模 な発電所及び変電所等の相互間にマイ クロウェーブに

よる多重無線通信 回線網 を構成 している。 このほか、水力発電所のダムの管理に

必要な雨量、水位 の観測及び放流警報用にVHF帯 の通信回線 を使用 してい る。

また、移動通信系 としては、送電線、配電線等の保守、点検用に、VHF帯 又は

UHF帯 の移動通信網 を使用 している。さらに、地上の通信 回線の補完用 として、

CS-3を 利用 した衛星通信回線を使用 している。

ガ
ス
事
業
用通

信

ガス事業者では、施設の維持及び緊急時の処 置等 を行 うため、移動通信系の無

線局を導管管理事業所、支社等に配置している。

また、一部の大手ガス事業者では、本社、製造工場、整圧所等相互間に、主 と

してマイクロウェーブによる多重無線通信網を設置 し、ガスの供給指令又はガス

工作物の建設工事若 しくは保安 を確保 す るために必要 な情報伝 送等 を行ってい

る。

水
道
事
業
用
通
信

水道事業者は、本部 と各水道事業所 との間に無線回線(固 定通信系及び移動通

信系)を 設置している。固定通信系は、取水、浄水、送配水 等の情報伝送に使用

している。

送配水設備に事故が発生 した場合には、移動通信系により事故現場 と本部間に

緊急連絡体制 を確立 して、応急復 旧作業に万全の対策を講 じている。

資料4-20簡 易無線業務用通信の利用状況1

区 別
'利 用 状 況

一般簡易無線局
主 として、 業務 用 に使 用 され てお り、全 国 的 に普 及 して い る。

パー ソナル無線 ス ポー ッ、 レジ ャー 、個 人的業 務 等、広 範 囲 に利 用 され て い る。

50GHz帯 を 使

用す る簡易無線

局

音声伝送だけでな く、短距離間のデー タ伝送や画像伝送 といった各

種の情報通信を手軽に行 うことができ、ビル聞や道路や河川 を隔てた

データ伝送や工事現場における画像伝送等に使用 されている。

'
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5-1放 送

(1) ,放 送網 の形 成

資 料5-1放 送 種類別放 送局数の推 移

ア 地 上 系 に よ る放 送

年度末

区 別
160 61 62 63 元 2

中 波 放 送

NHK

総 合 185 188 191 195 198 199

教 育 141 141 140 140 140 140

計 326 329 331 335 338 339

民 間 放 送 208
(47)

210

(47)
210
(47)

214
(47)

214

(47)
217
(47)

計 534 539 541 549 552 556

短 波 放 送

NHK 1 1 1 2 2 2

民 間 放 送
2

(1)
2

(1)
2

(1)
2

(1)
2

(1)
2

(1)

計 3 3 3 4 4 4

超短波放送

NHK 503 505 506 508 509 510

放 送 大 学 学 園 2 2 2 2 2 2

民 間 放 送
93

(21)
106
(23)

115
(25)

134
(30)

147
(33)

166
(35)

計
噛

598 613 623 644 658 678

テ レ ビジ ョン

放 送'

NHK

総 合 3,495 3,497 3,496 3,494 3,497 3,494

教 育 3,419 3,421 3,420 3,418 3,419 3,417

計 6,9工4 6,918 6,916 6,912 6,916 6,911

放送大学学園 2 2 2 2 3 3

民 間 、放 送
6,262
(103)

6,408
(103)

6,515
(103)

6,594
(103)

6,722
(108)

6,853
(113)

計 13,178 13,328 13,433 13,508 13,641 13,767

テ レビ ジ ョン
音声 多重 於送

NHK 2,694 3,497 3,496 3,494 3,500 6,911

民 間 放 送 4,252
(71)

4,444
(73)

4,521
(73)

4,642
(74)

5,002
(84)

5,556
(99)
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年度末

区 別
60 61 62 63 元 2

テレビジョン
文字 多重放送

NHK 887 3,497 3,496 3,494 3,494
i3

,491

民 間 放 送 2,055
(12)

3,036
(19)

3,203
(22)

5,341
(22)

5,422
(23)

5,441
(24)

計 2,942 6,533 6,699 8,835 8,916 8,932

超 短 波
音声多重放送 民 間 放 送 一 一 一 3 3

(1)
3

(1)

合 計

NHK 11,324 14,747 14,746 14,745 14,759
1

18,164

放送大学学園 4 4 4 4 5 5

民 間 放 送 12,872 14,207
14,566
(150)

16,930

〔155)

17,512
(163)

18,248
(170)

合 計 24,201 28,957 29,316 31,679 32,276 36,417

'

(注)1.局 数 に は中継 局数 を含 む 。

2.民 間放 送 の欄 の()内 は社数 を示 す。

3.NHKの 短波放 送 局 には 、 中継国 際放 送 局 を含 む。

4.中 波 放送 の周 波数 は 、526,5kHzか ら瓜606.5kHzま で の周 被数 帯 を使 用 して

い る。

5.短 波放送 の 周波 数 は3、6、7、9、11、15、17及 び21MHz帯 の 各周 波数 を

使 用 して い る。

6.超 短 波放 送の 周波 数 は、76～90MHz帯 の 周波 数 を使 用 して い る。

7.テ レビ ジ ョン放送 の周 波数 は、VHF帯12チ ャネル(第1～ 第12チ ャネ ル) 、

UHF帯50チ ャネ ル(第13～ 第62チ ャネ ル)及 びSHF帯18チ ャネ ル(第63～ 第

80チ ャ ネル)の 合 計80チ ャネル を使 用 す るこ とと して い る。

イ 衛 星 系 に よ る 放 送

年度末

区 別
元 2

テ レ ビジ ョン

放 送

NHK
衛星第1 1 1

衛星第2 1

民 間 放 送 0 1

テレビジョン
音声多重放送

NHK
衛星第1 11

衛星第2 1 1

民 間 放 送 0 2
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イ 民 間 放 送

資 料5-3民 間放 送の 放送種類 別1口 当 た り放 送時 間

(各年10～12月 平均)

区 別

元 年 2年

ラ ジ オ テ レ ビジ ョン ラ ジ オ テ レ ビジ ョン

1日 当た り平均放送時間

〃 最高放送時間

〃 最低放送時間

時 間 分
2251

2344

1800

時 間 分
1942

2326

1327

時 間 分
2253

2355

1800

時 間 分
2001

2338

1251

「番組統計」(㈹ 日本民間放送連盟)に より作成。

(注)中 波放送、短波放送及び超短波放送の合計83社(元 年は78社)、 テ レビジョン放送

の合計109社 の平均であ る。

資料5-4民 間放送 の放送種 類 ・放 送事項 別放送 時間比 率

(2年10～12月 平均)

商 業
自主別

番組別

商 業 番 組 自 主 番 組 計

放送時間 百分率 放送時間 百分率 放送時間 百分率

ラ

ジ

オ

放

送

報 道
分

4,549

%

14.6

分

907

%

9.1

分

5,456

%
13.2

教 育 1,704 5.5 386 3.9 2,090 5.1

教 養 5,130 16.4 1,675 16.9 6,805 16.5

娯 楽 19,574
-

62.5 6,880 69.4 26,454 64.3

広 告 237 0.8 21 0.2 258 0.6

そ の.他 67 0.2 50 0.5 117 0.3

計 31,261 100.0 9,919 100.0 41,180 100.0

商 業 ・自主百 分率 75.9 24.1 100.0

ト
'

L

L



5-1放 送 一429一

商 業 番 組 自 主 番 組 計
商 業
自主別

番組別 放送時間 百分率 放送時間 百分率 放送時間 百分率

テ

レ

ビ

ジ

ョ

ン

放

送

報 道
分

6,203

%
19.7

分

812

%
17.8

分

7,015

%

19.5

教 育 3,793 12.1 469 10.3 4,262 11.8

教 養 7,852 25.0 1,003 21.9 8,855 24.6

娯 楽 13,227 42.0 1,922 42.0 15,149 42.1

広 告 276 0.9 56 1.2 333 0.9

そ の 他 94 0.3 3ユ1 6.8 405 ユ.1

計 31,445 100.0 4,574 100.0 36,019 100.0

商業 ・自主百 分 率 87.3 12.7 100.0

「番組 統計 」(㈹ 日本 民間 放 送連盟)に よ り作 成。

(注)1.中 波放 送 、短波 放 送及 び超 短波放 送 の合 計83社 、テ レ ビジ ョン放 送 の合 計109

社 の平均 で あ る。

2.「 商 業番 組 」 とは放 送番組 の うち広告 主 に売 られ てい る番 組 をいい 、「自主 番
'

組」 とはその他の番組をい う。

(3)放 送 の受 信 状 況

資料5-5ラ ジオ及 びテ レビジ ョン接触者率 の推移

(各年11月 調査 単位:%)

年

区 別
60 61 62 63 元 2

ラ ジ オ

平 日 32 30 31 29 30 28

日 曜 21 19 19 17 19 18

テ レビ ジ ョン

平 日 go 90 9ユ 91 91 91

日 曜 90 91 90 89 89 89

「全 国視 聴 率調 査 」(NHK)に よ る。
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資料5-6ラ ジオ及 びテ レビジ ョン平均視聴 時間量

2年11月

時 間

一

分

ラ

ジ

オ

平
日
平
均

午 前(05
午 後(12

藻 嬰搦
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

lll
811
00)

一

19

14

9
1

44

土

曜

日

午 前(05
午 後(12

夜 間(18
深 夜(24

1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)

00)

00)

00)
脚00)

17

12

7
1

39

日

曜

日

午 前(05
午 後(12

夜 間(18

深 夜(24
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00)

ll!
18/

11
10
7
1

28

テ

レ

ビ

平
日
平
均

孝 灘
夜 間 〔18

深.夜(24
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00

18
11/

1

3

50
52

53

3
37

土

曜

日

隼 灘
夜 間(18

拳 翻1

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

lll
l8

2

3

42

46
00

6
34

日

曜

日

隼 灘1
夜 間(18

深 夜(24
1日(05

00～12

00～18

00～24

00～05

00～05

00

11
881

1
2

3

51

00
00

2

54

「全国視聴率調査」(NHK)に よる。

(注)1.1日 の扱いを午前5時 から翌 日の午前5時 までとしている。
2,テ レビは衛星放送を含む。

資料5-7NHKの 放 送受信 契約 数の推移

区別年度末 普通契約数 カラー契約数 衛星カラー契約
1衛星普通契約

特別契約 契約総数

60

61

62

63

元

2,055,142

1,954,888

1,704,912

1,549,755

1,446,803

29,454,146

29,999,747

30,691,653

31,289,438

30,534,930

一
一
}
-

1,200,362 5,010

『
}
『
-
1,632

31,509,288

31,954,635

32,396,565

32,839,193

33,188,737

ヵ ラ ー 契 約……衛星系によるテレビジョン放送の受信 を除 き、地上系 によるテレビジョン放

送のカラー受信 を含む放 送受信契約

普 通 契 約……衛星系によるテレビジョン放 送の受信お よび地上 系によるテレビジョン放送
のカラー受信 を除 く放送受信 契約

衛 星カラー契約……衛星系および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約
衛 星 普 通 契約 ……衛星系お よび地上系 によるテレビジョン放送のカ ラー受信 を除き、衛 星系 に

よるテレビジョン放送 の白黒受信 を含む放送受信契約

特 別 契 約……地上系 によるテ レビジ ョン放送の 自然の地形 による難視 穂地域 または列車、
電車 その他営業用の移動体 において、地上系によるテレビジョン放 送の受信
を除き、衛 星系によるテレビジョン放送の受信 を含む放送受信契約
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(4)テ レ ビ ジ ョン放 送 の難 視 聴 状 況

ア 難 視 聴 の 現状

㈲ 辺 地 難視 聴

資料5-8辺 地 難視聴残 存世帯数の 現状

(単位:万 世帯)

NHK 民 間 放 送

約10 約40

(注)1.59、60年 度の実態調査 による推定。

2.民 間放送の残存世帯数は、民間放

送が1波 も良好に受信できない もの。

(イ)都 市 受 信 障 害

資 料5-9都 市 受信 障害残 存世帯数(推 定)の 推移

(単位:万 世帯)

年度末区
別

60 61 62 63 元 2

都 市受 信障害 世帯 数 66 67 67 67 68 68

(注)NHK資 料による。

イ 難 視 聴 の解 消

σう 辺 地 難 視 聴

資 料5-10民 間放送 の中継局建 設数の推 移

年度
区 別

60 61 62 63 元 2

中 継 局 建 設 数 194 146 107 79 119 130

(注)NHKに つい ては 、衛 星放 送 に よ り解消 す る こ と としてい る。
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(イ)都 市 受 信 障 害

資 料5-11都 市 受信障 害解消世 帯数の概 要

(2年 度末現在)」

区 分 件 数

一

障害解消世帯数
'

都市受信障害解消 目的の共同受信施設 23,412 約3,302千 世 帯

SHFテ レ ビ ジ ョ ン 放 送 局 4 約13千 世帯

電 波 吸 収 体 設 備 11 約234千 世帯

(注)共 同受信施設にっいては元年度末現在。

1

⑤ 多 重 放 送

資料5-12テ レビジョン音声多重放送の実施状況

放送事業者'

項 目
NHK 民 間 放 送

実 施 社 数 全 国 99

放 送 局 数(中 継局 を含む) 3,494 5,566

カ バ レ ー ジ 全 国 都道府県

週平均放送時間(括 孤内は、テレ
ビジ ョン放送時間に対す る割合)

35時 間32分

(28.1%)

21時 間0分

(14.7%)

放送事項別週

平均放送時間

(括孤内は比率)

ス テ レ オ

2か 国 語

そ の 他

25時 間54分

(72.9%)

6時 間37分

(18.6%)

3時 間1分

(8.5%)

11時 間58分

(56,9%)

7時 間41分

(36.6%)

1時 間21分

(6.5%)

(注)1.実 施社数及び放送局数 は2年 度末現在 のものである。

2.NHK(総 合放送に限る。)の週平均放送時間は2年4月 から3年3月 までの

ものである。

3,民 間放送の週平均放送時間は2年10月 から12月 までの ものである。
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資料5-13文 字放送の実 施状況

(2年 度末現在)

地区 事 業 形 態 事 業 者 数
1日 当 た りの 平均

放送番組数の合計(字幕を除 く)()
は1週 間の字幕番組数の合計

全
国

日 本 放 送 協 会 1 23(10)

関

東

テ レ ビ ジ ョ ン兼 営 社 5 57(7)

文 字 放 送 単 営 社 5(注1) 232

東

海

テ レ ビ ジ ョ ン兼 営 社 2(注2> 78(4)

文 字 放 送 単 営 社
1

2(注3) 136

北
陸

テ レ ビ ジ ョ ン 兼 営 1(注4) 一(一)

近

畿

テ レ ビ ジ ョ ン兼 営 社 5(注5> 96(7)

文 字 放 送 単 営 社 3(注6) 195

九
州

テ レ ビ ジ ・ ン 兼 営 社 1(注7)

1

18(9)

(注)1.う ち1社 は、 甲信 越、 東 北及 び北 海道 地 区 を放 送 区域 に含 む。

2.う ち1社 の放 送区域 は中京 地 区の み。1社 の放送 区域 は静 岡地 区の み。

3.う ち1社 は、 北陸地 区 を放 送 区域 に含 む。

4.放 送地 区は 富 山地 区の み(3年2月 開局)

5.う ち1社 の放 送 区域 は 大阪地 区 のみ 。

6.う ち1社 の放 送 区域 は大阪地 区 のみ 。1社 の放送 区域 は 、 中国、 四 国、九 州

及び沖 縄地 区 を含 む。

7.放 送地 区は福 岡地 区の み。

8.放 送 番組 数 につ いては 、元年10月 か ら12月 まで の もの。

資 料5-14超 短 波 音 声 多 重 放 送 の 実 施 状 況

(2年 度 末現在)

地 区 事 業 形 態 事 業 者 数 1日 当た り放送時間

東 京 超短波放送兼営社 11 (注)
7時 間10分

(注)放 送 時 間に つ いて は、2年10月 ～12月 の平 均。
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(6)緊 急 警 報 放 送 シス テム

資料5-15緊 急警報放 送 システ ムの実施状 況

(2年 度末現在)

放 送 事 業 者 実施地域 使 用 す る 放 送 メ デ ィ ア

日 本 放 送 協 会

青 森 放 送 ㈱

青 森 テ レ ビ

東 北 放 送 ㈱

日本テレビ放送網㈱

㈱ 東 京 放 送

㈱フジテ レビジ ョン

全 国 朝 日 放 送

㈱ テ レ ビ 東 京

㈱ 文 化 放 送

㈱ ニ ツ ポ ン 放 送

㈱ エ フ エ ム 東 京

㈱ 山 梨 放 送

㈱ テ レ ビ 山 梨

信 越 放 送 ㈱

㈱ 新 潟 放 送

静 岡 放 送 ㈱

㈱ テ レ ビ 静 岡

静 岡 県 民 放 送 ㈱

㈱静 岡 第一 テ レ ビ

静岡エ フエム放送㈱

中 部 日本 放 送 ㈱

東 海 テ レビ放 送㈱

中京 テ レビ放 送㈱

東 海 ラ ジオ放 送㈱

北 日 本 放 送 ㈱

富 山 テ レ ビ放 送㈱
㈱ テ レビユ ー 富 山

北 陸 放 送 ㈱

石 川 テ レ ビ放 送㈱

㈱ テ レ ビ 金 沢

福 井 放 送 ㈱

全 国
青 森 県

〃

宮 城 県

関東広域圏
〃

;

;;

東 景 都
山 梨 県

〃

長 野 県

新 潟 県

静 岡 県

劣

;;

中京広域圏
〃

;;

富 山 県

〃

富 山 県

石 川 県

石 川 県

石 川 県

福 井 県

衛 星放 送 を含 むす べ て の放 送 メデ ィア

中波放 送 、 テ レビ ジ ョン放 送 、 テ レビ ジ ョン音声

多重放 送

テ レビ ジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン音声 多重 放送

中波放 送、 テ レビ ジ ョン放 送、 テ レビ ジ ョン音 声多重放 送

テ レビジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン音声 多重 放送

中波放 送 、 テ レビ ジ ョン放 送 、 テ レビ ジ ョン音 声

多重放 送

テ レビジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン音声 多重 放送

テ レビ ジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン音声 多重 放送

テ レビ ジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン 音声 多重 放送

中波放 送

中波放 送

超 短波 放送

中波放 送、 テ レビ ジ ョン放 送 、 テ レ ビ ジ ョン音 声
多重放 送

テ レ ビジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン音声 多重 放送

中波放 送 、 テ レビ ジ ョン放 送 、 テ レビ ジ ョン音声

多重放 送

中波放 送 、 テ レビ ジ ョン放 送 、 テ レビ ジ ョン音 声多
重放 送

中波放 送 、 テ レビ ジ ョン放 送、 テ レビ ジ ョン音 声多重放 送

テ レ ビジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン音 声 多重 放送

テ レ ビジ ョン放送

テ レ ビジ ョン放送 、 テ レ ビ ジ ョン音 声 多重 放送

超 短 波放 送

中波放 送

テ レ ビジ ョン放 送、 テレ ビ ジ ョン音声 多重 放送

テ レ ビジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン音 声 多重 放送

中波 放送

中波 放送 、 テ レ ビジ ョン放 送、 テ レビ ジ ョン音声

多重 放送

テ レ ビジ ョン放 送、 テ レ ビジ ョン音声 多重 放 送

テ レ ビジ ョン放 送、 テレ ビジ ョン音声 多重 放 送

中 波放送 、 テ レ ビジ ョン放 送 、テ レビ ジ ョン音声多
重 放送

テ レ ビジ ョン放 送、 テレ ビジ ョン音声 多重 放 送

テ レ ビジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン音 声 多重 放 送

中波 放送 、 テ レ ビジ ョン放 送、 テ レ ビ ジ ョン音声

多重 放送
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放 送 事 業 者 実施地域 使 用 す る 放 送 メ デ ィ ア

福井テレビジョン放送㈱

㈱ 近 畿 放 送

大 阪 放 送 ㈱

㈱ 毎 日 放 送

朝 日 放 送 ㈱

関 西 テ レビ放送 ㈱

読 売 テ レビ放送 ㈱
㈱ エ フ エ ム 大 阪

岡 山 放 送 ㈱

広島 テ レビ放 送㈱

四 国 放 送 ㈱

福 井 県
京 都 府
近畿広域圏

〃

〃

〃

〃

大 阪 府

岡 山 ・香川

広 島 県

徳 島 県

テ レ ビジ ョン放 送、 テ レ ビジ ョン音 声 多重放送

中波放 送

中波放 送

中波放 送 、 テ レビジ ョン放 送、 テ レ ビジ ョン音声

多重放 送

中波放 送、 テ レビジ ョン放送 、 テ レ ビジ ョン音声

多重放 送

テ レビ ジ ョン放 送、 テ レビジ ョン音 声 多重放 送

テ レビ ジ ョン放 送 、 テ レビジ ョン音 声 多重放 送

超 短 波放送

テ レビ ジ ョン放 送 、 テ レビジ ョン音 声 多重放 送

テ レビ ジ ョン放 送 、 テ レビ ジ ョン音声 多重放 送

中波放 送 、 テ レビ ジ ョン放 送 、 テレ ビジ ョン音声
多重放 送

(注)緊 急警報放送システムとは、受信者が緊急警報受信機 を用意 し、あらか じめ待受

受信の状態に しておけば、放送局が災害に関する放送の前に送出す る緊急警報信号
によって自動的に受信機が動作 し、災害に関する放送 を受信できるものであ り、60

年6月 に同 システム導入のために関係省令が改正 され、同年9月1日 からNHK及

び一部の一般放送事業者により運用 されている。

⑦ 放 送 大 学 学 園

資 料5-16放 送大 学の学生数 の推 移(単 位:人)

区 分 全 科
履修生

選 科
履修生

科 目
履修生

特修生 研究生 特別聴講
学 生 合 計

元 年 度
第1学 期

17,719 3,798 2,961 904 51 643 26,076

2年 度
第1学 期

20,912 3,856 3,066 923 77 867 29,701

(注)1,全 科履修生 とは、6つ の専攻のいずれか一つの専攻に所属 し、4年 以上在学

して、所要の124単位以上を修得 した場合に卒業が認定され、「教養学士」の称

号が得 られるものをい う。
2,選 科履修生(期聞1年)、 科 目履修生(期 間1学 期)とは、卒業 を目的とせず、自

分の学習したいテーマに基づいて特定の科 目を選択 して履修す るものをい う。
3.特 修生 とは、全科履修生 としての入学資格 を得 るため、基本科 目、基礎科 目

の うちから、人文、社会、自然の3分 野にわたって、16単 位以上の修得 をす る

ものをいう。

4.研 究生 とは、大学卒業又はこれと同等以上の学力を有す るもので、特定事項

についてさらに専 門的知識を深め るため一年間にわたり専任教員の指導により

研究を行 うものをいう。
5.特 別聴講学生 とは、他の大学、短期大学の学生で、当該大学 ・短期大学 と放

送大学 との協議の結果、履修 を認め られた ものをい う。
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⑧ 国 際 放 送

資料5-17国 際放送の状 況

(3年 度)

放 送 区 域

(地域 向 け放 送)

欧州 、欧 州(ロ シア)、 北米 、 中米 、 ア フ リカ、 中東 ・北 ア フ リカ、

南 米、 ハ ワ イ、 ア ジア大 陸(北 部)、 ア ジア 大陸(中 部)、 ア ジア大

陸(南 部)、 豪州 ・ニ ュー ・ジー ラ ン ド、 東 南ア ジア、 南 西 ア ジア、

比 島 ・イン ドネ シア、 東 ア ジア、 朝鮮(17)

(一般 向 け放 送)

世 界全 区 域

放 送 時 間

(地域向け放送)

1日25時 間

(一般向け放送)

1日23時 間

使 用 言 語

(地域 向 け放 送)

英 語 、 ドイ ツ語、 フ ラン ス語、 スウ ェー デ ン語、 イタ リア語 、 ス

ペ イ ン語、 ポ ル トガル 語、 ロシ ア語、 中国語 、 イ ン ドネ シア語 、マ

レー 語 、タイ語 、 ミャ ンマ ー 語、ベ トナム 語、 ヒンデ ィ語 、ウル ドゥ

語 、ベ ンガル語 、 ア ラ ビア語 、 スワ ヒ リ語 、朝 鮮語 、 ペ ル シア語 、

日本語(22)

(一般 向 け放 送)

日本 語 、英 語(2)

国 内 送 信 所 KDD八 俣送信所

181黙1喜(計 ・台)

中 継 放 送 (ガ ボ ン ・モヤ ビ送 信所 、借 用 に よ り実 施)

1日12時 間(欧 州 ・中東 ・北 ア フ リカ向 け10時 間 、 ア フ リカ東部

向 け0.5時 間、 ア フ リカ南部 向 け1時 間、 南米 向 け0,5時 間)

(カ ナ ダ ・サ ッ クビル送 信所 、相 互 交 換 中継 に よ り実 施)

1白4時 間(北 米 向け)

(南 米仏 領 ギアナ ・モ ンシ ネ リ送 信所 、相 互 交 換 中継 に よ り実 施)

1日7.5時 間(中 米向 け2時 間、 南米(東 部)向 け4時 間、 同(西

部)向 け1.5時 間)

(ス リ ・ラ ンカ ・エ カラ送信 所 、借 用 に よ り実 施)

1日10.5時 間(南 百ア ジ ア向 け6時 間 、 中東 向け4 .5時 間)

(注)我 が 国の 国際放 送 は 、放送 法 の規 定 に基づ き、NHKが 「ラ ジオ 日本」 の名 称 で

短 波 に よ り全世 界 に 向 け実施 してい る。

放 送番 組 は、 一 ユー ス等報 道番 組 、 国情紹 介 番組 及 び娯 楽番 組 か ら構 成 され てい

る。 また・ 戦争、 内 乱 ・ クー デ ター 及 び大規 模 災害 等の 緊 急事 態 の発生 に際 し、 在
外邦 人の た めに各 種 情報 の提 供 も行 っ てい る。使 用 周波 数帯 は 、6、7、9、11、

15、17及 び21MHz帯 で ある。
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⑨ 事 業 経 営 状 況

アNHK

㈲NHKの 事 業 収 支 状 況

資料5-13NHKの 収 支状況

(単位:百 万円)

区 分 63年 度 元 年 度 増 減〔△)

経

常

事

業

収

支

経
常
事業

収
入

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

351,379

1,466

3,676

372,435

1,968

5,347

21,056

502

1,671

合 計 356,521 379,750 23,229

経

常

事

業

支

出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退 職 手 当 ・厚 生 費
一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

106,045

3,016

37,547

1,172

1,504

3,987

121,711

36,123

9,045

36,739

10,155

129,276

3,178

40,20ユ

ユ,315

1,777

4,502

123,987

39,919

9,451

37,686

10,540

23,231

162

2,654

143

273

515

2,276

3,796

406

947

385

合 計 367,044 401,832 34,788

経 常 事 業 収 支 差 金 △10 ,523
△22

,082
△11

,559,

経常

事
業
外
収
支

経外

勲
業入

財 務 収 入

雑 収 入

6,540

574

5,813

444

△727

凸130

合 計 7,114 6,257 △857

経 常 事 業 外 支 出 5,149 1L187 6,038

経 常事業外 収支 差金 1,965 ハ4
,930

△6 ,895

経 常 収 支 差 金 ム8
,558

△27 ,012 △18 ,454

特収

別支

特 別 収 入 1,300 17,550 16,250

特 別 支 出 747 4,236 3,489

当 期 事 業 収 支 差 金 △8,005 ム13,698 △5
,693
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資料5-19NHKの 経常 事 業収支の推移

(単位:百 万円)

区別

年度
経常事業収入 経常事業支出 経常事業収支差金

59

60

61

62

63

元

336,114

340,763

346,068

351,508

356,521

379,75σ

313,599

325,750

340,734

352,841

367,044

401,832

22,515

15,013

5,334

"1,333

△10
,523

△22
,082

α)NHKの 財 務 状 況

資 料5-20NHKの 財務 状況

(単位:百 万円)

区 分 63年 度末 元年度末 増 減(△)

資

産

の

部

流 動 資 産

固 定 資 産

特 定 資 産

繰 延 資 産

「

62,570

272,021

21,844

246

73,511

286,089

19,486

0

10,941

14,068

△2
,358

△246

合 計 356,681 379,086 22,405

負
債
及
び
資
本
の

部

負

債

流 動 負 債

固 定 負 債

75,250

95,968

95,486

111,835

20,236

15,867

小 計 171,218 207β21 36,103

資

本

資 本

積 立 金

当期事業収支差金

185,427

8,041

△8
,005

1苧5・427

36

。13 ,698

0

△8,005

△5,693

小 計 185,463 171,765 ム13
,698

合 計 356,681 379,086 22,405
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イ 民 間 放 送

資料5-21民 間放 送の収 支状 況

(単位:百 万円)

項目
事業別 営業収益

営 業 外
収,益 計 営業費用 営 業 外費

用 計
税 引 前
利 益

1欝}灘
(VHFテ レビジ ョン
兼営社)(34社)

(UHFテ レビジョン
兼営社)(2社)

636267

624,661

11,606

19,575

19,156

419

655,842

643,817

12,025

570,562

559,077

11,485

10,105

9,723

382

580,667

568,800

11,867

75,175

75,017

158

テ レビジ ョン放 送 単
営社(70社)

〔VHFテ レビジ ョン
単営社)(14社)

(UHFテ レビジ ョン
単営社)(56社)

1,140,985

834,986

305,999

20,466

15,026

5,440

1,161,451

850,012

311,439

1,006,339

747,361

258,978

18,522

11,554

6,968

1,024,861

758,915

265,946

136,590

91,097

45,493

文字放送単営社
(10社)

2,866 51 2,917 2,764 20 2,784 133

灘 叢騰
(中波放送単営社)

(11社)

(短波放送単営社)(
1社)

(超短波放送単営社)
(32社)

159,711

85,713

5,665

68,333

4,247
1

2,972

127

1,148

163,958

88,685

5,792

69,481

140,338

79,583

5,168

55,587

3,398

1,694

68

L636

143,736

81,277

5,236

57,223

20,222

7,408

556

12,258

合 計(160社) 1,939,829 44,339 1,984,168 1,720,003 32,045 1,752,048 232,120

(注)本 表は、各民間放送事 業者の2年3月 期を最終 とす る最近 の1か 年間の収支状況 を集計 し

た ものである。



資料5-22民 間放送 の営業 収入等の 推移1

(単位:百 万円)§

年 度区 別 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63

i

元

ラ兼
ジ
オ

ニ

じ営

導

海

社 数

ラ ジ オ 収 入

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

36

64,628

307,126

381,903

51,496

36

70,199

318,648

400,033

46β56

36

73,549

334,460

419,839

38,034

36

75,095

349,408

437,237

35,503

36

77,239

364,111

457,231

34,844

36

79,757

379,154

476,303

34,281

36

80,749

391,915

491,128

27,676

36

79,529

399,756

498,396

27,877

36

82,993

434,188

540,245

43,175

36

87,446

473,563

589,352

57,370

α

36賃

92,589醜

蝸517

・581淋

636,267

65,705

ラ
ジ
オ
単
営
社

社 数

ラ ジ オ 収 入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

17

57,447

61,782

8,065

17

63β56

67,324

8,639

18

69,004

73,284

8,502

22

75,142

79,580

8,238

23

83,131

88,446

9,269

25

88,259

94,131

9,354

33

94,073

101,388

7,078

35

102,801

110,525

8,330

36

112,180

121,280

9,576

41

126,262

137,603

14,255

44

146,800

159,711

19,373

テ単
レ

慧営

`
ン社

社 数

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

57

507,614

522,342

68,280

58

534,239

546,500

60,181

62

578,504

591,046

61,437

63

630,213

644,276

62,949

66

683,686

702,981

68,425

66

726,745

750,158

68,105

67

748,020

776,885

53,333

67

773,250

811,599

55,095

67

845,974

899,423

80,897

67

944,368

996,789

96,053

70

1,084,299

1,140,985

134,646

(注)営 業収入には、ラジオ収入、 テレビジョン収入以外 のその他営業収入を含む。
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5-2有 線 テ レビジ ョ ン放 送

(1)概 要

資料5-23規 模別 有線 テ レビジ ョン放 送施設及 び受信契約者 数の推移

区別

年度末

許 可 施 設

(引込端子数501以上)

届 出 施 設

(引込端子数500～51)

小規模施設

(引込端諸 下)
合 計

施設数 受 信 契
約 者 数 施設数 受 信 契

約 者 数 施設数 受 信 契
約 者 数 施設数 受 信 契

約 者 数

59

60

61

62

63

元

484

550

633

709

826

944

828,549

987,654

1,175,960

1,434,943

1,689,629

1,930,752

21,788

23,118

24,064

25,057

25,710

26,583

3,032,484

3,175,714

3,320,888

3,485,809

3,630,652

3,761,558

15,949

16,735

17,493

18,367

18,654

19,810

404,997

422,161

438,261

456,930

454,587

479,968

38,221

40,403

42,190

44,工33

45,190

47,337

4,266,030

4,585,529

4,935,109

5,377,682

5,774,868

6,172,278

(注)引 込端子数50以下の施設で自主放送 を行 うものは、小規模施設 として計上せず、

届出施設に含めた。
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資料5-24都 道 府県別 有線テ レビジ ョン放送施 設数

(元年度末現在)

都道府県 許可
施設

届出施
設

小規模
施 設 計 都道府県 許可

施設
届出施
設

小規模
施 設 計 ・

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

'福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

山 梨

新 潟

長 野

富 山

石 川

福 井

岐 阜

静 岡

愛.知

三 重

18

12

9

22

-

2

16

9

10

3

99

57

97

71

17

6

22

『

2

5

14

36

88

鵠

606

138

257

280

188

174

316

241

195

262

1,204

1,056

3,943

1,744

147

382

396

73

210

141

535

427

1,054

295

1,299

ユ37

205

263

154

282

264

110

124

248

548

409

2,982

1,164

131

339

466

138

379

249

372

345

486

177

1,923

287

471

565

342

458

596

360

329

513

1,851

1,522

7,022

2,979

295

727

884

211

591

395

921

808

1,628

502

■

大 阪

京 都

兵 庫

滋 賀

奈 良

和 歌 山

広 島

岡 山

鳥 取

山 ロ

島 根

愛 媛

高 知

香 川

徳 島

熊 本

福 岡

佐 賀

長 崎

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

98

13

62

2

4

5

11

12

3

6

2

6

5

9

18

1

12

9

5

7

2

3

4

3,582

852

1,674

296

294

307

692

605

223

466

332

342

277

124

210

232

639

117

280

245

152

306

72

1,591

778

1,220

237

261

268

316

345

126

230

215

429

331

59
!

207

468

215

72

134

534

162

237

104

5,271

1,643

2,956

535

559

580

1,019

962

352

702

549

777

613

192

435

701

866

198

419

786

316

546

180

合 計 944 26,583 19,810 47,337



5一2有 線テレビジョン放送 一443一

② 許 可 施 設

ア 施 設 の規 模 及 び運 営 主 体

資 料5-25規 模 ・運営 主体別有 線テ レビジ ョン放送許 可施設数

(元年度末現在)

区 別
施 設 の 規 模(引 込端子数)

合 計
501～

1,000

1,001～

2,000

2,001～

3,000

3,001～

5,000

5,001～

10,000

10,001～

20,000

20,001

以 上

営 利 法 人 99 115 55 66 54 33 42 (49.1)
464

任 意 団 体 106 106 19 13 7 一 2 (26.8)
253

国・地方公共団体 27 29 10 8 1 2 } (8.2)
77

特 殊 法 人 10 8 4 4 3 一 一 (3.1)
29

公 益 法 人 16 31 19 14 12 6 (10.7)3
101

協 同 ・共 済組合 3 2 2 2 一 1 『 (1.1)
10

個 人 2 一 一 一 一 一 } (0.2)
2

そ の 他 1 3 3 一 一 一 1
(0.8)

8

合 計 264 294 112 107 77 42 48 (100.0)
944

(注)1,()内 は、構成比を示す。

2.運 営主体 の「その他」には、共同設置(運営主体 が営利法人と任意団体、NHK

と任意団体等)の もの、学校法人及び管理組合法人を掲上 した。

イ 業 務 内 容

資料5-26業 務 内容 別有 線テ レビジ ョン放送許可 施設数及 び構成比 の推移

区別

年度末

同時再送信 同時再送信 と
自主放送 自主 放 送 合 計

施設数 構成比 施設数 構成比 施設数 構成比 施設数 構成比

59

60

61

62

163

元

404

452

525

577

651

720

%
83.5

82.2

82.9

81.4

78.8

76.3

75

94

105

131

174

223

%
15.5

17.1

16.7

18.5

21.1

23.7

5

4

3

1

1

1

%
1.0

0.7

0.5

0.1

0.1

0.1

484

550

633

709

826

944

%
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

(注)「 同時再送信 と自主放送」を行 う施設には、他の有線テレビジョン放送事業者に施

設を提供 して自主放送を行 う施設(以 下 「チャネル リース」とい う。)が含まれてい

る。 噛
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資料5-27自 主放送 を行 う有 線テ レビジ ョン放 送施 設数及 び受信契 約者 数の推移

区分

年度末

許 可 施 設 届 出 施 設 合 計

施設数 受信契約者数 施設数 受信契約者数 施設数 受信契約者数

59

60

61

62

63

元

62

72

88

120

144

194

245,232

286β32

343,262

428,53き

600,683

790,850

58

64

64

71

93

107

9,028

9,631

8,811

11,399

13,211

16,830
}

120

136

152

191

237

301

254,260

295,963

352,073

439,932

613,894'

807,680

(注)1.自 主放送 を行 うもの として許可 を受け又は届出を行 っているが、現に自主放

送を行 っていないものは除いてある。

2.チ ャネル リー スにより自主放送を行 うものを含めてある.

3.受 信契約者の集計は元年度よ り行 っていない。

ウ 料 』 金

資 料5-28有 線 テ レビジ ョン放送許 可施設 の料金 の状況

(元年度末現在)

区 別 構 成 比

契 約 料

1万 円以下のもの

1万 円を超え3万 円 までのもの

3万 円を超え4万 円までのもの

4万 円を超え5万 円までのもの

5万 円を超えるもの

71.0%

8.0

3.1

9.2

8.7

合 計 100.0

利 用 料

(月 額)

200円 以下 の もの

200円 を超 え500円 まで の もの

500円 を超 え1,000円 までの もの

1,000円 を超 え る もの

65.8

12.2

7.3

14.7

合 計 100.0

(注)料 金 を徴収す る施設のみ を対象 とした。
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(3)大 規 模CATV

資料5-29自 主放送 を行 う大 規模CATVの 状況

(元年度末現在〉

施 設 者 名 所 在 地 受信契約者数

㈱ 日本 ネ ッ トワー クサー ビス 山梨県甲府市 71,483

レイ クシテ ィ ・ケー ブ ル ビジ ョン㈱ 長野県諏訪市 47,490

㈱研究学 園都 市 コ ミュニテ ィケー ブルサー ビス 茨城県筑波市 27,517

㈱ テ レビ松 本 ケー ブ ル ビジ ョン 長野県松本市 24,072

㈱上 田 ケー プ ル ビ ジ ョン 長野県上 田市 22,012

(協)唐 津 ケー ブ ル テ レビジ ョン 佐賀県唐津市 16,723

洛西 ケー プ ル ビジ ョン㈱ 京都 市西京区 12,354

働福 岡 ケー ブル ビ ジ ョン 福岡市中央区等 11,833

㈱ イン フ ォ メー ション ・ネ ッ トワー ク・コ ミュニテ ィ 長野県長野市 13,045

㈱ シー エー テ ィブ イ富 士五 湖 山梨 県富士吉田市 10,077

宮古テレビ㈱ 沖縄県平良市 7,825

(協)伊 万里 ケー ブル テ レビ ジ ョン 佐賀県伊万里市 7,788

㈱ 日本 ネ ッ トワー クサー ビ ス 山梨県(市 川大門) 8,242

東 京ケ ープ ルネ ッ トワー ク㈱ 東京都文京区 9,458

シー エー テ ィー ブ イ愛知 ㈱ 愛知県半 田市 8,052

長崎 ケー プ ルテ レ ビジ ョン㈱ 長崎市 19,350

セ ン トラル ケー ブル テ レビ㈱ 愛知県名古屋市 8,199

上越 ケー ブル テ レ ビジ ョン㈱ 新潟県上越市 8,128

㈱ テレビ岸和田 大阪府岸和田市 8,000

㈱ 東 京 ケー プ ル ビジ ョン 東京都新宿区 7,614

近鉄 ケー プル ネ ッ トワー ク㈱ 奈良県奈良市、生駒市 7,606

㈱ ニ ュー メデ ィア米沢 山形県米沢市 6,850

札幌 ケー プル テ レ ビジ ョン㈱ 北海道札幌市 「
6,576

香川テレビ放送網㈱ 香川県坂出市 6,400

あつ み野テレビ㈱ 長野県豊科町、穂高町 6,390

西九州共聴㈱ 長崎県佐世保市 5,882

㈱ 信州 ケー プ ル テ レビ ジ ョン 長野県更埴市 5,609

㈱武雄 テレビ 佐賀県武雄市 5,584

株式会杜帯広 シティーケーブル 北海道帯広市 5,532

横 浜 ケー ブル ピ ジ ョン㈱ 横浜市旭区、泉区、戸塚区 5,519
、

石 垣 ケー プル テ レビ(資) 沖縄県石垣市 5,300

㈱ 東急 ケー プ ル テレ ビ ジョン 横浜市緑区 5,277

伊 那 ケー ブル テ レ ビジ ョン㈱ 長野県伊那市、高遠町 5,221

丸子テレビ放送㈱ 長野県丸子市 5,176
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(4)都 市 型CATV

資 料5-3励 都市型CATVの 許可状 況

(3年4月9日 現在)

施 設 者 名 施 設 区 域 許可年 月 開始年月

㈱ 日本ネ ッ トワー クサー ビス 山梨県甲府市 48.5.28 45.10.1

㈱ 上 田ケ ー プル ビ ジ ョン 長野県上田市 48,6.25 47,12.1

生活協同組合唐津ケーブルビジョン 佐賀県唐津市 48.7.30 39.10.1

レ イ クシテ ィ ・ケー ブ ルビ ジ ョン㈱ 長野県諏訪・岡谷・塩尻・茅野市他 48.9.10 51,1.1

宮古テレビ㈱
沖縄 県 平良 市 、宮 古町 伊 良部

町 、城 辺 町 52.12.12 53.5.1

シー エー テ ィプ ィ愛 知㈱ 愛知県半田市 57.12.20 58,2.23

㈱インターナショナル・ケープルネッ トワーク 東京都町田市 58.11.11 63.3.1

㈱八戸テレビ放送 青森県八戸市 58.12.19 61.7.12

㈱ 東 急ケ ー プル テ レビ ジ ョン(渋 谷 区) 東京都渋谷区 59.2.21 62.10.2

㈱ 東 急 ケー ブ ルテ レ ビジ ョン(緑 区) 神奈川県横浜市緑区 59.2.21 62,10.2

㈱ 帯 広 シ テ ィー ケー ブ ル 北海道帯広市 59.4.6 62.11.1

セ ン トラル ケー プル テ レ ビ㈱ 愛知 県名 古屋 市 千種 区 ・昭
和 区 ・瑞 穂 区 59.5.11 62。10.1

㈱小 田急情報サービス 神奈川県川崎市麻生区、横浜市緑区
59。9.7 62.12.16

㈱ シ ティー ケー ブ ル ビジ ョン府 中 東京都府中市 59.9.7 1.10.31

多摩 ケー プ ル ネ ッ トワー ク㈱ 東京都青梅市 59.10.17 62.4.1

横 浜 ケー ブル テ レ ビジ ョン㈱ 神奈川県横浜市旭区 ・泉区 59.10.17 63,4.2

香川テレビ放送網㈱ 香川県坂出市 59.12.17 60.4.1

札幌 ケー プ ル テレ ビ ジ ョン㈱
北海 道札 幌市 中央 ・西 ・南 ・
豊平 ・白石 区 60.5.10 63.4.1

㈱ 西三河ニューテレビ放送 愛知県岡崎市 60.7.5 2.11.1

㈱ インフォメーション・ネッ トワー ク・コミュニティ 長野県長野市 60.9.6 62,5.1

近鉄 ケー プル ネ ッ トワー ク㈱ 奈良県奈良市 ・生駒市 61,2.21 63.4.1

㈱ ネ ッ トワー クサー ビス福井 福井県福井市 61.2.21 63.10.2

上越 ケー プル ビ ジ ョン㈱ 、 新潟県上越市、新井市 61.2.21 62.1.16

㈱ 東関東 ケーブルテレビニ九六 千葉県佐倉市 61,4.4 62。10.8

東 京 ケー プル ネ ッ トワー ク㈱(文 京 区) 東京都文京区 61。9.5 63,4.1

㈱ ケー プル テ レ ビジ ョン東 京 東京都港区 62.4.3 1.4.1

高知ケーブルテレビ㈱ 高知県高知市 62.6.5 62.12.1

㈱東 急ケー ブルテ レビジ ョン(世 田谷区) 東京都世田谷区 62,9.4 63.12.1

㈱東急ケープルテレビジョン(宮前区) 神奈川県川崎市宮前区 62.9.4 63.12.1

八王子テレメディア㈱ 東京都入王子市 62、11.6 63.10.25
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施 設 者 名 施 設 区 域 許可年 月 開始年月

広 島ケー プ ル ビジ ョン㈱ 広島県広島市安佐南区 63.2.5 2.2.2

萩 ヶ一 ブル ネ ッ トワー ク㈱ 山口県萩市 63.3.8 1.9.1

㈱ ニュー メデ ィア米 沢
L

山形県米沢市 63.4.8 63,11.30

㈱長岡ケーブルテレビ 新潟県長岡市 63.6.3 1,4.1

㈱静 岡 ケー プルネ ッ トワー ク(静 岡 市〉 静岡県静岡市 63.6.3 ユ.4.1

仙 台シー エー テ ィヴ ィ㈱ 宮城県仙台市青葉区・若林区 6a6.3 1.i1.1

㈱ ケー プル ネ ッ トワー ク千 葉 千葉県千葉市 63.9.2 1.1q1

㈱鎌 倉 ケー ブル コ ミュ ニケー シ ョン ズ 神奈川県鎌倉市 63.9.2 (3.7)

㈱ ケープ ル ビ ジ ョンニ 十一 福岡県福 岡市南区 63.9.2 1.4.1

㈱東 急 ケー ブル テ レ ビジ ョン(目 黒 区) 東京都 目黒区 63.11.4 1.12.1

㈱ 東急 ケー プル テ レ ビジ ョン(大 田区) 東京都大田区 63.11.4 1.12.1

熊本 ケー プ ルネ ッ トワー ク㈱ 熊本県熊本市 63.11.4 1.10.1

ケープルテレビ徳島㈱ 徳島県徳 島市 63.11.4 2,6.1

㈱志木ケープルメディア 埼玉県志木市 63.11.4 1.6.1

名古 屋 ケー プル ネ ッ トワー ク㈱ 愛知県名古屋市東区・中区・中村区 1.2.10 2,10.1

宮城 ネ ッ トワー ク㈱
宮城 県 仙 台市青 葉 区 ・宮 城
野 区 ・泉 区 1.2.10 2.6.1

新居 浜 テ レビネ ッ トワー ク㈱ 愛媛県新居浜市 1.2.10 2.9.1

㈱嶺 南 ケー プル ネ ッ トワー ク 福井県敦賀市 1.2.10 1。10.1

㈱中海テレビ放送 鳥取県米子市 1,2.10 1,11.1

今 治 シー エー ティー プ ィ㈱ 愛媛県今治市 1.2.10 2.8.1

秩父ケーブルテレビ㈱ 埼玉県秩父市 1。2.10 2,4.1

沖縄 ケー ブル ネ ッ トワー ク㈱ 沖縄県那覇市 1.4.7 1,1a1

西静 ケー プ ルネ ッ トワー ク㈱ 静岡県焼津市 ・藤枝市 1.4.7 2.4.1

㈱ ケーブ ル コ ミュ ニ ケー シ ョン芦屋 兵庫県芦屋市 1.4.7 2.10.1

入間 ケー ブル テ レ ビ㈱ 埼玉県入間市 1.4.7 2,4.1

㈱ ケー プ ルネ ッ ト新 潟 新潟県新潟市 1.6.9 2.6.1

湘南 ケー プ ルネ ッ トワー ク㈱ 神奈川県平塚市 1.6.9 2.4.1

㈱ 京 阪 ケー ブル テ レ ビジ ョン 大阪府枚方市 1.6.9 1.11.6

ケー プル テ レ ビジ ョン四 日市㈱ 三重県四日市市 1.6.9 2.2.1

マ イ ・テ レビ㈱ 東京都 立川市 1.6.9 2.4.1

日本海 ケー プル ネッ トワー ク㈱(鳥 取市) 鳥取県鳥取市 1.6.9 (3.6)
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施 設 者 名 施 設 区 域 許可年 月 開始年月

㈱ スー パー ネ ッ トワー クユ ー 千葉県浦安市 1,6.9 2.4.1

中 讃 ケー ブル ビジ ョン㈱ 香川県丸亀市 1.6.9 1.11.1

㈱ テ レ ビネ ッ トワー ク延 岡 宮崎県延岡市 1.9.8 2。9.1

㈱木更津ケープルテレビ 千葉県木更津市 1.9.8 2.12.1

銚子テレビ放送㈱ 千葉県銚子市 1.9.8 2,5.1

筑紫ケーブルテレビ㈱ 福岡県久留米市 1.11.10 2.10.1

ひ まわ りネ ッ トワー ク㈱ 愛知県豊田市 2.2.9 (2.12)

旭川ケーブルテレビ㈱ 北海道旭川市 2.2.9 2.10.1

西尾 張 シー テー テ ィー ヴ ィ㈱ 愛知県津島市 ・他5町 2.2.9 (3.2)

㈱テレビ岸和田 大阪府岸和田市 2.3.16 63.4.1

岩 手 ケー プル テ レ ビジ ョン㈱ 岩手県盛岡市 2.4.13 (3.4)

青森ケープルテレビ㈱ 青森県青森市 2.4.13 (3.4)

㈱ ケー プル コ ミ山ニ ケー シ ョン長 良川 岐阜県岐阜市 2.4.13 (3.4)

浦和 ケー プル テ レ ビネ ッ トワー ク㈱ 埼玉県浦和市 2,4.13 (3.8)

熊谷ケープルテレビ㈱ 埼玉県熊谷市 2.4.13 (3。4)

㈱ チ ャ ンネ ルウ ェー ブあ まが さき 兵庫県尼崎市 2.6.8 (3.10)

㈱ 愛媛 シーエ ー テ ィヴ ィ 愛媛県松山市 2.6.8 (3.10)

吹 田 ケー プル テ レ ビジ ョン㈱ 大阪府吹田市 2.6.8 (3.4)

所 沢 テ レ ビネ ッ トワー ク㈱ 埼玉県所沢市 2.6.8 (3.4)

㈱ ケー ブル ステー シ ョン北 九州 福岡県北九州市小倉北区 2.6.8 (3.4)

琵琶 湖 ケー プル ネ ッ トワー ク㈱ 滋賀県近江八幡市 2.6.8 (3.4)

㈹ ・ちは らコミュニティー・ネ ッ トワー ク・テ レビ 千葉県市原市 2.9.17 (3.4)

姫路ケープルテレビ㈱ 兵庫県姫路市 2.9.17 (4.4)

調 布 ケー プ ルテ レ ビジ ョン㈱ 東京都調布市 2.9.17 (3.10)

高岡 ケー プ ルネ ッ トワー ク㈱ 富山県高岡市 2.9.17 (3.6)

栃木ケープルテレビ㈱ 栃木県栃木市 2.9.17 (3.11)

㈱ テ レビ小松 、 石川県小松市 2.9.17 (3.4)

宇和島ケープルテレビ㈱ 愛媛県宇和島市 2.9.17 (3.10)

東 京 ケー ブ ルネ ッ トワー ク㈱(荒 川 区) 東京都荒川区 2.11.9 (3.10)

シー エー テ ィー ビー港 南㈱ 神奈川県横浜市港南区 2.11.9 (3.12)

㈱ ケー ブル テ レビ ジ ョン別 府 大分県別府市 2.11.9 (3.9)



5-3有 線 ラ ジオ放送 一449一

施 設 者 名) 施 設 区 域 許可年月 開始年月

㈱静 岡ケー プ ルネ ッ トワー ク(清 水市) 静岡県清水市 2.11.9 (3.4)

㈱ ア イ ・キ ヤ ン 山口県岩国市 2.11.9 (3.10)

㈱ とこなめ ニ ュー テ レ ビ 愛知県常滑市 2.11.9 (3.11)

宇都宮ケープルテレビ㈱ 栃木県字都宮市 3.2.5 (4・4[)

いちか わケ ー プル ネ ッ トワー ク㈱ 千葉県市川市 3.2.5 (4.4)

船橋 ケーブ ル ネ ッ トワー ク㈱ 干葉県船橋市 3.2.5 (4.4)

江戸 川ケー ブ ルテ レ ビ㈱ 東京都江戸川区 3.2.5 (4.2)

東名ケープルテレビ㈱ 愛知県名古屋市緑区 3.2.5 (4.1)

伊 勢 ケーブ ル ネ ッ トワー ク㈱ 三重県伊勢市 3.2.5 (4.2)

北九州ケープルテレビ㈱ 福岡県北九州市八幡西区 3.2.5 (4.4)

川越ケープルビジョン株式会社 埼玉県川越市 3。4.9 (3.12)

株式会社城北ニューメディア 東京都 台東区 3.4.9 (4.4)

春 臼井テレビ放送株式会社 愛知県春 日井市 3.4.9 (4,4)

5-3有 線ラジオ放送

資料5-31有 線ラジオ放送施設数の推移

年度末区別 59『 60 61 62 63 元

施 設 数 9,795 10,037 11,011 11,572 11,949 12,214

資料5-32業 務内容別有 線 ラジオ放 送施設 数及び構成 比

(元年度末現在)

業 務 別 施設数 構成比

共 同 聴 取 業 務 965 7.9%

告知放送業務

① 農山漁村において地域情報や農事関

係ニュース等 を放送するもの

② ⑦ とラジ才放送の共同聴取 を併せて

行 うもの

③ ② と電話業務を併せ て行 うもの

④ 有線音楽放送を行 うもの

7,177

1,124

580

913

58.8

9.2

4.7

7.5

小 計 9,794 80.2

街 頭 放 送 業 務 1,455 11.9

合 計 12,214 100.0
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6周 波数管理及び無線従事者

6-1周 波数管理

(1)周 波数帯別用途

資料6-1電 波 の 周 波 数

周 波 数 ・kH・31・H・3・d・H・3・ 懸 謬z

波 長
IlI

100km10kmlkm100m

名 称 VLF
超 長 波

LF
長 波

MF
中 波

HF
短 波

各周波数帯ご
との代表的な
用途

オメガ(無 線
航行)

デッカ(無 線航
行)

船舶、航空機の
航行用 ビー コン

中波放送

船舶、航空機の
通信

ロラン(無 線航

行)

短波放送

船舶 、航空機の
通信

アマチュア無線
市民ラジオ

(注)'マ イ クロ波、 準 マ イ クロ波 、 ミリ波 、準 ミリ波 等 の周 波数 帯 の呼 称 につ い ては、

いる こ とが多 い。

準 マ イ クロ波:1～3GHzマ イ クロ波:2～10GHz
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帯 別 の 代 表 的 な 用 途

畑 ・3・dMH・3・ 饗 獣z3dGH・
llII
10mlm正Ocmlcm

VHF
超 短 波

UHF
極 超 短 波

SHF EHF

テレビジョン放送、
FM放 送

無線呼出 し

船舶 ・航空機の通信

アマチュア無線

各種陸上移動通信

テ レビジ ョン放 送

航 空 ・気 象 用 レー

ダー 、 自動 車無 線電

話、 タ クシー 無 線

パー ソナ ル無線

コー ドレス電話

MCA陸 上移 動 通信
シス テム

・テ レ ター ミナル シ

ス テム
ー

・コ ン ビ ニ エ ン ス フ

ジ オ フ オ ン

マイクロ波中継

各種 レーダー

衛星通信、衛星放送

業務用の通信

衛星通信

各種レーダー

簡易無線

業務用の通信

電波天文

統 一 され た定義 は な いが、 それ ぞれ 次 の程度 の範 囲 の周 波数 の電 波 を指 して用 い られ て

準 ミリ波:20～30GHzミ リ波:30GHz以 上
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② 業務別周波数分配状況

資料6-2各 業務に対する周波数の

周 波 数 帯

周 波 数

固定業務 放送業務 陸上移動
業 務

海上移動
業 務

航空移動
業 務

0～4MHz

(専 用)

(共 用)

4～30MHz

(専 用)

(共 用)

30～1,000MHz

(専 用)

(共 用)

1～17.7GHz

(専 用)

(共 用)

17,7～40GHz

(専 用)

(共 用)

40～275GHz

(専 用)

(共 用)

(kHz)

45

1,318.3

3,699

8,835

(MHz)

4.8

229.05

100

7,200

(GHz)

-

11.95

-

120.65

(kHz)

1,080

50

3,130

-

(MHz)

84

300

}

500

(GHz)

-

0.5

-

4

(kHz)

-

1,505

-

9,132.6

(MHz)

63.15

582.37

96

4,572

(GHz)

『

9.45

-

164.15

(kHz)

49

1,940.3

4,650

6,895.6

(MHz)

18.4

350.65

-

2,222

(GHz)

一

一

一

一

(kHz)

405

215

1,591

3,445

(MHz)

23

281.1

-

1,580

(GHz)

一

『

一

一
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分配 状況(字 宙無線通 信業務 を除 く。)

帯 幅

無線測位業務 気象援助
業 務

アマチュ
ア 業 務

標準周波
数報時業
務

電波天文
業 務無線航行 無線標定

(kHz)

127.6

635

-

『

(MHz)

57.5

1.0

337

2,645

(GHz)

L4

1.2

『

44.5

(kHz)

10

368.5

一

一

(MHz).

-

34

2,600

2,885

(GHz)

1

1.8

-

56.95

(kHz)

一

一

一

一

(MHz)

-

4

-

31.6

(GHz)

-

0.8

-

}

(kHz)

104

『

2,850

『

(MHz)

6

10

50

540

(GHz)

『

0.05

『

21.7

(kHz)

10.1

-

100

-

(MHz)

0.1

一

一

一

(GHz)

一

一

一

一

(kHz)

『

}

120

50

(MHz)

-

14.25

-

418.5

(GHz)

-

1.19

-

49



一454-6周 波数管理及び無線従事者

資料6-3字 宙 無 線 通 信

周 波 数 帯

周 波 数

固定衛星
業 務

放送衛星業 務 気象衛星
業 務

海上移動
衛星業務

宇宙研究業
務

35～1,000MHz

(専 用)

(共 用)

1～17.7GHz

(専 用)

(共 用)

17.7～40GHz

(専 用)

(共 用)

40～275GHz

(専 用)

(共 用)

(MHz)

一

一

800

5,775

500

9,500

3,000

66,000

(MHz)

一

一

一

750

-

500

-

4,000

(MHz)

-

3,851

-

80

-

『

一

一

1

(MHz)

一

一

33

33

-

一

一

一

(MHz)

}

3.35

璽
3,459.9

-

4,390

-

69,800

(注)1.本 表(資 料6-2及 び 資料6-3)は 、 国際 分 配の 範 囲内 で我 が 国が 定 めて い

有効 利 用 の点 につ いて検 討 す る必要 が あ る。

2.本 表 で 「専用 」とは、 その業 務 にの み分 配 され て い るこ と を示 し、 「共 用」とは、

意 味 しない。
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業 務 用 の 周 波 数 分 配 状 況

帯、 幅

宇宙運用業 務 地球探査
衛星業務

無線航行
衛星業務

移動衛星
業 務

航空移動
衛星業務

標準周波
数報時衛星業務

ア マ チ
ュ ア 衛

星 業 務

(MHz)

『

4.35

}

282

}

}

一

}

(MHz)

-

12

-

1,856

-

4β40

一

69,800

(MHz)

0.3

-

-

96

-

一

一

44,500

(MHz)

つ.1

102

2

300

-

3,500

-

52,000

(MHz)

一

一

27.5

267

一

一

一

一

(MHz)

0.1

-

-

608

-

4,050

　

一

(MHz)

-

5

『

150

『

50

-

21,700

る各業務 ごとの分配状況 を示 したものであ り、実際に使用するには混信排除及び周波数の

複数の業務に分配されていることを示し、必ず しも同一周波数 を共用 して使用することを
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(3)業 務 別 周 波 数 割 当 状 況
!

ア 固 定 業 務

資料6-4固 定業務への周波数割当状況

30MHz以 下 の

周波数帯

『
30MHz以 下の周波数帯は、国際通信用 としては、通信衛星、海底

ケープルの導入により、減少 の一途 をたどっているが、我が国 と相

互に関設 を認めあう外 国の大使館等における使用は漸次増加 してレ、

る。

国内通信用 としては、市況 盾報等の同報通信、離島通信、災害対

策用の通信、保安用の通信等に割 り当てられている。

30～1,000MHz

の周 波数 帯

30～1,000MHzの 周波数帯は、経済的、技術的に手軽に使用でき

ることか ら、単一又は小容量 多重通信路の局地的な通信に割 り当て

られてお り、災害対策用、放送番組中継用、移動通信用等に使用さ

れているg

しか し、この周波数帯 は移動業務 に適 していることから、同業務

の需要 に対処す るため、 多重の固定業務用 回線については順次3

GHz以 上の周波数帯に移行 していくこととしている。
〆

1～10GHzの

周波数 帯

1～3GHz(準 マイクロ波帯)の 周波数帯は、将来、移動業務の

需要 に対処するため、移動通信用周波数帯 とし、従来事業用等に使

用 されている支線系小中容量 回線を3GHz以 上の周波数帯に移行

してい くこととしている。また3～10GHzの 周波数帯は、それらの

幹線系長距離大容量回線等及び放送番組 中継用の回線に割 り当てら

れてい る。

我が国は世 界有数のマ イクロ波帯等の利用国であ り、特 に準マ イ

ク.ロ波帯においては、今後移動通信の需要はます ます増加の傾 向に

あるとともに、利用の高度化による通信網のデ ジタル化、大容量化

も進む ものと予想される。

10GHz以 上 の

周波数帯

10GHz以 上の周波数帯は、固定業務用 として広 く使われるように

な り、現在 では40GHz程 度 まで実用化 されている。この周波数帯は、

電気通信業務用の幹線系又は支線系の短距離大容量回線、行政用及

び公益事業用の支線系短距離回線、テレビジョン放送番組中継用の

短距離回線及び有線テレビジ ョン放送事業用の短距離回線等に割 り

当てられている。

この周波数帯は、通信需要の増大に伴 う使用密度の増加及び通信

衛星の導入 に伴い周波数の共用 を一層図ってい ることが重要にな

る。さらに、準 ミリ波帯、 ミリ波帯等の未利用周波数帯の開発 を進

めてい くこととしている。
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イ 放 送 業 務

資料6-5放 送業務 への周波数割 当状況

中 波 放 送

中波放 送 は、526.5～1,606.5kHzの 周波数 帯 を使 用 してい る。

この周 波数 帯 の割 当て につ い ては、LFIMF帯 放送 に 関す る地域 主

管 庁会 議(1975年 ジュネー ヴ)の 協 定 に基づ いて 、「放送 用 周波数 使

用 計画 」 を作成 して行 わ れて お り、我が 国 として は9kHz間 隔107

波 の割 当て を行 って い る。

短 波 放 送

短 波帯 で は、放 送業 務 の専用 として全世 界的 に6、7、9、11、

13、15、17、21及 び25MHz帯 にお いて合 計617波(5kHz聞 隔)が

分 配 され てお り、 この ほか に3MHz帯 が他 の 業務 と共 用 で分 配 さ

れ て い る。 我 が国 では 、 国内放 送用 と して6波 の割 当 てを行 っ てい

るほか 、 国際放 送 用 と して伝搬 状 況等 を考慮 し、随 時約30波 程 度 を

割 り当 てて い る。

超 短 波 放 送

FM放 送のための超短波放送用の周波数 としては、76～90MHz

が分配されてお り、「放送用周波数使用計画」に従 い割 当てを行 って

いる。

テ レビジ ョン放
L

送

テ レ ビジ ョン放 送 は、 地上 系 で は、VHF帯(90～108MHz及 び

170～222MHz)の12波 、UHF帯(470～770MHz)の50波 及 びSHF

帯(12.092～12,200GHz)の18波 を使 用 し、衛 星 系で は1L7～12.2

GHzの うち8波 を使 用 し 「放 送用 周波 数使 用計 画」に従 い割 当て を

行 って い る。

テ レビジ ョン 多

重放 送

テ レ ビジ ョン音声 多重 放送 に は、 テ レ ビジ ョン放 送 の音声 周波 数

を割 り当て てお り、 また、 テ レビ ジ ョン文 字 多重放 送 には、 テレ ビ

ジ ョン放送 の映 像周 波数 を割 り当 て るこ とと してい る。

超短波 多重放送 超短波多重放送には、超短波放送の周波数 を割 り当てている。
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ウ 陸上 移 動 業 務

資料6-6陸 上移動 業務 への周 波数割 当状 況

1,000MHz以 下

の周 波数 帯

この周波数帯 は、移動業務に適 していること、また、技術的、経

済的に手軽に使用できることから警察、消防、救急、防災等の行政

用、鉄道、ガス、MCA移 動通信等の公共業務用、放送・新聞の取材、

タクシー等各種の業務用、 自動車電話、沿岸無線電話等の電気通信

業務用、簡易無線業務用等に割 り当て られている。

1～10GHzの

周波数 帯

陸上移動通信の電波需要の 急激な増大に伴 い、1GHz以 下の周

波数帯では利用可能 な周波数は年々ひっ追の度 を増している。

そのため、準マイクロ波帯(1～3GHz帯)の 周波数 を陸上移動

通信用 として開発 して きてお り、既にMCA移 動通信及びデジタル

自動車電話にこの周波数帯の一部 を割 り当てている。

また、3GHz以 上の周波数帯の一部 については、音声又はTV放

送番組中継用に割 り当てられている。1

10GHz以 上 の

周波数帯

この周波数帯は、災害対策用、TV放 送番組中継用、公共業務用、

電気通信業務用、簡易無線業務用等の可搬 タイプの陸上移動通信 シ

ステムに割 り当てている。

工 航空移動業務

資料6-7航 空移動業務への周波数割当状況

航
空
移
動
(

R
)

業
務

航空移動(R)業 務専用 に分配されている周波数帯の使用に際 しては、航空

機の安全に関す る通信が優先することになっている。 また、航空移動(R)業

務の使用に関 しては、各国は国際民間航空機関(ICAO)に おいて定め られた技

術基準、国際航空の周波数使用計画等に従ってい る。

短波帯については、無線通信規則附録第27号 にSSB方 式を基礎 とした世界

的な周波数区域分 配計画が定め られている。

また、管制通信の主力は、VHF帯 の118～137MHz帯 を使用 している。

饗
動霧

航 空移 動(OR)業 務 には 、主 と して短 波帯 、138～142MHz、223～328」6MHz
、噛

のVHF帯 及びUHF帯 が分配されてお り、海上保安用、防衛用、新 聞、報道用

等に使用されている。
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オ 無 線 測 位 業務

資料6-8無 線 測位 業務 への周波数割 当状況

無

線

航

行

業

務

無 線航行 用の周 波数帯 は、短波 帯 を除 く全 周波数 帯に わた って分 配 され てい る。

長 ・中波帯 は、 船舶 及 び航 空機 の位 置決 定 の シス テム のため に割 り当て て い

る周 波数 帯 であ り、 オ メガ、 ロラ ン、 デ ッカ 、海上 ビー コ ン及 び航 空 ビー コン

に使 用 され てい る。

30～1,000MHz帯 は、 主 として航 空機 の航 行 のため 、VOR(VHF全 方 向無

線標 識施 設)、ILS(計 器 着 陸用 施 設)、DME(距 離測定 用施 設)、TACAN(UHF

全 方 向 方位 距離測 定施 設)等 に使 用 され て い る。また、マ イ ク ロ波 帯 は レー ダー 、

マ イ クロ波 ビー コン等に割 り当 て られ てい る。

この ほか 、 ミリ波 帯は 高精 度 の監 視 レー ダー に も使 用 され てい る。

無

線

標

定

業

務

無 線標 定用 の 周波 数(短 波 帯 を除 く。)は 、 各 周波数 帯 にわ た って分 配 されて

い る。 中波 及 びVHF帯 は 、 ラジ オ ・ブイ等 に使 用 され て いる。

400MHz帯 は船速 計、AVM(車 両位 置 等 自動 表 示)シ ス テム等 に使用 されて

い る。

1～10GHzは 、気 象 レー ダー 、ARSR(航 空 路 監視 レー ダー)、ASR〔 空港 監

視 レー ダー)、 ロケ ッ ト運行 、漁場 監視 等の 各種 レー ダー に使用 され てお り、こ

の周 波 数帯 が最 も多 く割 り当 て られ て い る。

10GHz以 上 は速 度 ・侵 入検 知用 、 港湾 用、 波高 波浪 観測 用等 の各種 レー ダー

に割 り当て られ て い る。

力 宇宙無線通信業務

資料6-9宇 宙無線通信業務への周波数割当状況

固

定

衛
星

業
務

固定衛 星 業務 用 の周 波数 は、2～275GHz帯 の広範 囲 にわ た って分 配 され て

お り、 この うち、4GHz、6GHz、11GHz、14GHz帯 の各500MHzは イン テ

ル サ ッ トの 国際通 信 用 として世 界的 に使用 され てい る。

我 が 国 では、CS-3の 使用 周波 数 として、離島 通信 、災害対 策 通信用 と して

の4GHz、6GHz帯 の ほか 、地上 系 との周 波数 共用 が 比較的 容 易な20GHz、

30GHz帯 が 割 り当て られて い る。

また 、衛 星通 信 の提供 を行 う第一 種 電 気 通 信事 業 者 は12GHz、14GHz、20

GHz、30GHz帯 を使 用 して い る。

放
送
衛
星
業
務

WARC-BSに お いて 、12GHz帯 の放 送衛 星業務 用 の 周波数 と して我 が 国は

東経110度 の対 地 静止 軌 道位 置に8波 の 割 当 て を受け 、 この 割 当計 画 に従 っ て

BS-3で は この うち3波 を使 用 してい る。

なお 、上 り回線 の周 波数 につ い ては 、14.5～14.8GHz及 び17.3～18,1GHzが

放 送衛 星業 務 の上 り回線 用 として分 配 され、ま た、14～14,5GHz等 が 固定 衛星

業 務の 通信 網 との調 整 を条 件 として放送 衛 星業務 の上 り回線 に使 用 で きるこ と

となって お り、BS-3で は14.0～14.5GHz帯 を使 用 して い る。

また、12.5GHz～12.75GHzは 固定衛 星業務 との共 用 で放送 衛 星業務 に分 配

され てお り、通 信衛 星 を使 用 した衛 星放 送 に割 り当て られて い る。

「・
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1

気星
象業
購

気 象衛 星 業務 には1400MHz帯 及 び1.7GHz帯 を中心 に 周波 数帯 が分 配 され

て お り、我 が国 で は、静 止気 象衛 皐GMS-4 、が400MHz帯 及 びL7～2GHz帯

を使 用 してい る。

輔
上星

移業
動務

海上移動衛星業務 には、1.5～1.6GHz帯 におv、て周波数帯が分配されてお り・

この周波数帯を用いたインマルサ ッ ト・システムが世界的に使用 されてい る。

また、我が国でも国内の海上移動通信衛星の実用化に向け、この周波数帯を

用いた技術試験衛星ETS-Vに おいて実験を行 っている。

宇究
宙業
研務

宇宙研究業務 には、VHF、UHF、SHREHF帯 でそれぞれ分配がなされ てい

るが、特に40GHz以 上の周波数帯で受動用 として大幅 な分配がなされてい る。

宇用宙業

運務

宇宙運用業務 は、衛星 の本来業務用の周波数 において使用 できるほか、136-

MHz、150MHz、400MHz及 び2GHz帯 が 同 業務 に分 配 され 、使 用 され て い る。

そ宇通
の宙信
他無業
の線務

航空移動衛星業務、地球探査衛星業務、無線航行衛星業務、標準周波数報時

衛星業務、アマチュア衛星業務等に対 して も周波数 の分配が行われている。我

が国では、海洋観測衛星MOS-1bがUGHz、2GHz及 び8GHz帯 をアマ

チュア衛星JAS-1bが145MHz及 び435MHz帯 を使用 している。

キ その 他 の 業 務'

資料6-10そ の他 の業務 への周波 数割 当状 況

気助
象業
援務

気象 援 助 業 務 に分 配 され て い る周 波数 帯 の うち、400MHz帯 の4MHzと

1.6GHz帯 の31.6MHzは 、 ラ ジオゾ ンデ 用、 気象 デー タ を伝 送 す る ラ ジオ・ロ

ボ ッ ト及 び ロボ ッ ト中継用 に割 り当 て られて い る。

ア ユ務
マア

チ業

アマ チ ュア業 務 用 には 、1,907,5kHzか ら250GHzま での 周波 数帯 にお いて、

23周 波 数帯 の分 配 が行 わ れて い る。

標波時
準数業
周報務

周 浪数 、時 刻 、時 間間 隔 の標準 を一般 に供 す るこ とを 目的 と しで 、2.5、5、

8、10及 び15MHzを 割 り当て て い る。

簡線
易業無務

簡易 無 線業務 としては 、26MHz帯 に4波 、150MHz帯 に9波 、400MHz帯 に

25波 、900MHz帯 に158波(パ ー ソナ ル無 線)及 び50GHz帯 に38波 を割 り当て

てい る。

無出線業

呼務

無線呼出業務用 としては、半径約1k皿 以内の狭い地域で専用に使用す るもの

に対 しては、26MHz帯 で4波 を割 り当てている。また、電気通信事業者が提供

するものに対 しては、280MHz帯 を割 り当てている。

電文
波業
驚

我が国では、電波天文業務用に専用に又は優先的に分 配した周波数帯 を受信

する設備 であって、一定の基準に適合するものについて指定 を行 い、受信の保

護を行 ってお り、名古屋大学及び文部省国立天文台の受信設備 などが指定 され
ド

て い る 。

携移業
帯動務

大部分の携帯移動業務 は、陸上移動業務その他の業務 と周波数 を共用 してい

、る。



6-1周 波薮管理 一461-

(4)人 口衛 星 用 周波 数 ・軌 道 位 置 の 状 況

資料6-11国 別 用途別 事前公表 一覧表

(2年12月 末現在〉

用 途

国 名

通
信
衛
星

放
送
衛
星

通衛
信星

衰
送

移務
動の
衛衛星
星

業

気
象
衛
星

地星
球
探査

衛

科
学
衛
星

技星
術試

験
衛

ア衛
マ星

ζ
ア

多
目
的衛

星

捜星
索
救
難
衛

デ衛
1星
タ
中
継

ス ヤ
ペ ト

1ル
ス関

シ連

無星
線
測
位
衛

国星
別数公

表
衛

米 国 279 31 2 5 34 3 6 4 1 7 3 5 380

ゾ 連 102 2 5 23 11 2 7 1 2 8 3 166

フ ラ ン ス 41 3 2 9 1 8 正3 4 1 2 4 88

日 本 12 4 5 2 18 11 2 54

オ ー ス ト ラ リ ア 15 10 10 35

英 国 7 17 2 4 3 33

イ ン ド 1 2 3 4 3 4 5 5 27

ト ン ガ 25 25

ブ ラ ジ ル 18 1 19

ド イ ツ 10 2 2 14

カ ナ ダ 12 2 14

中 国 7 3 2 ユ2

コ ロ ン ビ ア 6 4 10

イ ラ ン 8 1 9

イ タ リ ア 4 2 1 1 8

サ ウ ジ ア ラ ビ ア 3 5 8

メ キ シ コ 6 2 8

イ ン ド ネ シ ア 5 5

ベ ル ギ ー 2 1 1 4

ト ル コ 4 4

パプアニユーギニア 2 2 4

タ イ 4 4

ス ウ ェ ー デ ン 1 2 3

イ ラ ク 3 3

ヴ ェ ネ ズ エ ラ 3 3

パ キ ス タ ン 2 1 3

ル ク セ ン ブ ル ク 1 1 2

ナ イ ジ ェ リ ア 1 1 2

キ ュ ー バ 2 2

ア ル ゼ ン チ ン 2 2

セ イ シ ェ ル 2 2

ス イ ス 1 1

イ ス ラ エ ル 1 1

ア イ ル ラ ン ド 1 1

ペ ル ー 1 1

エ ク ア ド ル 1 1

合 計 588 44 16 94 26 20 83 25 16 23 1 14 3 5 958

IFRB資 料による。
(注)正NTELSAT及 びINMARSATの 衛星はそれぞれ米国及び英国に含まれる。
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資料6-12国 別衛 星数及 び静止衛 星軌道位 置数一 覧表

(2年9月 現在)

主 管 庁 名
衛 星 数 静止衛星軌道位置数

登 録 数 計 画 数 計 登 録 数 計 画 数 計

米 国 57 145 202 39 77 116

ソ 連 56 82 138, 30 18 48

INTELSAT 24 45 69 15 5 20

ト ン ガ 0 15 15 0 15 15

璽SA(フ
7ン ス) 8 8 16 7 8 15

日 本 17 8 25 11 3 14

フ ラ ン ス 4 17 21 4 9 13

INMARSAT 0 17 17 0 9 9

イ ギ リ ス 工 8 9 1 8 9

(解 「野 碧 要) 3 8 11 3 4 7

中 国 1 9 10 1 6 7、

カ ナ ダ 3 5 8 3 4 7

ASETA(
ヴ ェ ネ ズ エ ラ) 0 6 6 0 6 6

メ キ シ コ 2 4 6 2 4 6

ド イ ツ 0 6 6 0 5 5

オ ー ス トラ リ ァ 4 18 22 3 1 4

ル クセ ンブ ル グ 1 3 4 1 3 4

イ ラ ン 0 4 4 0 4 4

イ タ リ ア 0 4 4噛 0 4 4

ト ル コ 0 4 4 0 4 4

タ イ 0 4 4 0 4 4

イ ラ ク
r

O 2 2 1 3 4

イ ン ド 3 3 6 3 0 3

イ ン ド ネ シ ア 3 0 3 3 0 3
INTER-

SPOUTNIK(
ソ 連)

3 0 3 3 0 3

ARABSAT
(サ ウジ・アラビア}

2 1 3 2 1 3P

ブ ラ ジ ル 2 10 12 1 1 2
ベ ル ギ ー 1 2 3 0 2 2
コ ロ ン ビ ア 3

「2

5 2 0 2
パブア・ニユー ギニア 0 4 4 0 2 2
ア ル ゼ ン チ ン 0 2 2 0 2 、2

キ ュ ー バ 0 2 2 0 2 2
パ キ ス タ ン 0 2 2 0 2 2

イ ス ラ エ ル 0 2 2 0 1 1
サ ウ ジ ・ア ラ ビ ア 0 2 2 0 1 1
ア イ ル ラ ン ド 0 1 1 0 1 1
ス イ ス 0 1 1 0 1 1
ス ペ イ ン 0 1 1 0 1 1
NOTELSAT(
ス ウ エ ー デ ン) 1 0 1 1 0 1

合 計 199 457 656 136 221 357

IFRB資 料による

(注)登 録数はIFRBへ の登録数 計画数は事前公表数 である。
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資 料6-13国 別周波数 帯別衛 星数

(2年9月 現在)

国 名

周 波 数 帯 別 内 訳(衛 星 数)

(L磁 「L
以下)

(1,2i5-

1、710MHz)

S〈

正,71⑭一

2,700MHz)

C(
3,400-

7,07職)

X(
7,0ア5-

8、500MHz)

Ku
(10.6-
15.7GHz)

Ka
(17.3-
30GHz)

Kaく

(30GHz

以上)

米 国
19 13 43 51 ユ3 62 29 26

14 5 7 28 13 10 3 3

ソ 連
17 20 8 27 14 5 29 23

3 8 3 15 8 10 4 3

INTELSAT

一 4 一 51 一 44 『 『

一 1 一 16 一 18 『 一

ト ン ガ

一

.

一 一 15 一 『 一 一

一 一 一 一 一 『 一 『

ESA

(フ ラ ン ス)

一 2 7 2 一 一 4 『

6 2 3 2 一 2 一 一

日 本
1 1 6 1 一 5 4 2,

5 6 13 6 2 5 8 一

フ ラ ン ス

一 6 18、 9 3 11 4 1

一 一 3 3 3 4 1 『

INMARSAT

一 17 一 17 一 一 『 一

一 一 一 一 一 一 『 一

イ ギ リ ス
4 一 一 4 4 1 1 4

一 一 一 一 一
ユ

一 一

EUTELSAT

(フ ラ ン ス 〉

5. 5 5 一 一 10 『 『

1 一 一 一 一 1 『 一

中 国
1 1 1 9 一 一 一 一

一 一 一 1 一 一 『 『

カ ナ ダ
1 1 1 2 一 4 一 一

一 一 一
工

一 1 一 一

ASETA

(ヴェネ ズ エ ラ)

一 一 一 6 一 一 一 一

一 一 一 一 一 『 一 一

メ キ シ コ

一 一 一 2 一 4 2 一

一 一 一 2 一 2 一 一

ド イ ツ

一 一 6 一 一 6 5 一

一 一 一 一 一 一 『 『

オー ス トラ リア

一 4 一 一 2 14 2 一

一 一 一 一 一 4 一 一
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国 名 〈L

(1,00DMHz

以下)

L
(1,215-
11710MHz)

S
(1,710-
2,700MHz)

C
(3,400-
7,075MHz)

X

(7、075-

81500MHz)

Ku
(10.6-
1517GHz)

Ka
(173-
30GHz)

Ka<

(30GH多

以上)

ル クセンブルグ

一 一 一 3 一 4 1 一

一 一 一 一 一 1 一 一

イ ラ ン

一 一
1一

一 4 一 一 一

一 一 } 一 一 一 『 一

イ タ リ ア
2 一 4 一' 2 3 4 3

一 一 一 }

1

一 } 一 一

ト ル コ

『 一 一 一 一 4 一 『

一 一
7

} 一 一 『 一

タ イ

一 一 一 4 一 4 一 一

『 一 一 一 『 一 一 一

イ ラ ク

一

.
一 一 一 一 3 一 一

一 一 一 一 一 一 一 一

イ ン ド
3 一 一 3 一 一 一 一

3 一 一
3 一 一 一 一

イ ン ドネ シ ア

一 一 一 一 一 一 一 一

一 一 一 3 一 一 『 一

INTER-
SPOUTNIK
(ド イ ツ 〉

一 一 一 1 一 一 一 一

一 一 一 2 一 一 一 一

鳴
ARABSAT

(サウジ・アラビア)

一 一 一 2 一 一 一 一

一 一 2 1 一 一 一 一

ブ ラ ジ ル
一 一 一 5 33 2 一 一

一 一 『 2 } 一 一 一

ベ ル ギ ー
1 一 『 一 2 一 1 1

一 一 『 一 1 一 一 一

.

コ ロ ン ビ ア

一 一 一 2 『 『 一 『

一 一 一 3 一 一 一 　

ノ町 ・ニユーギニア

} 2 一 4 一 2 一 一

一 一 一 一 一 一 『 一

ア ル ゼ ン チ ン

『 一 一 2 一
2 一 一

一 } 『 『 一 『 『 一

キ ゐ 一 バ

一 一 一 2 一 一 一 一

一 一 一

-

一 一 一 一 一
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国 名

周 波 数 帯 別 内 訳(衛 星 数)

くL

(1,000MHz

以下)

L
(1,215-
1,710MHz)

S
(L710-
2,700MHz)

C(
3,400-
7.075MHz)

X
(7,075-
B,500MHz)

Ku(
10.6-
15.7GHz)

Ka(
17.3-
30GHz)

Ka〈

(30GHz
以上〉

パ キ ス タ ン
1 一 一 一 一 2 『 一

『 一 一 『 一 一 『 一

イ ス ラ エ ル

『 一 一 『 一 2 『 一

『 一 一 一 一 一 一 一

サ ウジ・ア ラビア

一 一 一 『 一 2 『 一

『 一 一 『 一
一

_ 『 一

ア イ ル ラ ン ド

一 一 一 一 一 1 『 一

『 一 一 『 一 一 一 一

ス イ ス

『 一 一 『 一 1 1 一

『 一 一 『 一 一 『 一

ス ペ イ ン

『 一 1 一 1 1 一 一

『 }
一 『 一 一 一 一

NOTELSAT

(ス ウェー デ ン)

『 一 一 『 一 一 『 一

一 一 1 『 一 1 1 }

合 計
55 78 100 224 48 199 87 60

32 22 32 88 27 60 17 6

IFRB資 料による

(注)1.周 波数帯別内訳数 は、主管庁ご とに上段はIFRBへ の登録数、下段は事前公

表数を示す。

2,衛 星で複数の周波数帯を用いるものは各周波数帯 ごとに1衛 星とカウントし

ている。

資料6-14静 止軌道地 域別衛星 数一覧表

(2年9月 現在)

区別 範囲

地域 イ ン ド 洋 西太平 洋 東太平洋 大 西 洋

20E-110E UOE-160W 160W-70W 70W-20E

衛星数
登録 48 48 49 54

計画 101 90 85 181

軌道数
登録 26 31 33 38

計画 40 32 39 41

IFRB資 料による

(注)1.範 囲欄は、静止衛星軌道の経度で示す。例 えば、20Eは 、東経20度 の静止軌道

位置を表す。

2.登 録数はIFRBへ の登録数 計画数は事前公表数 である。



一466-6周 波数管理及び無線従事者

6-2電 波 監視 等

(D電 波 監視 結 果'

ア 電 波 の監 査

資 料6-15国 内無線局 の電波 の監査状 況

(2年 度)

区 別
質 の 監 査 運 用 の 監 査

通信単位の運用
監 査

実施局数 違反局数 実施局数 違反局数 実施件数 違反件数

30MHz以 下の もの 6,234 22 7,299 26 / /
30MHzを 超 え る もの 629 2 3,960 421 / /
合 計 6,863 24 11,259 447 11,335 856

(注)電 波の監査 とは、無線局か ら発射され る電波を受信 して、電波の質(周波数偏差、

占有周波数帯幅、スプ リアス発射の強度)及 び電波の使用方法が国際電気通信条約

又は法令の規定に適合 しているか否かを確 かめ ることであり、規定に違反している

者に対 しては、規正等の措置を実施 してきている。

資 料6-16外 国無 線局 の電波の 監査状況

年 度
質 の 監 査 運 用 の 監 査

実 施 数 違 反局数 実 施 数 違 反 局 数 ,

61 14,652 0 12,363 13

62 7,758 1 4,593 9

63 4,413 1 2,347 3

元 2,512 9 1,337 0

2 545 23 326 1
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イ 混 信 状 況 調 査

資料6-17混 信状 況闘査件 数

年 度 60 61 62
1

63 元 2

件 数1 291 293 315 478 585 874

(注)混 信状況調査は、既設無線局等に対す る混信妨害の原因を究明して、混信波を排

除 し、無線局等 の正常な運用を確保す るために実施 している調査 である。

ウ 不 法 無 線 局 の 探査

資 料6-18不 法無 線局の措置 状況

年 度 61 62 63 元 2

不法市民ラジオ 1,587 1,429 1,487 2,067 1,769

不法アマチュア局 194 129 164 226 254

不法 コー ドレス電 話 591 250 205 213 107

不法改造パーソナル無線 447 301 216 257 187

37MHz帯 不法無線局 9 6 2 5 1

その他の不法無線局 760 1,005 809 616 550

合 計 3,588 3,120 2,883 3,384 2,868

(注)不 法無線局 とは、郵政大臣の免許 を受けずに不法な電波を発射する無線局である。
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エ 電 波 の発 射 状 況 等 の調 査'
一

資料6-19電 波発射状況鯛査及び電波利用状況調査件数
(2年度)

区 別 発射状況調査 利用状況調査

件 数 164 32

(注)電 波の発射状況調査 は、必要 とす る周波数帯について、そのスペ ク トルの空間的

占有状況を把握 し、周波数の効率的な利用を図るために実施 している調査である。

電波の利用状況調査は、特定 の周波数 を対象 として、 そのスペ ク トルの時間的な

占有状況を把握 し、電波が効率 的に利用 されているか、また、通信の疎通状況に問

題がないかどうか を調査するものである。

オ 国 際 監 視

資 料6-20国 際監視 の実施 状況

(2年 度)

区 別 調査波数 調査件数

国際周波数

登録委貝会

(IFRB)

通常国際監視

短波放送専用周波数帯の監視

特別国際監視

16,606

648

51

48

10

1

外国主管庁 18 14

(注)国 際監視 とはIFRB又 は外国の主管庁か ら要請 された事項 につ いて監視す るも

のである。
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② 電波障害の防止

ア 電波障害防止協議会活動 ・受信障害対策

資料6-21電 波障害原因別処理件数

年 度 60 61 62 63 元

建

造

物

ビ ル

送 配 電 線

鉄 道 ・道 路 ・橋

17,893

5,756

1,600

21,480

6,388

1,403

19,628

6,738

1,157

15,739

15,023

3,510

12,882

16,328

2,974

小 計 25,249 29,271 27,523 34,272 32,184

無

線

局

ア マ チ ュ ア 無 線 局

市 民 ラ ジ オ

そ の 他

1,253

1,757

4,391

1,188

1,607

657

ユ,265

1,361

414

1,582

1,290

652

1,443

1,104

762

小 計 7,401 3,452 3,040 3,524 3β09

高 周 波 利 用 設 備 235 266 225 215 183

ブ ー ス タ ー 3,608 4,326 5,171 5,395 5,262

電

気

雑

音

送 配 電 線

自 動 車 ・鉄 道

受信機の不要ふ く射等

回 転 機 器

接 点 機 器

照 明 機 器

デ ジ タ ル 機 器

そ の 他

4,099

640

155

277

2,201

541

-

1,049

4,577

774

120

283

2,310

585

586

1,215

5,223

702

83

278

1,980

501

604

984

4,977

647

106

225

1,653

550

720

874

5,617

648

87

161

1,166

775

741

376

小 計 8,962 10,450 10,355 9,752 9,571

そ の 他 の 障 害 源 990 ユ,331 825 2,005 1,273

原 因 不 明 13,349 15,388 13,163 13,921 10,669

合 計 59,794 64,484 60,302 69,084 62,451

電波障害防止協議会資料による
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イ 電 磁 環 境 問 題

資料6-22不 要電 波障害 に関す る苦 情 ・相 談等 申告事例

申 告 事 例

申 告 件 数

昭和63年度 元 年 度 2年 度

1電 話に対する障害

内訳 ω トラックや ダンプのCBの 音が電話に入
る。

②電話機に無線の声が入 る。

(3)電話に雑音等の障害がある。

㈲電話に障害が発生。

236件

(7件)

(104件)

(33件)

(27件)

355件

(136件)

(165件)

(17件)

(37件)

478件

(174件)

(194件)

(75件)

(35件)

2カ ラオケ、オーディオ機器等音響機器に音声や雑
音が入 る。

93件 119件 87件

3テ レビや ラジオに音声や雑音が入る。 68件 124件 147件

4自 動 ドアや シ ャ ッター が誤 動作 を起 こす。 17件 16件 17件

5テ レビの リモコン等家電機器が誤動作 を起 こす。 15件 26件 41件

6漏 電 遮 断機 、 ブ レー カー、 ヒュー ズが 断 に なる。 14件 16件 15件

7コ ン ピュー タが 誤動 作 す る。 14件 14件 23件

8無 変調波 の発射、無線機に対す る雑音性 の混信。 11件 15件 23件

9FAX、 ポケ ッ トベル の誤 動作 及 び障 害。 0件 14件 9件

10そ の他

内訳(1)安 全 にか か わ る もの噛

(医療機器への障害、工在機器の誤動作、
電算の速度計の誤動作等

(2)そ の他

(測定器への障害、万引 き防止装置の誤動
作、ワイパーの誤動作等)

33件

〔9件)

(24件)

56件

(6件)

(50件)

一

34件

(3件)

(31件)

総 件 数 501件 755件 874件

(注)1.地 方電気通信監理局(沖 縄郵政管理事務所 を含む。)電磁環境対策室への不要電

波障害に関する苦情 ・相談等申告よ り抜粋。

2.不 要電波 とは、無線設備又は高周波利用設備から発射 される電波であって、 目

的 とする通信の相手方の受信設備以外の機器若 しくは加工 しようとす る物品以外

の機器の機能に影響 を与えるもの又は電波の発射を目的 としない機器か ら発射 さ

れる電波をい う。
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資料6-23電 気通信 技術審議 会答申
「電波 利用 におけ る人体の防護 指針」(電磁 界強度 指針の例)

条 件P 条 件G

周波数
f

電界強度の実効値
E[V/m] 鴨補9寄効値

10kHZ-30kHz

30kHz-3MHz

3MHz-30MHz

30MHz-300MHz

300MHz-1.5GHz

l1
.5GHz-300GHz

614

614

1,842f[MHz]一 ・

(614-61.4>

61.4

31謹 翻 塀

137

275

275

824f[MHz]一 ム

(275-27.5)

27.5

1ぐ魏塊獣

61.4

「条件P」 とは、電波防護指針の考 え方に基づいた電波利用を行 うことが可能な条件 を

いう。電波利用の実情が認識されていると共に、防護対象 を特定す ることが できる状況

下にあ り、注意喚起 など必要な措置が可能な場合をい う。

「条件G」 とは、条件Pを 満たさない場合をいう。
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6-3無 線通信に関する資格制度

(1)無 線従事者国家試験

資料6-24資 格 別 無 線 従 事

区 分
総 合 無 線 通 信 士 航空無線

通 信 士

海 上 無 線 通 信 士

第一級 第二級 第三級 小 計 第一級 第二級 第三級 第四線 小 計

元

年

度

申 請 者 数 1,929 1,308 1,881 5,118 3,321 一 一 一 2,501 2,501

予

備

試

験

棄 権 者 数 198 35 70 303 一 一 一 一 『 一

免 除 者 数 1,098 861 694 2,653 一 一 一 一 『 一

受 験 者数A 633 412 1,117 2,162 一 一 一 一 一 『

合 格者 数B 223 153 302 678 一 一 一 一 一 『

合格率(%)BIA 35.2 37.1 27.0 31.4 一 一 一 一 一 一

本

試

験

受験有資格者数 1,321 1,014 996 3,331 3,321 一 一 一 2,501 2,501

棄 権 者 数 501 207 260 968 600 一 一 一 354 354

受 験 者数C 820 807 736 2,721 2,721 一 『 一 2,147 2,147

合格 者数D 90 61 97 248 828 一 一 一 538 538

合格率(%)DIC 11.0 7.6 13.2 9.1 3Q.4 一 一 『 25.1 25ユ

全科目免除者数 25 61 161 247 一 一 一 一 54 54

2

年

4

月

ー

12

月

申 請 者 数 901 652 825 2,378 1,903 一 『 一 660 660

予

備

試

験

棄 権 者 数 54 13 50 117 一 一 『 『 一 一

免 除 者 数 455 430 325 1,210 『 一 一 一 一 一

受 験 者数A 392 209 450 LO51 『 } 一 一 一 一

合格 者数B 123 66 62 251 一 一 一 一 一 一

合格率 〔%)BIA 31.4 31.6 13.8 23.9 一 一 一 『 一 一

本

試

験

受験有資格者数 578 496 387 1,461 1,903 一 一 『 660 660

棄 権 者 数 239 72 46 357 283 一 『 一 113 113

受ゑ 者数C 339 424 341 1,104 1,620 } 『 一 547 547

合 格 者数D 43 25 37 105 484 一 一 一 119 119

合格率(%)DIC 12.7 5.9 10.9 9.5 29.9 } 一 一 21.8 21.8

全科目免除者数 5 6 13 24 『
} 一 一 『 一

(注)1.航 空級無線通信士及び第四級海上無線通信士、特殊 無線技士並びにアマチュ

2.2年4月 ～12月 中の統計については、第一級アマチュア無線技士及び第二級

3.特 殊無線技士については・第一級海上特殊無線技士、第二級海上特殊無線技

級陸上特殊無線技士・第二級陸上特殊無線技士、第三級陸上特殊無線技士及び

4.第 一級海上無線通信士、第二級海上無線通信士及び第三 級海上無線通信士に

ない。
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者 国 家 試 験 施 行 状 況

合 計
陸上無線技術士 特殊無

線技士

ア マ チ ニ ア 無 線 技 士
総 計

第一級 第二級 合 計 第一級 第二級 小 計 第三級 第四級 小 計 合 計

10,940 8,655 5,151 13,806 17,936 2,446 7,883 10,329 13,683 155,605 169,288 179,617 222,299

303 411 280 691 一 一 一 一 一 一 一 一 994

2,653 5,990 2,717 8,707 一 一 一 一 一 一 一 『 11,360

2,162 2,254 2,154 4,408 一 一 一 一 一 一 一 『 6,570

678 683 534 1,217 一 一 一 一 一 一 一 一 1,895

31.4 30.3 24.8 27.6 一 一 一 一 一 一 一 『 28.8

9,153 6,673 3,251 9,924 17,936 2,446 7,883 10,329 13,683 155,605 169,288 179,617 13,255

1,922 1,533 706 2,239 2,377 718 2,188 2,906 3,551 33,029 36,580 39,486 46,024

7,231 5,140 2,545 7,685 15,559 1,728 5,695 7,423
印

ユ0,132 122,576 132,708 140,131 170,606

1,614 1,307 384 1,69ユ 10,532 424 1,976 2,400 5,309 85,770 91,079 93,479 107,316

22.3 25.4 15.1 22.0 67.7 24.5 34.7 32.3 52.4 70.0 68.6 66.7 62.9

301 103 6 109 15 一 一 一 一 一 一 『 425

4,941 3,291 1,889 5,180 11,343 2,761 11,534 14,295 20,631 148,587 169,218 183,513 204,977

117 87 53 140 一 一 一 一 一 一 一 『 257

1,210 2,241 1,109 3,350 一 一 一 一 一 一 一 『 4,560

1,051 963 727 1,690 一 一 一 一 一 一 一 『 2,741

251 299 181 480 一 一 一 一 一 一 一 一 731

23.9 3ユ.0 24.9 28.4 一 一 一 一 一 一 一 一 26.7

3,364 2,540 1,290 3,830 11,343 2,761 U,534 工4,295 20,631 148,587 169,218 183,513 5,291

1,300 551 222 773 1,415 783 3,572 4,355 7,955 33,023 40,978 45,333 48,821

2,837 L989 1,068 3,057 9,928 1,978 7,962 9,940 12,676 115,564 128,240 138,180 154,002

1,136 363 173 536 6,132 427 2,866 3,293 5,664 81,302 86,966 90,259 98,063

40.0 18.3 16.2 17.5 61.8 21.6 36.0 33,144.7 70.4 67.8 65.3 63.7

24 23 5 28 一 一 一 _一 一 一 一 52

ア無線技士については、予備試験、本試験の区別がない。

アマチュア無線技士の ものを除いて、ユ年間実施するものの うちの一部 を掲載 している。

士、第三級海上特殊無線技士、 レーダー級海上特殊無線技士、航空特殊無線技士、第一

国内電信級陸上特殊無線技士を総称 した ものであ る。

っいては、2年5月 に資格 が創設されたが、2年12月 末までは国家試験が実施 されてい
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② 免 許 付 与

資料6-25無 線 従事者 資格別免許 付 与数

年 度

資格別
元

2内

(2年12月 末)

第一級総合無線通信士

第二級総合無線通信士

第三級総合無線通信士

航 空 無 線 通 信 士

第四級海上無線通信士

小 計

129「

143

207

853

822

2,154

121

136

232

608

591

1,688

第一級陸上無線技術士

第二級陸上無線技術士

小 計

,1,350

441

1,791

805

343

1,148

第一級海上特殊無線技士

第二級海上特殊無線技士

第三級海上特殊無線技士
レーダー級海上特殊無線技士

航 空特 殊 無 線 技士

第一級陸上特殊無線技士
第二級陸上特殊無線技士

第三級陸上特殊無線技士

国内電信級陸上特殊無線技士

簡易無線電話
陸上無線電信

国際無線電信

小 計

1,066

5,368

4,593

10,972

2,165

、5,204

39,737

-

83

0

0

0

69,188

852

2,401

3,242

3,132

2,275

4,732

13,514

・21 ,691

89

,0

0

0

51,928

第一級アマチュア無線技士

第二級アマチュア無線技士

第三級アマチュア無線技士

第四級アマチュア無線技士

小 計

424

1,972

4,615

158,442

165,453

408

2,780

14,695

129,177

147,060

合 計 238,586 201,824
b

(注)第 三級陸上特殊無線技士は、2年5月 か ら施行 された。
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㈲ 無 線従 事 者 数

資 料6-26資 格別 無線従事者 数の推移

年 度

資格別
61 62 63 元

2

(2年12月 末〉

第一級総合無線通信士

第二級総合無線通信士

第三級総合無線通信士

航 空 無 線 通 信 士

第四級海上無線通信士

小 計

12,627

15,760

28,147

19,146

43,138

118,818

12,775

16,611

28,423

19,900

44,284

121,993

12,967

16,862

28,630

20,819

45,147

124,425

13,095

17,004

28,835

21,669

45,968

126,571

13,216

17,140

29,067

22,277

46,559

128,259

第一級陸上無線技術士

第二級陸上無線技術士

小 計

14,711

23,538

38,249

16,303

23,975

40,278

18,398

24,500

42,898

19,745

24,938

44,683

20,550

25,281

45,831

第一級海上特殊無線技士

第二級海上特殊無線技士

第三級海上特殊 無線技士

レーダー級海上特殊無線技士

航 空 特 殊 無 線 技 士

第一級陸上特殊無線技士

第二級陸上特殊 無線技士

第三級陸上特殊 無線技士

国内電信級陸上特殊無線技士

簡易無線電話

陸上無線電信

国際無線電信

小 計

6,845

227,703

27,302

200,745

16,434

72,057

622,025

-

10,157

295

635

221

1,184,419

8,086

232,728

33,291

212,654

18,220

75,469

654,404

-

10,258

295

635

221

1,246,261

9,027

238,543

38,991

224,418

20,095

79,574

690,402

-

10,350

295

635

221
-

1β12,551

10,092

243,882

43,580

235,375

22,258

84,775

730,107

-

10,433

295

635

221

1,381,653

10,944

246,283

46,822

238,507

24,533

89,507

743,621

21,691

10,522
'

295

635

221

1,433,581

第一級アマチュア無線技士

第二級アマチュア無線技士

第三級アマチュア無線技士

第四級アマチュア無線技士

小 計}

12,070

46,749

84,399

1,327,895

1,471,113

12,615

48,224

89,313

1,457,976

1,608,128

13,159

49,803

94,288

L601,668

1,758,918

13,581

51,775

98,895

1,760,072

1,924,323

13,989

54,555

113,590

1,889,249

2,071,383

合 計 2,812,599 3,016,660 3,238,792 3,477,230 3,679,054

(注)第 三級陸上特殊無線技士は、2年5月 から施行 された。
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(4)学 校 等 の 認 定

資料6〒27認 定学校 等 の状 況

(2年12月 零現在)

区 別

認

定

学

校

数

,

認 定 部 科 の 数

第 一 級 総 合
無 線 通 信 士

1

第二級総合無線通信士 第三級総合
無線通信士

第 一 級
陸上無線
技 術 士

第 二 級
陸上無線
技 術 士

計
予 備
英 語

予 備
英 語
通信術

予 備
英 語

予 備
英 語
通信術

予 備
英 語

予 備
英 語
通信術

予 備 予 備

大 学 53 1 2 102 105

短 期 大 学 6 1 4 2 13 20

高等専門学校 17 3 19 22

高 等 学 校 23 3 4 9 21
～ ユ

38

職業訓練校 2 1 1 1 3

専 修 学 校 13 1 2 3 6 23 35

各 種 学 校 1 1 1

そ の 他 2 1 1

「

1 3

計 117 3 2 10 13 9 23 108 59 227
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㈲ 無線 従 事 者 の養 成 課 程

資料6-28資 格 別無線従事者 養成 課程 の実施状 況

年 度

'

資格別

元 2(12月 末)

実
施
件
数

履
修
者
数

修
了
者
数

実施

件
数

履
修
者
数

修
了
者
数

第一級海上特殊無線技士

第二級海上特殊無線技士

第三級海上特殊無線技士

レーダー級海上特殊無線技士

航 空 特 殊 無 線 技 士

第一級陸上特殊無線技士

第二級陸上特殊無線技士

第 三級陸上特殊無線技士

国内電信級陸上特殊無線技士

小 計

29

135

135

279

46

54

963

-

0

1,641

889

4,827

5,071

9,155

1,786

2,534

37,222

一

〇

61,484

875

.4
,768

5,030

9,000

1,764

2,406

37,153

一

〇

60,996

18

77

74

60

36

39

241

585

2

1,132

562

2,165

2,285

1,495

1,501

1,989

11,976

21,870

35

43,878

559

2,121

2,256

1,492

1,476

1,864

11,840

21,825

35

43,468

第三級 アマチュア無線技士

第四級アマチュア無線技士

小 計

66

1,321

1,387

2,121

75,951

78,072

2.1069

75,003

77,072

109

989

1,098

5,794

46,520

52,314

5,547

45.9108

51,455

合 計 3,028 139,556 138,068 2,230 96,192 94,923

(注)第 三級陸上特殊無線技士は、2年5月 か ら施行 された。

⑥ 船 舶 局 無 線従 事 者 証 明 書

資料6-29船 舶局無 線従 事者証 明書数(累 計)

年 度 61 62 63 元 2(12月 末)

証 明 書 数 10,142 10,466 10,580 10,676 10,710
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7技 術 開 発

7-1研 究 開発 機 関 及 び 審議 会

(1)研 究 開発 機 関

資料7-1各 研究所 の研 究者数 と予算

(2年 度)

研 究 所 名 研 究 者 数 予算(単 位億円)

通 信 総 合 研 究 所 270 45

NTT通 信 研 究 所 3,200 2,600

KDD研 究 所 134 108

NHK放 送技術研究所 265 68

ATR研 究 所 174 83

(注)ATR研 究所 とは、㈱ 国 際電 気通 信基 礎 技術 研 究所 、㈱ エ イ ・テ ィ ・ア ー ル通信 シ

ス テム研 究所 、㈱ エ イ ・テ ィ ・アー ル 自動翻 訳 電話研 究 所 、㈱ エ イ ・テ ィ ・アー ル

視 聴 覚機構 研 究所 、㈱ エ イ ・テ ィ ・アー ル光 電 波通 信研 究所 の こ とであ る。

」

(2)電 気通信技術審議会

資料7-2電 気通信技術審議会答申

(2年度)

答申年月 日 答 申 事 項

2.4.23 国際無線通信諮問委員会(CCIR)総 会への対処 について(一 部答 申)
・CCIR第17回 総会への対処について

2.6.25 高精細度 テレビジョン放送に関する技術的条件

2,6.25 電波利用 における人体の防護指針

2.6.25 テジタル方式自動車電話 システムの技術的条件

2,9.25 新 しい広帯域加入者無線 システムの技術的条件

2ご9.25 ファクシ ミリ多重放送における有料方式に関す る技術的条件
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答申年月 日 答 申 事 項

2.9.25 効率的な電気通信 を確保す るための望 ましい通信方式について

(一部答 申)
・オブジェ クト識別子に係 る推奨通信方式

P

2.11.26 12.5～12、75GHzを 使 用 す る衛 星 放送 に 関す る技術 的 条件

(一部 答 申)
・12 .5～12.75GHzを 使用 す る通信 衛 星 によ る テレ ビジ ョン放 送 の標準

方 式

3.1.28 海上無線通信設備の技術的条件

(一部答 申)
・秘匿性 を有する装置を使用する小型船舶用無線局の無線設備の技術的

条件

3.3.25 高度情報社会を展望 した電気通信の標準化に関す る基本方策につ いて

(一部答申)
・望 ましい標準化推進方策、標準化に当たってのガイ ドライン等
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7-2基 礎 技 術

資料7-3電 気通信 分野 で公的支 援 を必要 とす る研 究開発 課題

区 別 概 要

将来重要技術 に

なる可能1生をも

つが、技術的難

度 の 高 い基 礎

的 ・先端的テー

マ 亀

高機能材料研究 ○超電導材料

(酸化物セ ラミック超電導材料、有機化合物超電導材

料)

○半導体超格子

○超高非線形光学材料 、

○超低損失低分散材料

通信 ソフ トウェ

ア科学研究

一

○ ソフ トウェアの数理科学的体系化 の研究

○高効率 ソフ トウェア開発環境 ・ツール

○ 高生産性言語 ・自然言語処理

○大規模通信 ソフ トウェア生成 ・検証技術

○高信頼性 ・フェールセーフ技術

○意味情報の表現 ・処理

○大規模デー タベースの構造研究 とその構築

(高速検索アル ゴリズム、知識べ一ス、曖昧情報処理)

大型 ・大容量多

目的衛星通信 シ

ステムの研究開

発

(字宙基地、静止

プラットフォー

ム等)

○高性能衛星 内信号処理 ・交換技術

○高機能移動体衛星通信技術

○衛星間デー タ中継技術

○光衛星間通信技術

○新周波数帯衛星通信技術(ミ リ波帯等)

○衛星搭載用大型ア ンテナ技術

○小型固定/移 動地球局の先行開発

成層圏プラッ ト

フォーム中継 シ

ステムの研究開

発

-

○成層圏飛行体

(高効率滞 空技術、位置制御、管理制御)

○マイクロ波電力伝送

(電力伝送用高周波技術・アンテナ技術、アンテナ追尾

技術、高効率電力伝送技術、生体・環境アセスメン ト)

○アプ リケー ションシステムの先行開発

(通信 ・放送 システム、測位 システム 〔遭難、誘導、監

視〕、地上電波監視、高分解能地上監視、高精度地球

環境計測、成層圏か らの宇宙 ・太陽観測)

生 体 機 能 の 通

信 ・情報システ

○脳機能 ・知覚情報処理機能の計測 と解明

(生体磁気 ・発光計測、生体神経メカニズム、脳 内神経



ムへの志用のた

めの総合的研究

7-2基 礎 技 術 一481一

メ カニ ズム、 脳 内神 経 系の ハ ー ドとソフ ト、感 覚 器

官、 人の知 能 の 多面的研 究(認 知科 学 、意 識の 科学

等 〕)

○脳 機 能 ・知 覚情 報 処理 機能 の工 学 的応 用

(生体 膜応 用 セ ンサ ー 、有 機化 合物 デ バ イス、生体 情報

処 理 コ ン ピュー タ、生体 情 報処理 応用 ソフ トウ ェア、

音 声認 識、ノぐター ン認 識 、情 報圧 縮、学 習、言語 処理 、

文 章理 解、 自動翻 訳)

超高速通信 ・高

精度計測基盤研

究

○量子通信技術

(スクイズ ド光発生技術、光子計数通信方式、量子非破

壊測定)

○非線形通信技術

(極短パルスレーザ、ソ リトン伝送、カオス状態制御、

多値論理光素子、光位相共役波、非線形光ファイバ)

○光直接通信処理方式

(光直接増幅、光スイッチ、光 メモリ、光位相変換素子、

光並列処理)

○超高速電子技術

(量子構造素子、超薄膜ヘ テロ構 造素子、超電導素子)

○未開拓電磁波利用技術

(サプ ミリ波 ・遠赤外 レーザ、小型プルー ・紫外域レー

ザ、軟X線 レーザ、シンクロ トロン放射光利用加工・

計測技術)

○周波数の高安定化技術

(小型高安定周波数標準、 レーザの周波数安定化)

○高精度計測応用

(生体測定、材料測定、レーザ測定 、極限分解能分光技

術)

○超高速デジタル技術

(超高速A/D変 換技術、超高速交換技術、誤 り訂正)

社会的に重要で

あるが民間のみ

での研究にな じ

みに くいテーマ

ネ ッ トワー ク基

盤技 術

○セ キ ュ リテ ィ技 術

(暗号 、 識別 、情 報犯 罪対 策)

○ネ ッ トワー ク管理

(ト ラ ピ ック管理 ・制 御 、フ ォル ト トレ ラン ト、可塑 性

アー キテ クチ ャ、分散 処理 アー キテ クチ ャ等)

○ 超 多元接 続 技術

(広帯域 パ ケ ッ ト/回 線交 換処 理)
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プロ トコル並び

に標準化研究

○プロ トコル記述言語、評価手法

○プロ トコル変換 ・通信網相互接続技術

移動体通信高度

化研究(移 動体

ISDN)

○移動無線ネッ トワー ク、固定網 との インタフェース

○移動無線アクセス ・交換

○移動通信用高能率 ・高速デジタル伝送技術

○電波干渉除去技術

○端末の先行開発

○移動体 簡易測位 ・誘導 システムの先行 開発

高度放送技術の

先行的研究

○デジタル放送技術

(高品質化、メディア多重化、課金方式、双方向方式、

帯域圧縮技術、フェーディング対策技術)、

○新周波数帯利用広帯域放送技術

○立体映像 ・臨場感放送の研 究

OCATV高 度化技術

(高品質化、双方向方式、マルチメディア化、通信ネッ

トワー クとの融合 システム、ゲー トウェイシステム)

○高度衛星放送技術

(高出力中継機、成形ビーム・マルチビーみ等のアンテ

ナ技術)

電磁環境関連研

究

○不要放射電磁界の研究

○不要放射遮蔽 ・抑制技術

○人体への影響解明

情報通信 に関す

る社会 ・人文科

学的研究

○人間 ・集団社会の情報通信 を背景 とした行動モデル

の研究

○情報通信新技術の人間 ・社会 アセスメント手法の研

究

○人間の知能発達 ・人間性 と情報通信システムの相関

関係の研究

(感情、テクノス トレス、思考・創造過程、個性、情報

親和性等)

○心理学・人間工学の通信システム ・端末への応用研究

(対面 コミュニケーション心理、VPT疲 労、端末の美

観、思考支援、使い勝手等)

情報化都市工学

の研究

○無線通信網 ・放送網 と調和 した都市構築技術

○通信ケープルと調和 した都市構築技術

地 球 環 境 情 報

ネッ トワー ク

OIIモ ー トセ ンサ搭 載 母体 の 開発

(衛星 ・航 空機 ・成層 圏 プ ラ ッ トホー ム 等)
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○ 各種 リモー トセ ンサ

(降雨 、海洋 、大 気、鉱 物、生物 資源 、エ ネル ギー 資源

等)

○ 電磁 波伝 播 ・散 乱物 理現 象 の解 明
ρ

○ トゥルー スデー タの取得、解析

○環境情報ネ ットワー クの構築

(データ中継システム、デー タ管理)

○地球環境 メカニズムの解明

○宇宙環境予報技術の研究開発

現在実現可能性

が低 いと考えら

れているが、将

来を考慮 して今

後 とも検討また

は調査を続け る

必要があるテー

マ

○マイクロマ シン通信

○深宇宙通信

○宇宙 ・月面基地広域通信ネッ トワー ク

○太陽発電衛星

○素粒子理論 ・統一理論の技術への応用

○重力波検出

○地球内部探査、地震予知

○水中通信

○小型大容量電池
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資料7-4電 気通信 フロンテ ィア研 究開発 の概 要

〔目標〕 〔分野〕 〔研究開発課題〕 〔研究の概要〕

高温超電導体による

超高速 ・高性能通信

技術の研究開発

超電導体の持つ優 れた性質

の通信への応用

一 伝送能力の

強化

一 超高速通信

技術
一

電

気

通

信

の

高

度

化

一

「T「
1未開拓電磁波技術のi超大容量通信の可能性を持i
Il匡

i研究開発iつ 未開拓電磁波の発生技術}
1lI

知覚機構モデルによ

る超高能率符号化技

術の研究開発

知覚機能 の優れた情報処理

機能 を利用 した情報圧縮技

術
一

通信サービ

スの高度化

・多様化

バ イオ ・知

的通信技術

人 間 の 高 次 知 的 機 能 の 解

明 ・工 学 的実 現 に よ るマ ン

マ シ ンコ ミュ ニケー シ ョン

の高 度化
占

一

}

、

次世代通信 のための

高次知的機能の研究

開発

L

超多元 ・可塑的ネ ッ

トワー ク基礎技術の

研究開発

いつでもどこでも安定 ・高

品質な通信サービスを可能

とするネッ トワー ク技術
一

通信接続の

高度化

高機能ネ ッ

トワー ク技

術
T

ネ ッ トワー クの 提供 す る多

種 多様 なサ ー ビス をあ らゆ

る人 が利用 で きるた め のイ

ン タフ ェー ス技術
↓ 」(計画研究)

ネ ッ トワー ク・ヒュー

マ ン イ ンタ フェー ス

の研 究 開発

L

一圃 計画研究の補完 ・充実 を図るとともに、若手研究

者等の独創的 ・創造的な研究の発掘育成 を行い、

地域の研究開発能力の向上、地域の活性化 を推進

する。

昭和63年 度研究開発開始

:平成元年度研究開発開始
●平成2年 度研究開発開始
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7-3標 準化活動

(1)我 が国の電気通信分野の標準化推進体制

ア 国際標準化活動

資料7-5国 際標準化活動

電気通信に関す る国際標 準化 は、主 として国際電気通信連合(ITU)のCCIR及 び

CCITTで 行なわれている。我が国では、関係機関か らの意見を電気通信技術審議会での

審議を通 じて とりまとめ、これ らの各機関へ寄与 している。

国際標準

を勧告 ←
国際電気通信連合(ITU)

CCIR CCITT[

奄

電 気 通 信 技 術 審 議 会

標準化政策部会 CCIR委 員会 CCITT委 員会

^皐 李A

}Ψ2
↑

八

標準化に関す

る基本方策等

1 一 1
r

一一一一一〉

国内標 準

化機 関

・TTC

・RCR

・BTA

等

十 ユーザー

等

RPOA

SIO

〉

L

SIO

TTC

RCR

BTA

・各種調査研究プロジェク ト

・ISDN新 技術開発協議会

・広帯域ISDN推 進協議会

等

† 十
〈

CCIRl国 際無線通信諮問委員会一無線通信 の技術上及 び運用上の問題について研究 し、

「勧告」を作成す るITUの 常設機関

CCITT:国 際電信電話諮問委員会一無線通信を除 く電気通信業務の技術上、運用上及び料

金の問題について研究 し、「勧告」を作成するITUの 常設機関

RPOA:認 め ちれた私企業一CCIs(CCIR&CCITT)の 活動に正式メンバー として参加す

る主管庁以名外の公衆電気通信事業者及び放送事業者

学術工業団体一CCIsの 活動に正式メンバー として参加す る学術 ・工業団体

難 鷺灘 劔}国 一 翻ヒ機関
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イ 国 内標 準 化 活 動

資料7-6国 内標 準化活 動

電気通信に関する国内標準化 は、主 として郵政省が行 う強制規格の策定 と民間 を中心

に行われ る任意の標準規格の策定がある。 また、 これらの規格については、極力、国際

標準に準拠 して作成 され る。

無線 ・放送分野については、電気通信技術審議会 の答申に基づ き、郵政省が強制規格

を作成する他、RCR、BTA等 により民間の標準規格が作成 されている。有線を含むその

他の電気通信分野については、広 く一般に推奨すべ き通信方式が、電気通信審議会の答

申に基づ き推奨通信方式(JUST)と して告示 されている他、TTCに よ り民間の標準規

格が作成 されている。

国際電気通信連合(ITU)

匝]匝] 一一う 〉

国際標

準化機

構

(ISO)

地域間

標準化

会議

CCIs

勧 告

→ → ISO

標準

ノ㌧

一 一 ■

Ψv

'

曽 Ψ

電 気 通 信 技 術 審 議 会

》 標準化政策部会 JUST委 員会 各種委貝会 ㍉
RCR BTA TTCる 冬

1

ii拳,
等

秦↓
響1買 響 響

標準化に関す

る基本方策等

JUST

告示

各種の

規格

RCR

標準

規格

BTA

規格

TTC

標準

壷
一 各種協議会活動、

プロジェク ト等 〈 〉 高度通信 システム相互(HATS)接 続推進会議 ぐ

壷

相互接続試験実施連絡会
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(2)CCITTに お け る活 動

アCCITT各 研 究 委 員会 の 内容

資 料7-7CCITT各 研 究委 員会の 内容

研究委員会 内1容

SGI

II

m

IV

V

VI

VII

V皿

IX

X

XI

XII

XV

XV旺

XV皿

サービス

ネッ トワーク運用

料金及 び会計原則

保守
〆

電磁妨害からの通信施設の防護

屋外設備

データ通信網

テレマテ ィックサー ピスのための端末装置

電信網 と靖末装置

電気通信用言語

1
交換及び信号方式

電話網 と端末の伝送品質

伝送システム と装置

電話網におけるデー タ伝送

ISDN
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イCCITT勧 告 の概 要

資料7-8CCITT勧 告 の概 要

シ リー ズ名 規 定 内 容 の 概 要

Dシ リー ズ

、

5齢 饗 野 癬 欝鰻 鋸 灘黙 『る課金と計算}こ関する腕

Eシ リー ズ 国際電話業務の運用 と網管理および トラピック技術 に関する規定。

Fシ リー ズ 電信業務の運用 と料金 に関す る規定。

Gシ リー ズ 有線、無線 の伝送に関する規定。

Hシ リー ズ

-

非電話信号つ伝送

1シ リー ズ

I

I

I
I
I

100シ

200シ

300シ
400シ

700シ

ISDNに 関 す る規定 。
,一 ズ

)一 ズ

,一 ズ
,一 ズ

ノー ズ

一 般共 通事 項

サ ー ビス関係

ネ ッ トワー クとルー テ ィン グ

イ ン ター フ ェー ス
保 守 関係

Mシ リー ズ
電話回線お よび搬送 システムの保守に関する規定。
M.1020:デ ー タ通信用の音声級専用回線の特性 を規定。
M.1040:通 常の音声級専用回線の博 性を規定。

Nシ リー ズ 音声番組お よびテレビジョン伝送の保守 に関す る規定。

0シ リー ズ 電話回線の保守などについての測定、試験装置の仕様 に関する規定。

Pシ リー ズ 電話の伝送品質および電話機や電話加入者回線網 に関す る規定。

Qシ リー ズ 電話交換およびその信号方式に関する規定。

Rシ リー ズ 電信伝送に関する規定。

Sシ リー ズ 電信機器に関する規定。

Tシ リー ズ テレマティック端末および伝送に関す る規定。
1

Uシ リー ズ 電信交換に関するもの。主 としてテレックスの信号方式に関する規定。

Vシ リー ズ 電話網 を用 いるデー タ伝送に関する規定。

Xシ リー ズ デー タ通信網に関する規定。

Zシ リー ズ

董情プログラム方式による電子交換システムのプ ログラム言語に関する規
疋 。
Z。100シ リー ズ:SDL関 係

Z.200シ リー ズ:CHILL関 係

Z.300シ リー ズ:MML関 係
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資料7-9CCITT第10研 究会期 におけ る新規勧 告及び 改訂 勧告

研 究
委貝会

区 分 勧告番号 勧 告 名 備 考

1 ISDN付 加

サ ー ビス

1,253.1 コー ル ウェ イ テ ィング 改訂

1,255.3 多段階割 り込み 新規

L255.4 優先接続

網間相互接続 F,73 テ レ ックス とPSPDNの 相互運用 改訂

F.87 テレテックス網の端末から電話

網のG3フ ァクシミリ端末への

転送の運用原則

新規 F,76か らF.87へ

勧 告番 号変 更

サービス定義 E.115 国際電話番号案内 改訂ド

電信 F.40 公衆 テ レ メ ッセー ジサー ビ ス

F.41 テ レ メッセー ジサ ー ビス と国際

電 報 の イン タワー ク

移動体 F.111 移動体 システムのサー ビス原則 新規

メ ッセ ー ジ通

信 システ ム

F.435 EDIメ ッセ ー ジサ ー ビス

デジタルTV電

話会議システム

F.710 オー デ ィオ グ ラ フィ ッ ク会 議

サー ビス

III メ ッセー ジ通

信 システ ム

D.36 MHSに 関する料金原則 新規

パケ ッ ト D.11 パケット交換公衆デー タ通信業

務に適用する料金原則1

改訂

海事 D,91
'

海上電気通信計算情報のコー ド

化伝送
改訂

ISDN D.220 ISDNの ベア ラサービスの料金原則

D,240 ISDNの テ レサー ビスの料金 原則 新規

D.232 ISDN付 加サービスの料金原則

料金構成 D,260 ネ ットワー クにおける料金要素
の構成

V 防護 K.A 電話局内での接地条件 改訂

K.S
電気通信設備防護のための半導
体アレスタ素子の特性

K.11 過電圧、過電流に対する防護指針 新規

K.20
過電圧、過電流に対する交換機
の耐力
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「,

田 ISDN網 との

イ ン タワー ク

X.612 ISDNに 接 続 さ れ るパ ケ ッ ト

モー ド端 末 装 置 に よ るOSIコ

ネ ク シ ョ ン モ ー ド サ ー ビ ス

(OSI-CONS)の 規定

新規 既存端末におけ る
ISDN活 用 を可能

とするために必須。

ネ ッ トワー ク

管 理

X.710 CCITTア プ リケー ションのた

めの共通管理情報サー ビス定義
新規

'OSIシ ステ ム 管

理 を 目的 とした
,共 通 管理部 分 の管理 情 報サ

ー ビ

ス及 び そのプ ロ
、 トコル を規 定。

OSIセ キュ リテ ィ

の基本概念 を髭

X.711 ㏄ITTア プ リケーションのための

共通管理情報プロ トコル仕様

X.800 OSIセ キュ リテ ィアー キテクチャ

メッセー ジ通

信 シス テム

X.435 EDIメ ッセー ジ通 信 シ ステ ム 新規 EDIFACT、ANSI

X12等 のEDIを 、

MHSで 転 送 す る

ため のサ ー ビス定

義 、EDI転 送 コ ン

テン トの規 定。

皿 G3フ ァ クシ

ミ リ

T.4 文書転 送の ためのG3フ ァク
シミリ装 置標準

改訂 G3フ ァ クシ ミリ

の 高速化

T.30
'

電話 回線 におけ る文書伝送 用
ファクシ ミリの伝送手順

改訂

提供 者 コー ド T.35 CCITTメ ン バー ズ コー ドの 割

当 て手順

改訂 付与規程緩和

G4フ ァ クシ

ミ リ

T.503 G4フ ァクシミリ文書の交換の
ための文書応用プ ロファイル

改訂 北米紙サイズの追

加

T.563 G4フ ァクシミリ装 置のための

端末特性
改訂

DTAM
T.502 プロセ ッサブル形文書の交換 の

ための文書応用プロファイルPM11
改訂 プ ロ セ ッサ プ ル

モー ド11

T.505 プロセ ッサブル形文書の交換の

ための文書応用プロファイルPM26
新規 プ ロ セ ッサ プ ル

モー ド26

ODA T.400

T.410

T.411

T.412

T.414

T.415

T.417

開放型文書構造(ODA)お よび

交換形式
改訂 ス タイル 、 セ キュ

リテ ィ、 タ イル ド

ラス タ、 オル タナ

テ イブ リプ レゼ ン

テー シ ョンの規程

追 加

XI
'

共通線信号方
式

Q.767 ISDN国 際 相互 接続 のため の

CCITTNα7信 号 方 式 のISUP
の適用の規定

新規 国際接続 にISUP

を適用するための
ガイ ドライン等

Q.784 ISUP基 本呼制御に関する試験

仕様の規定
新規 ISUPの テ ス ト仕

様勧告(基 本呼制

御/付 加サー ビス

制御)の 一つ。
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XV デ ジ タ ルT

V・ 電話会議
一

シ スァ ム

H,221 64kbit/s～2Mbit/sフ レー ム

構 成

改訂 オー デ ィ オ ビジユ

ア ルの基 礎 技術

H.230 伝送フレームに同期 した制御 ・

表示信号

新規

H.242 64kbit/s～2Mbit/sAV通 信

制御

新規

H.261 64kbit/s～2Mbit/sCODEC 改訂

H,320 テレビ電話システム と端末装置 新規 個別 システム

デジタル音声

信号処理

G.763 デジタル回線多重化装置 改訂

G.726 40/32/24/16kbit/sADPCM 新規

G.727 エンベデ ツドADPCM 新規

G.764 音 声パ ケ ッ ト伝 送用 フ レー ム構

成及 びプ ロ トコル

新規

光伝送用デジ

タル多重化方

式

G.781 SDH用 同期MUX関 連勧告の

体系の記述

新規 SDH:

同期 デ ィ ジタルハ

イ ア ラー キ

MUX:

多重 化変 換装 置

G.782 SDH用 同期MUXの 体系分類 新規

G,783 SDH用 同期MUXを 構成す る

各ブロックの機能の記述

新規

G.784 SDH用 同期MUXの 保守運用面 新規
l

G.957 SDH光 イ ンタ フェー ス条 件 新規 SDH光 伝送 シス
テムの基本事項を
規定するもの。G.・958 SDH準 拠光伝送方式 新規

TMN G、773 TMN用Q一 イ ン タ フ ェー ス の

プ ロ トコ ル構 成

新規

XV皿 モデム V,42bis エラー訂正手続きを用いるDCE

のためのデータ圧縮手続き

新規

V,17 14.4kbit/sま で の 高 速G3フ ァ

ク シ ミリ用2線 式 モデ ル

新規 G3フ ァ クシ ミリ

高速 オプ シ ョン用

変復 調方 式
V、32bls ヴ般交換電話網及び専用電話形

回線 で 使用 され る14.4kbit/s

までのデータ信号速度で動作す

る全二重モデム

新規
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X㎜ ISDN G.703 デ ジタ ル ・イ ン タフェー スの物

理 電気 特性

新規
、

'

'

前会期 に作成 し
た同期デジタル
ハ イ ア ラー キ

戸

(SDH)に 関す

る勧告を修正、

高度化す るもの。

、

次世 代 の通 信網

で あ る 広 帯 域

ISDNの セ ル構

造、網機 能 、ユー
・ザ ・網 イ ン タ

フ ェー ス等 の基

礎 となる広 帯域

ISDNの 基本 勧

告 で あ る。

G.704 1次 群 及 び2次 群 ハ イア ラー キ・

レベ ル の同期 フ レー ム構 成

改訂

G.706 G.704に 規 定 され た基 本 フ レー

ム構成 に 関す るフ レー ム 同期 及

びCRC手 順 同期

G.707 デ ジタル ・ハ イア ラー キの ビ ッ

ト速度

G.708 同期 デ ジ タル ・ハ イア ラー キの

ため のネ ッ トワー ク ・ノー ド ・

イン タフ ェー ス

G,709 同期多重化構造

1,113 広帯域ISDNの 用語 新規

1.,121 広帯域ISDNの 側面 改訂

1,150 広帯域ISDNのATM機 能特性 新規

1,211 広帯 域ISDNの サ ー ビ ス

1,311 広帯域ISDNの 網的側面

1,321
噛

広帯域ISDNの プ ロ トコル参

照モデル と応用

1,327 広帯域ISDNの 機能構造

1,361 広帯域INDNのATMレ イヤ仕様

1,362 広帯域ISDNのAALの 機能記述

1,363 広帯域ISDNのAALの 仕様

1,413 広 帯域ISDNの ユ ーザ ・網 イン

タフェー ス

改訂

1,432 広帯域ISDNの ユー ザ ・網 イ ン

タフ ェー ス物理 レ イヤの仕 様

新規

1,610 広帯域ISDNの 保守の原則

(注)従 来、勧告は4年 周期 の会期末のCCITT総 会において承認されてきたが、最近 の

技術進歩に標準化の歩調 を合わせ るため、第1Q研究会期(1989～1992年)か ら郵

便投票手続 きにより、会期中に も行えるようになった。
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'

(3)JUST委 員会 にお け る活 動

資料7一 佃JUST委 員会 によ って告示 され た推奨 通信方 式

推奨通信方式の対象 とす る電気通信 システム 制定時期 告示番号

ファ クシ ミリグルー プ2型 装 置 ・ 昭54.10月

改 昭58.10月

第645号

第794号

コン ピュー タ ・コ ミュニ ケー シ ョン ・ネ ッ トワー ク(リ ン

クレベ ル通 信規約 及 びパ ケ ッ トレベ ル通信 規 約)
昭55.11月

改 昭59.3月
第844号
第218号

フ ァクシ ミリグルー プ3型 装 置 昭56,12月

改 昭63.12月

第1013号
第865号

日本語テレテックス装置 昭58,12月

改 昭60.3月
改 昭63.12月

第889号

第196号
第866号

パ ー ソナ ル ・コン ピュー タ通 信装 置 昭59.12月

改 昭60.3月

第971号
第199号

フ ァ クシ ミリグルー プ4型 装 置 昭60,3月 第197号

ミクス トモー ド通信 昭60.3月 第198号

電子メール通信網間接統 昭62.11月 第886号

電子メール通信端末アクセス 昭62、11月 第887号

オブジェク ト識別子 平2.12月 第729号

JUST:JapaneseUnifiedStandardsforTelecommunications

(4)高 度 通 信 シス テ ム相 互 接 続 推 進会 議(HATS推 進 会 議)に お け る活 動

ア 相 互 接 続推 進 体 制

資料7一 習1相 互接 続推進体制(2年 度)
〔郵政省〕

高度通信システム相互接続推進会議(
HATS推 進会議)

1

匝到
IIlI IlI

電話・TA分
科 会

G47ア.MHS
クシ ミリ 分科会
分科会

券蔀 券劉 魏 慈昆墾 ぞ顯

て工(じo(し 愈 愈 愈 て)離一

相互接
続推進
の具体
的検討

相互接
親試験
の実施

アナログテ デジタルテレピ
レピ電話相 電話 ・会議相互
互接続試験 接続試験実施連
実施連絡会 絡会

電断・TA相
互接続

試験英施連絡会

G4フ ァMHS相
クシミリ 互接続試
相互接続 験実施遮試験実施 絡会

連絡会

PBX相LAN間 相
互接続試 互接続試験
験実施連 実施運絡会
絡会

「
コンピュー
タ ・ター ミ
ナ ル相互接
統試験実施
連絡会

一 冒層 一 一 ロ

相互接続試験実施連絡会(各 連絡会事務局:通 信機械工業会)

今後設立が予定されてい る連絡会
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イ 相 互 接 続 試 験 実 施 状 況

資料7-12相 互接続 試験実施状 況

対象 システム

相互接続試験実施状況
備 考

1988年 度 1989年 度 1990年 度

G4フ ァ クシ ミリ

〔G4フ ァ クシ ミ リ分 科

会 〕

ステップは1回

換機能につ いて試

ステップ2は バ

ト機能につ いて試

■

ロ… □+

ステ ップ1

ロ

ステ ップ2

MHS

〔MHS分 科会〕

」
'口

ス テ ップ1は84

X.400を 対 象

ス テ ップ2は

一MHSを 対象

D

ステップ1

ロ ー一一

ス テ ッ プ2

デ ジ タル電 話 ・ター ミナ

ル ア ダプ タ

〔電 話 ・TA分 科会 〕

必要に応 じ、引

き相 互接 続 試験

施。

[}一 一一[} 口

PBX

〔PBX分 科会 〕

口 ステップ1は サ

ドレスを使用 しな

線交換機能にっい

験

ステップ2は サ

ドレスを使用 しな

ケッ ト機能にっい

験

口 ロ

ス テ ップ1

ロ … 一一一一一

ス テ ッ プ2

アナログ静止画TV電 話

〔アナ ログテ レビ電話分

科会〕

3版 を対象[}

LAN

〔LAN間 接続分科会〕

ロ ー一一 ISDN、 専 用線 、1

を 介 し たOSI-L

又 はTCP/IP-L

の イ ン ター ネ ッ ト

ク を対 象

コン ピュー タ間通信

〔コン ピュー タ・ター ミナ

ル分 科 会〕

ロ ー一一 試 験用 アプ リ

シ ョンを乗せ た相:

続試験

デ ジタルテレビ電話 ・会

議

〔デ ジタルテレビ電話・会

議分科会〕

ロ ー・ 1990年12月 勧 告

象



7-3標 準化活動 一495一

ウ 相 互 接 続 試 験 を行 う まで の手 順

資 料7-13相 互接続試 験 を行 うまでの手 順

CCITT

(国際電信電話諮問委貝会)
郵 醜 省
電気通信技術審議会

←

↓ ↓ ↓

1

メ ー カ ー TTC
1電気通信事業者HATS推 進 会 議

相互接続試験実施連絡会

1
ウ ,1

i

↓

①

国内標準の策定

③ ド

1

② ▼

1仕 様 アナウ・ス
HATS推 進会議

il製 品 開 発
1 匿 試験対象の決定

⑤'

④.
↓

1基本試験体制・検討
社 内 試 験

⑤ 、「 ▼

網 ～端末接 続
機能確認へ参加

網～端 末接続機能
確 認用 の ネ ッ ト
ワ ー ク の 提 供

相互接続試験実施連絡会

試験項目の作成

⑥ 、 ⑥' ⑥ 、ρ

端末～端末相互接続
試験へ参加 (HATSnetの 提供)

端末～端末相互
接続試験の実施

『

⑦ v ▼

⑦標準準拠の周知'
カタログ等への表
示又はマー ク貼付

ぐ 一 標準準拠確認制度 試験結果のとりまとめ
HATS推 進
会議への報告

`

⑧

F

⑨製 晶0販 売 ⑦
'

HATS推 進会議

r十一ψTTC標 準
補 遺 等 作 成 囲 標準への

7イ ー ド
パ7ク

嘆



一496-7技 術開発

7-4宇 宙通信技術

(1)宇 宙通信の現状

ア 国内の技術開発及び実用の分野の人工衛星及び打上げ計画(無 線

資料7-14技 術開発及び実用の

区別 衛 星 目 的

宇

宙

開

発

事

業

団

静 止 気象衛 星3号

(GMS-3)

「ひ まわ り3号 」

気象衛星に関す る技術開発、気象業務 の改善
1

放 送衛 星2号 一b

(BS-2b)

「ゆ り2号 一b」

放送衛星に関する技術開発、テレビジ ョン放送

の難視聴解消等

海 洋観 測衛 星1号

(MOS-1)

「もも1号 」

海洋面の色及び温度 を中心 とした海洋現象の観

測、地球観測のための人工衛星共通技術の確立

技術 試験 衛 星V型

(ETS-V)

「き く5号 」

静止三軸衛星バスの基盤技術 の確立、次期実用衛星開発
に必要な自主技術 の蓄積、航空機の洋

上管制、船舶の通信、航行援助、捜索救難等の
ための移動体通信実験

通 信衛 星3号 一a

(CS-3a)

「さ くら3号 一a」

CS-2に よる通信サービスの継続、増大す る通

信需要に対処、通信衛星に関す る技術開発

通 信衛 星3号 一b

(CS-3b)

「さ くら3号 一b」

CS-2に よる通信サービスの継続、増大する通

信需要に対処、通信衛星に関する技術開発

静 止気 象衛 星4号

(GMS-4)

「ひ まわ り4号 」

気象衛星に関する技術開発、気象業務 の改善

海 洋観 測衛 星1号 一b

(MOS-1b)

「もも1号 一b」

海洋面の色及び温度 を中心 とした海洋現象の観

測を継続 して行 うとともに地球観測のための人

工衛星共通技術の確立

放 送衛 星3号 一a

(BS-3a)

「ゆ り3号 一a」

BS-2に よる放送サー ビスの継続、増大かつ 多

様化する放送需要に対処、放送衛星に関す る技

術開発、難視聴解消等
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局 を開 設 す る もの)

分野 の人工衛星(運 用 中)

重 量

(kg)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状 高 度
(km)

傾 斜 角
(度)

303 静 止 軌 道 N-II 598.3

350
静 止 軌 道

(東経1100)

N-II 61.2.12

740 円
約909㎞

太陽同期
99 N-II 62.2.19

約550
静 止 軌 道

(東経150.)

H-1

3段 式

試験機一

62.8.27

約550
静 止 軌 道

(東経132.)

H-1 63.2.19

約550
静 止 軌 道

(東経136.)

H-1 63.9.16

325
静 止 軌 道

(東経140◎)

H-1 元.9.6

740 円
約909㎞

太陽同期
99 H-1 2.2.7

約550
静 止 軌 道

(東 経110.)

H-1 2.8.28



一498-7技 術 開 発

区別 衛 星 目 的

そ

の

他

アマ チ ュア衛 星

(JAS-1b)

「ふ じ2号 」

JAS-1の 後継機 としてアマチュア無線技術の

向上並 びにアマチュア無線 を通じての国際親善

を図る。

JCSAT-1 第一種電気通信事業(衛 星通信サー ビス)

JCSAT-2 第一種電気通信事業(衛 星通信サー ビス)
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重 量
(㎏)

軌 道 打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状 高 度(
km>

傾 斜 角
(度)

50 円

近地点約

900kmの

楕円軌道

99 H-1 2.2.7

約1,340

静 止 軌 道

(東 経150.)

ア リア ン4

(ESA)

元.3,7

約1,340
静 止 軌 道

(東経1540)

タ イタ ンm

(米 国)

2.1.1
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資料7-15技 術 開発 及び実用 の

区別 衛 星 目 的

宇

宙

開

発

事

業

団

放送 衛 星3号 一b

(BS-3b)

BS-2に よる放送サー ビスの継続、増大かつ多

様化する放送需要に対処、放送衛星に関す る技

術開発、難視聴解消等

地球資源衛星1号

(ERS-1)

合成開ロレー ダー等 を用いた能動型観測技術の

確立、資源探査、国土調査、農業漁業、環境保

全、防災、沿岸域監視等の観測

技術試験衛星VI型

(ETS-VI)

H-IIロ ケッ ト試験機の性能確認、大型静止三
軸衛星バス技術の確立、固定通信及び移動体通
信並びに衛星間通信 に関する高度の衛星通信の
ための技術開発及びその実験

静止気象衛星5号

(GMS-5)

気象観測 を継続 し、気象業務 の改善 を行 うとと

もに技術の向上を図 る。

地球観測プラット

フォーム技術衛星

(ADEOS)

地 球 環境 の グ ローバ ル な変化 の監視 につ い て、

国際 的 な貢 献 を図 る と と もに、MOS-1及 び
ERS-1の 地球 観測 技術 の維 持 ・発 展 を図 るほ
か 、将 来 型衛 星 の開発 に必要 とされ る技術 等 の
開 発 を図 る。

通信放送技術衛星

(COMETS)

高度移動体衛星通信技術、衛星間通信技術及び
高度衛星放送技術の通信 ・放送分野の新技術、多
周波数帯インテグレーション技術並 びに大型静
止衛星の高性能化技術の開発及びその実験 ・実証

そ
の
他

スー パー バー ドB

第一種電気通信事業(衛 星通信サー ビス)
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分野の人 工衛星(計 画 中)

重 量
(㎏)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状1高(、
。)度

傾 斜 角
(度)

約550
静 止 軌 道

(東経110.)

H-1 3年 度

約1,400 円
約570km

太 陽同期
約98 H-1 3年 度

約2,000
静 止 軌 道

(東経154う

H-II

試験機
5年 度

約338
静 止 軌 道

(東経140り
H-II 5年 度

約3,200 円
約800km

太 陽 同期
約9卵 H-II 6年 度

約2,000
静 止 軌 道

(東経112.予 定)

H-II 8年 度

未 定
静 止 軌 道

(東経162.)

ア リア ン

(ESA)

3年 度
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イ 国内の科学研究分野の入工衛星及び打上げ計画(無 線局 を開設す

資料7-16科 学 研 究 分 野

、

区別 衛 星 目 的

文
部
省
宇
宙
科
学
研
究
所

試験惑星探査機

(MS-T5)

「さきがけ」

M-3SIIロ ケッ トの性能確認、惑星間軌道達

成 とこれに関連 した姿勢制御、超遠距離通信等

の技術の習得

第10号 科 学衛 星

(PLANET-A)

「す いせ い」

惑星間プラズマの研 究及びハ レー慧星の紫外領

域 における観測研究

第11号 科 学衛 星

(ASTRO-C)

「ぎ ん が 」

活動銀河の中心核 のX線 源 の観測及 び多様な

X線 天体 の精密な観測

第12号 科 学衛 星

(EXOS-D)

「あけ ぼの 」

地球磁気圏におけるオーロラ粒子の加速機構及

びオー ロラ発光現象等の精密 な観測

第13号 科 学衛 星

(MUSES-A)

「ひ て ん」

惑星探査に必要 となる軌道の精密標定 ・制御 ・

高効率 データ伝送技術等の研 究、月スイング ・

バイ技術の試験
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るもの)

の 人 工 衛 星(運 用 中)

重 量

(kg)

軌 道 打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状1高(㎞)度1 傾 斜 角
(度)

138 太 陽 周 回 , M-3SII 6航1.8

140 〃 M-3SII 60.8.19

420 楕 円

506

681

3L1 M-3SII 62.2.5

300 長 楕 円
274

10,508
75.1 M-3SII 元.2.22

197 二 重 月 スウ ィン グ ・バ イ軌 道 M-3SII 2.1.24
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資料7-17科 学 研 究 分 野

区別 衛 星 目 的

文

部

省

字

宙

科

学
〆研

究

所

第14号科学衛星

(SOLAR-A)

太陽活動極大期における太陽フレアの高精度画

像観測

磁気圏観測衛星

(GEOTAIL)

地球 の夜側に存在す る長大な磁気圏尾部の構造

とダイナ ミックスに関する観測研究

宇 宙実 験 ・観 測

フ リー フ ラ イヤ

(SFU)

理工学実験、天文観測等各種科学研究、各種先

端産業技術開発等の実施のための宇宙実験等

第15号科学衛星

(ASTRO-D)

宇宙の最深部 を対象 とした 多様 な天体 のX線

像 とX線 スペ ク トルの精密観測

第16号科学衛星

(MUSES-B)

超長基線干渉計(VLBI)衛 星 として大型精密展

開構造機構等の研究及 び電波天文観測

第17号科学衛星

(LUNAR-A)
月内部の地殻構造及び熱的構造 を解明

(注)宇 宙実験 ・観測フ リー フライヤ(SFU)は 、文部省宇宙科学研究所、通産省、宇
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の 人 工 衛 星(計 画中)

重 量

(kg)

軌 道 打 上 げ
ロ ケ ッ ト 打上げ時期

形 状 高 度
(㎞)

傾 斜 角
(度)

420 略 円 550～600 31 M-3SII 3年 度

750 二重 月 ス ウィ ング ・バ イ軌道
米 国 の

ロ ケ ッ ト
4年 度

4,000 円 300～500 28.5 耳一II 5年 度

/

400 略 円 500～600 31 M-3SII 4年 度

廼oo 長 楕 円
1,000
5

20,000

31 M-V 6年 度

550 長 楕 円
100

～

17,000

80 M-V 7年 度

宙開発事業団による共同プ ロジェクトである。
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(2)人 工衛星の開発状況

ア 通信衛星及び放送衛星の概要

資料7-18通 信衛星及び放送衛星の概要

区 別 通信衛星(CS-3) 放送衛星(BS-3)

開 発 の 目 的

①CS-2に よ る通信 サー

ビスを継続す ることd

② 増大かっ多様化する通信

需要に対処す ること。

③ 通信衛星に関する技術 の

開発 を進めること。

①BS-2に よ る放 送サー

ビスを継続すること。

② 増大かつ多様化する放送

需要 に対処す ること。

③ 放送衛星に関す る技術の

開発 を進め ること。

トランスポンダ数

(中継器数)

Ka帯(30/20GHz帯)10

台+予 備5台

C帯(6/4GHz帯)2台 十

予 備1台

3台+予 備3台

(いずれ も12GHz帯)

(実験用広帯域中継器)

伝 送 容 量
電 話 級 換 算 約6,000チ ャ ン ネ

ル

カ ラー テ レビ ジ ョン3チ ャン

ネ ル

中継器1台 あた り

の 出 力

6W(C帯)

10W(Ka帯)
120W

姿勢安 定 方式 スピン安定方式 三軸姿勢制御方式

サ ー ビ ズ エ リ ア

C帯(日 本全土)

Ka帯(沖 縄 を含 む日本全土

の大部分)

日本全土
L

設 計 寿 命 7年 7年
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イCOMETSの 概 要1

資料7-19COMETSの 概要

開 発 の 目 的

高度移動体衛星通信技術、衛星間通信技術及び高度衛星放送技

術の通信 ・放送分野の新技術、多周波数帯インテグレー ション

技術並びに大型静止衛星の高性能化技術の開発及びその実験 ・

実証を行 うこと。

打 ち 上 げ 時 期 '8年 度

重 量 約2ト ン

寿 命 3年 程度

姿勢制 御 方式 三軸姿勢制御方式

打 上 げ ロ ケ ッ ト H-IIロ ケ ッ ト
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ウ 技 術 試 験衛 星 の概 要

資料7-20技 術試験 衛星の 概要

区 別 ETS-V ETS-VI

開 発 の 目 的

① 静止三軸衛星バスの基盤

技術 の確立

② 次期実用衛星開発 に必要

な自主技術の蓄積

③ 航空機の洋上管制 、船舶

の通信、航行援助、捜索救

難等のための移動体通信実

験

①2ト ン級実用静止三軸衛

星のバス技術 の開発

② 将来の実用衛星に必要と

なる高度な衛星通信の技術

開発

搭 載 中 継 器

L帯(1.6/1,5GHz帯)2台

C帯(6/5GHz帯)1台

(予備1台)

固定 及 び移 動体 衛星 通 信機 器

Ka帯(30/20GHz帯)

C帯(6/4GHz帯)

S帯(2.6/2.5GHz帯)

衛 星 間通 信機 器
10帯(43/38GHz帯)

K帯(26/23GHz帯)'

S帯(2.3/2.1GHz帯)

K帯(30/20GHz帯)

衛 星 間光 通信 機 器

姿勢安 定 方 式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式

寿 命 1.5年 10年(バ ス系)
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工 人 工衛 星 の 開発 ス ケ ジュ ー ル

㈲BS-3

資料7-21BS-3の 開発 スケジ ュール

年度 56 57 58 59 60 61 62 63 元 1 2 3 4

研究 開発
研究 開 発 運

合

3b

用

運用

《,

騨
、

騨 (基本設計、詳細設計、維持設計〉

シG《

3a

打

上げ
噸

打上げ
1

ωCOMETS

資料7-22COMETSの 開発 スケ ジ ュール

年度 2 6 4 5 6 7 8 9

開発
研究

く一一r-一 →陶{

開 発 運 用

予備
設計

(基本設計、詳細設計、維持設計)

,倉 く

打上 げ

㈲ 技 術 試 験衛 星1

資 料7-23ETS-Vlの 開発 スケ ジュール

年度 60 61 62 63 元 2 3 4 5

概念
設計

予備
設計

弾

基本設計 詳細設計 維持設計 運 用

弾Ω ←一

打 上 げ

一 ` ` タ 略 タf
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(3)衛 星 通信 の研 究 、

ア 通 信 方 式

資料7-24通 信 方式の研 究状況

項 目
概 要/

2年 度の研究動 向 3年 度以降の研究予定

時 分 割 多元 接 続

(TDMA)方 式 の

開発 と実験研究

低速データ伝送 シ

ステム と超小型地

球局の開発及び実

験研究

再生中継による低

速通信網の研究

新周波数帯衛星放

送 システムの研究

通信放送技術衛星

計画による高度移

動体及び高度衛星

放送 システムの研

究開発

・伝送速度可変型TDMAシ ステ

ムによる新 しい降雨減衰補償技

術の検討を行い、開発 を完 了し、

実験に着手する。

・送受信が可能な直径30cmの パラ

ボラア ンテナに よる準 ミリ波帯

超小型地球局を開発 中

L

・音声、メッセrジ 及びデー タ伝

送が可能な超小型携帯型及び移

動地球局による低速通信網のた

めの衛星搭載中継器性能確認モ

デルの開発 を実施

・マルチビームアンテナによって

周波数再利用が可能な新周波数

帯放送 システムの衛星中継器及

びマルチ ビームアンテナの性能1

確 認モデルの開発を実施

・Ka・ ミリ波帯の高度移動体 及

びパー ソナル衛星通信方式の研

究に着手
・Ka帯 高度衛星放送方式の研 究

に着手

・衛星通信 高度利用パイロッ ト計

画が目指 している 「経済的で利

便性の高い」衛星通信 システム

のモデル シ ステムの1つ とし

て、伝送速度可変型TDMAシ

ステムによる回線制御、多重化

方式及び降雨減衰補償制御の実

験研究を実施す る。

・既開発の低速メッセー ジ通信装

置(伝 送速度:300bps)と 組合

わせて、衛星通信実験により、

システムの諸 特性 を明 らか に

し、実用 システム としての有用

性 を確認する。

・可搬性、操作性、経済性に優れ

た小型地球局による通信実験に

着手す る。

・3年 度 も研究開発 を継続 し、成

果を通信放送技術衛星計画の高

度移動体衛星通信 システムの開

発に反映す る。

・3年 度 も研究開発 を継続 し
、成

果を通信放送技術衛星計画の高

度衛星放送 システムの開発に反

映す る。

・S年 度の衛星打上 げを目標に搭

載機器の開発 を推進す る。

・地上実 験 システムの 開発 を行

う。
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イ 管 制

資 料7-25衛 星管制 の研究状況

項 目
概 要

2年 度の研究動 向 3年 度以降の研究予定

軌道工学の研究

字宙局監視、軌道

の有効利用の研究

衛星実験及び衛星

計画

・軌道工 学試験装置 の整備 を進

あ、実験用モデル衛星、制御 ソ

フ トウェアを製作

・静止軌道の利用状況の調査、軌

道利用精度分析法の開発

・ETS-V測 位 デー タの解 析
、

ETS-VI笑 験用軌 道解析 ソフ

トウェアの開発

・衛星軌道の相互誘導
、クラスタ

制御の模擬実験

・軌道利用データベースの作成、

精度分析法の グレー ドア ップ

・解析ソフ トウェアの開発お よび

実験予備解析

ウ 高精度姿勢検出及びアンテナ制御

資料7-26高 精度姿勢検出及びアンテナ制御の研究状況

項 目
概 要

元年度の研究動向 2年 度以降の研究予定

ETS-VI衛 星 を

用いた実験計画

海 洋 観 測 衛 星

(MOS-1)衛 星

検証実験

宇宙光通信地上セ

ンターの利用

・同衛 星 の姿 勢 を地上 か ら レーザ

光 を発射 し、(ロ ール 、ピ ッチ角

0.0020ヨ ー角0.05.)と い う従 来

に な い高精 度 で決定 。2年 度か

ら搭 載 モ デル(EFM)の 製 作 を

開始

・MOS-1衛 星 の セ ン サ

MESSRで 地 上 か ら の レー ザ

ビー コン を検 出、 地球 画像 に現

れ る レー ザ ・スポ ッ ト像 を利 用

し、 画像 の絶 対位 置較 正 を行 う

実 験 を実 施。姿 勢 も推定 され た。

・同セ ンター は多 目的 な光 学研 究

施 設 であ るが 、0.0010の 精 度 で

衛 星 を追尾 し、0.0001。の精 度 で

レー ザ ビー ムの方 向 を制御(ア

ン テナ制御 に相 当)す るシ ステ

ム を完 成

・EMを2年 余 りで 開発、改修

(2、3年 度に実施)して搭載モ

デルとし、5年 の打上げ後は、

実際の実験 を行 う。

・3年度以降 も継続 して実験 を行

う。MOS-1bに ついて も実験

を行 う計画。(CRL-NASDA

共同研究)

・地上での予備実験および測地実

験衛星(EGS)等 の衛星を用い

た実験 を行 っていく予定
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エ マ ル チ ビー ム ア ン テナ

資料7-27マ ルチ ビームァ ンテナ の研究状 況

項 目
概 要

2年 度の研究動 向 3年 度以降の研究予定

衛星搭載用アンテ

ナ

アンテナ特性解析

システム

・技術 試 験 衛 星VI型 搭 載 用2

GHz帯 マルチ ビームア ンテナ

システムの総合調整及び試験

・衛星搭載用アンテナの測定及び

試験

・宇宙実証実験の準備及びその遂

行

マルチビームアンテナ:同 時に複数個の ビームを形成できるアンテナ。異ビーム間で同
一周波数 の多重利用ができ、通信容量の増大が実現で きるほか、

地球局送受信設備 の簡易化、経済化が可能 となる。

オ 航 空 ・海 上衛 星 技術

資料7-28航 空 ・海上衛 星技術 の研究状 況

項 目
概 要

2年 度の研究動向 3年 度以降の研究予定

ETS-Vを 用 い

た移動体通信実験

陸上移動実験

船舶実験

測位実験

ETS-V利 用

実験

国際共同実験

～

・車載局装置、電測システム を用

いて実験 を実施

・移動局用アンテナシステムの開

発 を実施

・列車実験 を実施

・北海道大学の練習船 を使用 して

南方航路で測位実験 を中心に実

施

・ETS-V及 び インマルサ ット

を用いた2衛 星測位実験 を実施

・利用実験 を実施

・オース トラリアAUSSATと 共

同実験 を実施

・ハワイ大学 と共同実験を開始

・実 験 を継 続 し、 デー タの蓄 積、

解析 を進 め る。

・測 位実 験 を継 続 し、 デー タの蓄

積 、解 析 を進 め る。

・利 用実 験 を推 進 す る。

・共 同実 験 を継 続 す る
。



7-4宇 宙通信技術 一513一

力 衛 星 に よ る高 精 度 時 刻 比較

資料7-29衛 星 に よる高精度 時刻比 較の研 究状 況

項 目
概 要

2年 度の研究動向 3年 度以降の研究予定

光時刻比較

GPS時 刻比較

双方向時刻比較

・世 界最 高精度の レーザ測距に成

功
・エタロンキャンペーンへの参加

・2周 波相関型電離層計測機 の開

発 に成功、精度劣化状況の研究

・インテルサ ット国際実験の準備

・レーザパ ルスの時間計測技術の

確立

・時刻比較の総合的高精度化

・日韓、 日豪実験の準備

GPS(GlobalPositloningSystem):汎 地球 測位 シ ステム

キ 衛 星 間 通 信 技 術

資 料7-30衛 星 間通 信 技 術 の 研 究 状 況

項 目
概 要

2年 度の研究動 向 3年 度以降の研究予定

ETS-VIに よ る

計画

宇宙 ステーション

による通信実験計

画

将来の宇宙通信イ

ンフ ラス トラ ク

チャの研究

・Sバ ン ド(2GHz帯)衛 星 間

デー タ中継 ・追跡実験搭載装置

の開発 をNASDAと 共 同で実

施、フライ トモデル として衛星

本体へ の組み込みを開始
・ミリ波帯(43/38GHz帯)衛 星

通 信実験搭 載装置EMの フラ

イ トモデルへの改修 を終了、衛

星本体への組み込みを開始
・光(レ ーザ光)宇 宙通信実験搭

載装 置EMを フライ トモデル

に改修

・地上実験施設整備計画の具体化

・字宙ステーションにおけ る理工

学通信実験の一環 として、大型

アンテナ組立て ・応用実験 を検

討、組立型アンテナ地上試験モ

デルの開発を終了

・光先端通信(大 容量光通信)技

術開発構想の検討
・スペー スデプリ観測技術の検討

・平成5年 夏期のETS-VI打 上

げに向け、Sバ ン ド、 ミリ波、

光の搭載機器の開発及び衛星本

体への組み込み支援
・地上実験施設の整備

・各搭載機 器を使用 した実験計

画、詳細の具体化

・組立型ア ンテナ地上試験 モデル

を用いた組立 ・測定試験の実施
・宇宙での大型アンテナ試験技術

の研究

・光先端通信技術の研究 ・開発

・スペースデプ リ観 測技術 の研

究 ・開発
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7-5電 磁波有効利用技術

(1)デ ジタル陸上移動通信方式

資料7-31デ ジタル陸上移動遍信方式の研究状況

項 目
概 要

2年 度の研究動 向 3年 度以降の研究予定

デジタル方式自動

車電話システム

簡易型携帯電話シ

ステム

デジタル方式MCA

システム

・デジタル方式自動車電話 システ

ムについて電気通信技術審議会

かち答申を得 られ、 これに基づ

き省令改正が行われた。

・簡易型携帯電話(パ ーソナル ・

ハ ンディホン)シ ステムについ

て電気通信技術審議会で検討中。

・「移動通信のデジタル化 に関す

る調査研究会」で検討中。

・技術的な標準化作業 を但の電波 シ

ステム開発センターで行 う。

・電気通信技術審議会に諮問予定

(注)自 動車電話にっい ては800MHz帯 及び工.5GHz帯 の周波数 の電波が適 当である

旨の答申を得 ている。

また、 コー ドレス電話(携 帯電話)及 びMCAシ ステムについては、1～3GHz

の周波数の電波を使用することを中心 に検討 している。

②40GHz以 上 の 電 波 利用 の研 究

資料7-324①GHz以 上 の電波利 用の研 究

項 目
概 要

2年 度の研究動 向 3年 度以降の研 究予定

ミリ波センシング

システムの研究開

発

ミリ波伝 搬 実 験

データの解析

・50GHz帯 映像伝送装 置及 び60

GHz帯 ポーラ リメー タに よる

土壌や各種建材 を対象に した散

乱実験 を実施
・80GHz帯 ボー ラ リメー タの整

備完了

・NASA(米 国航空宇宙局)と の

日米共 同の80/240GHz伝 搬実

験 を実施

・50GHZ帯 映 像 伝 送 装 置 及 び60

GHz帯 ポ ー ラ リ メー タ に80

GHz帯 ポー ラ リ メー タ を 加 え

て、各 種 物体 の ミ リ波 散乱 実験

を実施 す る。

・100GHz帯 散 乱 計 の整備 を開始

す る。

・実 験 を継 続
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③ テ レ ビ ジ ョ ン ・フ ァ クシ ミ リ多 重放 送

資料7-33テ レビジ ョン ・ファクシ ミ リ多重放 送の技術動 向

年度

区別
57 58 59 60 61 62 63 元 2 3年 度以降

電 気 通 信 技 術審 議 会 審 議

放 送 技 術 開 発
協 議 会

実用化のための検討

(アナログ方式)

(有 料方 式)

モ 2年9月 答申

,

(デジタル方式)
唖 「

(実験等の実施)

〉

畷

《 一一 一 一 一一 一

実用化
←

(注)テ レビジョン ・ファクシミリ多重放送 とは、写真など階調のある画像や文字情報

をテレビ電波のすき間に重畳 して放送 し、受信端末の記録紙にプ リン トさせ るもの

である。'

(4)ク リア ビ ジ ョ ン:EDTV(高 画質 化 テ レ ビ)

資料7-34EDTVの 技術動 向

年度

区別
57 、 58 59 60 61 62 63 元 2 3年 度以降

テレビジョン放送画
質 改 善 協 議 会

電気通信技術審議会

第1世 代EDTV

第2世 代EDTV

普 及 促 進 活 動

放 送 技
術 開 発
協 議 会

第1世 代EDTV
実 用 化

喚 ,

噸 r
一部答申

、

唾

曙

`

(注)ク リア ビ ジ ョン とは 、現行 の テ レ ビジ ョン方 式 との両 立性 を確保 しっっ 、最近 の

デ ジ タル技 術 と画像 処理 の 技術 に ゴー ス ト除 去 を加 え、 高画質 化 を図 るテ レビジ ョ

ン方式 で あ る。
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⑤ 中 波 ス テ レオ放 送

資料7-35中 波ス テ レオ放送 の技術動 向

年度

区別
63 元 2 3年 度以降

電気通信技術審議会

実 用 化

《 ,

←

(注)中 波ステレオ放送 とは、現在の中波放送 との両立性 を保 ちながら音声をステレオ

化 した放送である。

(6)FM多 重 放 送

資料7-36FM多 重放送の 技術動 向

年度

区別
57 58 59 60 61 62 63

元
2 3年 度以降

1.固 定受信 を行 う
FM多 重放送システ
ムの技術的条件

2。 文字信号等の伝

送方式の詳細(F
M文 字 多重放送)

3,移 動受信が可能な

技術的条件

・一 部 答 申

《

← 鴨一一

《
電通技審

9

電通技審

電通技審
1

(注)FM多 重放送は、FM放 送の電波に もう一つの独立 した音声信号、文字信号等 を多

重 して放送するものである。
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(7)放 送 衛 星 に よ るテ レ ビ ジ ョン放 送 の有 料 方 式

資 料7-37放 送衛 星 によ るテ レ ビジ ョン放送 の有料方 式の技術動 向

年度

区別
57 58 59 60 61

1

62 63 元 2 3年 度以降
1

電気通 信 技術
審 議 会 審 議

省 令 化 等

実 用 化

でr

、 ,

63年11月 答 申

く

2年 度
聖

(注)有 料方式は、放送視聴者が、特定の放送番組の視聴 を希望 し、放送事業者と対価

的契約を結ぶ ことに よって放送サー ビスを受ける方式であ り、衛星放送に適用が可

能である。

(8)放 送 衛 星 に よ るデ ー タ伝 送

資 料7-38放 送衛 星に よるデー タ伝送の技 術動向

年度

区別
57 58 59 60 61 62 63 元 2 3年 度以降

1.デ ータチャネ
ルの使用に関す
る技術 的 条 件

2.デ ータ放送に

関する技術的条件 `

、 シ

電通技審63年3月 答 申

電通技審

(注)我 が国の衛星テレビジョン放送の方式においては、音声を副搬送波方式のデジタ

ルチャネルで伝送 している。このデジタルチャネル(伝送寄量2,048kb/s)を デー タ

チャネルと呼び、 テレビジョン音声以外にデータも伝送できる能力を有 してお り、

この伝送容量上の余地を利用 して、他 の用途のサービスに適用す ることが技術的に

可能 となっている。
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⑨ ハ イ ビ ジ ョン

・ 資 料7-39ハ イ ビジ ョンの技術 動向

年度

.区別 57 58 59 60 61 62 63 元 2

一

3年 度以降

電 気通信 技 術
審 議 会 審 議

省 令 化

実 用 化 `

{

r

2年6月 答申
》

H

(注)ハ イビジョンは、現行のテレビジ ョン放送に比べ てはるかに きめが細か く鮮明で、

しか もワイ ドな画面により迫力 と臨場感にあふれた画面が得 られ るテレビジ ョン放

送 である。

資料7-40現 行 テ レビジ 目ン方式 とハ イ ビジ ョンの ス タジオ規格 の比較

ハ イビ ジ ヨ≧規格

現 行 テ レビ ジ ョン
日 本 方 式 (ヨー ロツノぐ提 案 方 式)

走 査 線 数 1,125本 1,250本 525本

アスペ クト(横 縦)比 16:9 16:9 4:3

イ ン タ レ ー ス 比 2:1 2:1 2:1

ブ イ ー ル ド 周 波 数 60Hz 50Hz 59.94Hz
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⑳ 通 信 衛 星 を用 いた衛 星放 送 サー ビ ス

資料7-41通 信 衛星 を用 いた衛星放 送 サー ビスの技術動向

年度

区別
57 58 59 60 61 62 63 元 2 3年 度以降

電気通 信技 術
審 議 会 審 議

省 令 化

実 用 化

E

ξ

音声放送2年1月 一部答申
テレビジョン放送2年11月 一部答 申

←

1
・→ 音 声放 送

→ テレビジョン放送

3年 秋頃
←-rr曽 ロ▼r-一 冒

音声放送
←F-一 冒一一曽

テレビジョン放送

(注)通 信 衛星 を用い た衛 星放 送 は、放 送衛 星 業務(共 同受 信)と して分 配 され て い る、

12,5～12。75GHzの 周 波数 帯 を用 い て音声 放送 、 テ レビ ジ ョン放 送 等 を行 うもの で

あ る。
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⑪ 宇宙電波による高精度時空計測

資料7-42宇 宙電波による高精度時空計測技術動向

項 目
概 要

2年 度の研究動 向 3年 度以降の研究予定

国内実験

L

国際実験

技術開発

・西 太平洋VLBI実 験 の実施 継

続、太平洋プ レー ト上にあ る南

鳥島局の運動 を実測することに

成功

・国土地理院、北海道移動局実験

に協力

・国立天文台 との ミリ波VLBI実

験実施

・史上初の南極VLBI試 験観測に

成功、極地研究所VLBI計 画に

協力

・国際地球回転事業技術開発 セン

ターに通信総合研究所が指名さ

れ る

・地球回転の高精度化実験の実施

・SLR、エ タロンキャンペーン参

加

・K-4型VLBIシ ステムの開発

・VLBIと 衛星レーザ測距法の相

互比較 の研究

・5年 度 まで実験継続(西 太平洋

実験)

・国土地理院 との第2次 実験協力

(5年 度まで)

・将来の宇宙空間VLBIに つ なが

る

・極地研究所の南極VLBI計 画に

協 力

・長期的研究プ ロジェクトとして

取 り組み、 日本標準時の高精度

化 と密接 に関連させ る

・VLBIと の相互比較 を実施

・K-4型 システムの開発 を継続

・コロケー ション実験の実施

VLBI(VeryLongBaselineInterferolnater):超 長 基線 電波 干 渉計

SLR(SatelliteLaserRanging):衛 星 レー ザ測 距

エ タ ロン キ ャンペー ン ニソ連の 最新 鋭 レー ザ衛 星(エ タロ ン)を 用 いた測 地 及 び地球 回

転 の精密 計 測 のため の レー ザ 測距 国際 キ ャ ンペー ン
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ω 電 波 ・音 波 大気 リモ ー トセ ン シ ン グ

資料7-43電 波 ・音波 大気 リモー トセ ンシ ングの技 術動向

項 目
概 要

2年 度の研究動向 3年 度以降の研究予定

RASSの 開発研究

RASSの 応用研究

ウインドプロフア

イラーの研究開発

・FM音 波 を用 いたRASSは 、

気温測定精度の改善 に有効 であ

ることを解析
・降雨時の気温高度分布測定実験

・高度3kmま での低層大気の風速

分布測定用 レー ダを開発

・環境影響物質輸送観測用 レーダ

の送信部を開発

・FM音 波 を用 い たRASSの 検

証実験

・降雨時の気温高度分布測定の応

用実験 を継続
・低層大気風速分布測定用 レー ダ

によるアジアモンスーン観測の

研究
・環境影響物質輸送観測用 レーダ

の受信部 を製作、総合調整

RASS(RadioAcQusticSoundingSystem):音 波 源 と ドップ ラ レー ダ で 構 成 した 気

温 ・高度分 布 を測定 す る装 置

⑬ マ イ ク ロ 波 リ モ ー トセ ン シ ン グ

資 料7-44マ イ ク ロ 波 リモ ー トセ ン シ ン グ の 技 術 動 向

項 目
概 要

2年 度の研究動向 3年 度以降の研究予定

国際実験

国内研究開発

観測実験

・航空機搭載マイクP波 散乱計/

放射計による降雨観測に関する

NASAと の共同実験研究(台 風

実験)
'熱帯降雨観測衛星(TRMM)搭

載降雨レーダ技術の開発
・広域海洋観測 システムの開発

・氷床観測用アイスレーダの開発

・短波長 ミ11波帯電磁波による地

球環境計測技術の研究
・小 型 ・高性能航 空機搭 載映像

レーダ(SLAR)に よる降雨の観

測実験並びそのデータ処理
・多周波FM-CWレ ーダに よる

稲作のマイ クロ波散乱特性の観

測実験とデータ処理
・地上 リンクを用いた降雨量 とマ

イクロ波減衰の測定実験

・NASAと の共 同実 験 研 究 の継

続

・NASA 、 宇宙 開発事 業 団 と協 力

して 開発 を継 続

・継 続

・継 続

・継 続

・継 続

・継 続

・ERS-1実 験 への 参加

・継続
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(1の レー ザ リモー トセ ン シ ン グ

資粁7-45レ ーザ リモー トセ ンシングの技術 動 向

項 目
概 要

2年 度 の研究動向 3年 度以降の研究予定

コヒー レン トライ

ダー

レーザヘテロダイ

ンラジオメー ター

砂漠中大気塵測定

用 ライダー

レーザ測距を利用

す る山体変形の検

出

宇宙光通信地上セ

ンターの利用

・コ ヒー レ ン トラ イダー に よ る大

気 風の実 証観 測
'

・成 層圏 大気 組成 の航 空機 観 測

・砂 漠用 可視 デー タ処理 系 の整 備

・レーザ 送 信部 の整 備

・赤 外、 可視 及 びFTIRに よ る衛

星 、天体 観 測

・レーザ 測 距 、エ タ ロ ン キ ャ ン

ペ ー ン

噛
・野外観測による比較実験

・惑星及び地球大気組成用 レーザ

ヘテロダインラジオメーターの

研究

・可視赤外2波 長 ライダーの整備

と国内での試験

・レーザ測距受信部の整備

・赤外、可視及びFTIRに よる衛

星、天体(特 に銀河)観 測

・レーザ測地観測

FTIR:フ ー リエ変換 分光 計
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7-6有 線 伝 送 及 び 交換 技 術

(1)デ ジ タル伝 送 方 式

ア デ ジタ ル符 号 化 方 式

資料7-46』 符 号化方 式等

方 式 扱 う信号 概 要

PCM符 号 化

音声信号
夏 声信号(臨0・3～3・4kH・)を64ゆ/・ に変

ADPCM符 号 化 音 声信 号 を冗長 度圧 縮 技術 を利用 し、32kb/s
以下 また は、64kb/s(高 品 質音声)に 変換

フ レー ム 内 符 号 化

映像信号

本方 式 の適用 に よ り、約1/2に 圧 縮

フ レー ム 間 符 合 化
直接PCMで 符号化 した場合(NTSCカ ラー

TV信 号 で約100Mb/sに 比較 し、約1/5に 圧
縮

直 交 変 換 本方 式 の適用 に よ り、約1/5に 圧縮(コ サ イン変
換 の場 合)

ベ ク ト ル 量 子 化 本 方式 の適 用 に よ り、約1/10に 圧 縮

コ マ 落 と し 本 方式 の適 用 に よ り、約1/2～1/6に 圧 縮(用
途 に よ り異 な る)

可 変 長 符 号 化
ラ ンレング ス符号 化

本 方式 の適 用 に よ り、約3/5に 圧縮

イ 多重変換方式

資料7-47多 重変換方式

装 置 概 要

スタッフ多重変換

デ ジ タル1次 群(1.5Mb/s)か ら2次 群(6.3Mb/s)、2次 群 か ら

3次 群(32Mb/s)、3次 群 か ら4次 群(98Mb/s)、4次 群 か ら5

次群(397Mb/s>へ 多重 化 す る際に適 用

同 期 多 重 変 換
交換機やデータ端末等か らのデジタル信号 を複数対地に設定され

た各種伝送路に効率的 ・経済的に収容する際に適用
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ウ 中 継伝 送 方式

資 料7-48主 な中継伝送 方式

方 式 名 使用ケープルの種類 チ ャ ネ ル 数

DP-1.5M メ タ リッ クケー ブル 電 話 換 算24チ ャネル

F-6M 光 フ アイバ ケー プ ル 〃96チ ャネ ル

F-32M 光 フ アイバ ケー プ ル 〃480チ ャネ ル

F-100M 光 フア イバ ケー プル 〃1,440チ ャ ネル

F-400M 光 フ ァイバ ケー ブ ル 〃5,760チ ャ ネ ル

F-1.6G 光 フ ァイバ ケー ブル 〃23,040チ ャ ネ ル

、

ES-400M 海 底光 フ ァイバ ケー ブル 〃5 ,760チ ャ ネ ル

工 加入者線伝送方式

資料7-49デ ジタル加入者線伝送方式の種類

方 式 ケープルの種類 概 要

2線 時分割伝送
方式

メタ リッ クケー プル

2線 メタ リッ クケー ブ ル を使 用 した信 号速

度144kb/s(伝 送速 度192kb/s)の デ ジ タル

双 方 向伝 送方 式(1イ ン タ フェー ス64kb/
s×2+16kb/s)

加入者線デジタ
ル多重伝送方式

光 フ ァイバ ケー ブル
メタ リックケー ブル

信号速度144kb/sの デジタル加入者線を最
大60回 線多重化 してデジタル伝送 を行 う方
式
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(2)デ ジ タル交 換

資料7-50デ ジタル交換機 の開発経緯 一

年 度 デ ジ タ ル 交 換

57 デジタル中継交換機(D60形)

58
デジタル加入者線交換機(D70形)

遠隔制御交換装置

63 1イ ン ター フ ェー ス加 入者線 モ ジュー ル(ISDN加 入者 の収 容)

元
高速 系 交換 モ ジュー ル(ISDNに おけ る高速 呼(384kb/s、1,536kb/s)の 中

継交 換 を行 う)

7-7デ ー タ通 信 シ ステ ム

(1)デ ー タ交 換

資料7-51デ ータ交換の 開発経 緯

年 度 DDX回 線 交 換 DDXパ ケ ッ ト交 換

57 国際パケッ ト交換接続

58 改良形集線多重化装置

60

改良形 回線交換機

多目的集線多重化装置

加入電信網の統合

'電 話 一パ ケ ッ ト網 間接 続

80年 版X.25

61

改良形 パ ケ ッ ト交 換機(D51形)

ロ ングパ ケ ッ ト

63 DDX網 監視システム DDX網 監視 システム
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② 情 報 処 理 技術

ア ハ ー ドウエ ア

資 料7-52デ ー タ通信 シス テムのハ ー ドウ ェァ技術 の動 向

項 目
概 要

元年度までの技術動 向 2年 度以降の研究課題

本 体 系 装 置 ・シ ン グルプ ロセ ッサ に よる処

理 技術

1～10MIPS;MIPS=、
MegaInstructionPerSec・

ond

・設 備 の 二重化 に よる信 頼 性 向

上 技 術

DUPLEX:障 害 時切 替 運転

DUAL:並 列運 転

・マルチプロセッサに よる超高

速処理技術

100MIPS以 上

・多重構成 による高信頼性技術

相互監視運動

多数決による超高信頼性運転

'

通信制御装置 ・本体系介在型

データの送受信制御はすべて

本体で行い、回線 との接続の

みを通信制御装置で行 う技術

・機能独 立型

本体 か らの 命令 に従 って、

デー タの送受信制御、回線 と

の接続 を行 い、結果だけを本

体に通知する技術

・自己判断型

データの送受信制御、回線 と

の接続は もちろんのこと、結

果 を判断 し、デー タ再送など

の処理 を行 う技術

・ISDN対 応超高速型

ISDNへ 対応させ るように64

kb/s～1.5Mb/sの 高 速 回線

に対応する技術

周 辺 装 置 ・MT(磁 気 テー プ)

・磁 気 デ ィス ク

1GB以 下UGB=10億 バ イ

ト)

・光ディスクに よる高密度補助

記憶技術

数GB～ 数10GB

」
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イ ソ フ トウェ ア

資料7-53デ ー タ通信 システ ムのソ フ トウ ェア技術 の動向

項 目
概 要

元年度までめ技術動向 2年 度以降の研究課題

ソフ トウェアの

作成及び維持管
理の効率化

・ア セ ンブ ラに よ るソ フ トウェ

ア 作成 技術

・Cな どの高級 言 語に よる ソフ

トウ ェア作 成技 術

・SDL(CCITTSpecificat1on

andDescriptionLan・

guage)や 、CHILL(CCITT

HighLevelLanguage)な ど

の 交換 機専 用 記述 言語 に よる

プ ログ ラム作成 技術

ネ ッ トワー ク ・

アー キ テ クチ ャ

・無手順によるデー タ伝送技術

・BSCな どに よるデー タ伝送

技術

誤 り訂正機能を含んだ半二重

型伝送方式

・パケ ットによるデー タ伝送技

術

・OSIに 準拠 した高度 デー タ伝

送 技術

OSI:OpenSystemsInter-

connection

国際 標 準化 機 構(ISO)及 び

CCITTに よ り標 準化 され っ

つ あ る異 機種 間 の通信 方式 で

あ る開放 型 シス テム 問相互接

続 方 式

・ISDN対 応 デー タ伝送 技術

ウ 機 密 保 護

資料7-54デ ータ通信システムの機密保護技術の動向

項 目
概 要

元年度までの技術動向 2年 度以降の研究課題

暗 号 化 技 術 ・秘密鍵 によるデー タ暗号化技

術

・公開鍵によるデー タ暗号化技

術

・周波数拡散 による音声暗号化

技術

・暗号化装置の小型化(1チ ッ

プ化)、低価格化

・ICカー ドな どを利用 した高

度暗号化技術

・暗号鍵 を利用 したデジタル署

名技術

個 人 認 証 技術 ・パ ス ワー ドに よ る認証 技術 ・指紋、網膜など個人の特徴 を

利用 した認証技術
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(3)デ ー タ宅 内装 置

資料7-55デ ータ宅内 装置技術 の動向

項 目

概 要

元年度 までの技術動向 2年 度以降の研究課題

文字認識装置 ・キーボー ドによる文字認識技

術
・手書 き文字による1文 字解析

技術

・手書 き文字による自然文章解

析技術

図形入出力装置 ・イ メー ジス キ ャナに よる図形

入 力 技術

・CRTに よ る図 形表 示技 術

600×400ド ッ ト程 度

・ビデ ォ ス キャ ナに よ る 自然 画

入 力 技術

・超 高 密 度CRTに よ る図 形 表

示 技術

2,000×2,000ド ッ ト程 度

・大 形 液 晶デ ィスプ レイの開 発

音声入出力装置 ・IC録音技術

・単語合成出力技術

・特定話者に対する音声認識技

術

・自然音声出力技術

・不特定話者に対す る自然言語

理解技術
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7-8各 種 通 信 技術

(1)ホ ー ムバ ス シ ステ ム

資料7-56ホ ームバ スシステム の標 準化動 向

標準化の範囲
57

年 度

58 59 60 61 62 63 元 2 3 4

基

本'

規
格

OSI参

照モデルに

おけ る第1

階層か ら第
3階 層まで

H
B
S
標
準
案

最
終
報
告

H
B
S
規
格
制定

運
用
基
準
制
定

規
格
追
補
制定

1郵政省 ・家庭における情

報化に関する調査研究会

H
B
S
規
格

H発
B表
S
標
準
案

電波技術協会 ・
日本電子機械工業会

(合同HBS規 格委貝会)

廉 撒㊧
応
用
規
格

OSI参

照モデルに

おける第7

階層

馨
書

羅
製コ ミュニ ケー シ ョンサ ー ビ

ス関連 の 応用規 格

(コマ ン ドの コー ド割 当 等)
通信機械工業会 ＼

/

穰製 警
発

ハ ウ ス キ ー ピ ン グサ ー ビ ス

関 連 の 応 用 規 格

(コ マ ン ドの コー ド割 当 等)
llll
ll;1
}}ll
llll
l}!1

オ ー デ ィ オ ・ビ デ オ ・コ ン

ピ ュー タ サ ー ビ ス の 応 用 規

格

(コ マ ン ドの コ ー ド割 当 等)
1111
!;ll
lII。

・一 難 行〉
5

i
>
i

ll
tl

ll規

聯噸
日本電子機械工業会

i目ii
HBS:ホ ー ムバ ス システム

IEC:国 際電 気標 準 会 議
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(2)電 話 サ ー ビ スの 多様 化 技 術

資料7-57電 話サ ー ビスの 多様化技 術 の動向
1

年度 サー ビスの 多様 化 電話機 の 多様化

59 公衆利用形 自動電話サー ビス 国際 自即磁気カー ド公衆電話

福祉用改良形電話機

文書通信端末

60 三者通話サー ビス

電話一パケ ット網 間接続

フリー ダイヤルサー ビス

電話会議サー ビス

ダイヤルインサー ビス

コー ドレス電 話機

セ キ ュ リテ ィ機能 付 ホー ム テ レ ホン
曳

留守番電話

描画通信端末

マ ルチメデ ィア通信端末

新形 ピンク電話機

61 航空機電話サービス

自動 クレジット通話サー ビス

伝言ダイヤルサービス

航 空機公衆電話機

ドアホン付電話機

62 高度でんわばんサ己ビス コー ドレス電話機 の開放

電車用カー ド式電話機

63 オ フ トー ク通 信 サー ビス 静止画テレビ電話機

元 ダ イヤ ルQ2サ ー ビス

#ダ イヤ ルサー ビス

デジタル公衆電話機

カー ド式ピンク電話
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'

資 料7-581SDNサ ー ビスの 動向

年度 ISDNサ ー ビ ス の 動 向

59 INSモ デルシステム実験開始(三 鷹地区等)

61 広域 実験(東 京 、名 古屋 、 大阪 、筑 波)

63 ISDN基 本 イ ン タフ ェー ス回線交 換 サー ビス(INSネ ッ ト64)

元

r/./

ISDN・ 次群 イ ・タ フ・一 ス 回線 サ ー ビス(INSネ ・ ト15・Q/

L
(3)通 信 網 の安 全 ・信 頼 性 向 上 技術,

資料7-59通 信網 の安全 ・信 頼性 向上技術の動 向

年度
主な技術項目

57 58 59 60 61 62 63 元 2年 度以降

・パ スワー ドに よるア クセス コン トロール技術

・冗長構成 によ るバ ックア ップ技術

・通信デ ータの暗号化技術

・オペ レー テ ィングシステムやデー タフ ァィルの保

護技術

・ネッ トワー クの総合管理 技術

・ICカ ー ド等に よるア クセ スコン トロー ル技術

・指紋 ・網 膜な どに よる個 人認証技術

1
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(4)通 信 用 電 源 の技 術 開発

資料7-60通 信用 電源 の技術 開発の動 向

年度 デジタル化へ
の対応

省資源 ・省エ
ネルギー対策

商用電源以外
による装置の
開発

災害防災対策

一

保守作業の効
率化対策

56
可 搬 形 ガ ス
ター ビン発電
装置

小型 シール鉛
蓄電池

57
D60形 パ ッ
ケー ジ
コンバー タ

'
電力遠隔集中
監視 システム

58
D70形 パ ッ
ケー ジ
コンバー タ

L ダ リウス形風
力発電装置

59
プースタ式直
流供給方式

デマン ド制御
装置

診断機能付小
容量ディーゼ
ル発電装置

60 高周波スイッ
チング整流器

蓄電池式容量
試験装置 、、

61
モー ル ド形 ト

ラン ス

診 断 機 能 付
デ ィーゼル発
電装置
中容量鉛 シー
ル蓄電池

62
ケー ブ ル保 護

用 ヒュー ズ

63 分散給電方式

元 オ ン ボー ドコ
ンバ ー タ

リモー トラ ジ
エ ー タ方式

デ ィー ゼ ル発

電装 置

電力保守総合
管理 システム

2
RT用 電源装
置

機能高度化受
電装置
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(5)通 信 用 線 路 土 木

資料7-61通 信用線 路土木 の技術開発 の動向

年 度
区 別 57 58 59 60 611 62 63 元 2以 降

管 路関連 技 術

●掘削溝に入ちない管路建設技術
IIl膨

●CAB方 式の本格導入

1

幽,i

●非開削管路建設技術

ll(干 一 スモー ル等)
●非開削管路診断・補修技術

1,

●地下埋設物位置探知装置
●非開削管路撤去

更改技術

と う道 関 連 技 術

-

●とう道管理 システム

●とう道～管路連結技術

ケーブルの敷設 ・
修理技術

1

●SM型 光 ファイバケーブル布設・修理技術
IlI「

I

I

●GI型 加入者光 ファイバヒケー7九布設・修理技術
●,

●難燃ケーブル布設・修理技術
.1,

●簡易建柱機(電柱)

●SM型 加入者光ケーブル布設・

ll修 理技術
● メタリックケーブルの 無瞬 断

Il切 替 技術
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⑥ 電 波 予 報 ・警 報

資料7-62電 波予報 ・警報 の技 術動 向

項 目

概 要

2年 度 の 研 究 動 向 3年 度以降の研究予定

太陽 ・地磁気観

測

電離層観測

国内 ・外の観測

データの収集

予報 ・警報の発

令

観測資料の公表

・平磯宇宙環境 センターにおい

て、太陽電波スペ クトル、太

陽光及び地磁気観測 を実施

・太陽磁場及びプラズマ動態観

測装置の建設を継続、試験観

測を開始」

・観測デー タのデータベー ス化

を継続

・国内5電 波観測所(稚 内、秋

田、小金井、山川、沖縄)と

南極昭和基地において、電離

層定常観測 を実施,

・斜入射電離層観測データ、南

極電離層観測データのデータ

ベース化 を開始

・IUWDS(国 際 ウルシグラム

世 界日業務機関)の 情報網に

より、太陽地球間観測デー タ

を収集

・気象庁よ り気象衛星の宇宙環

境デー タのオンライン収集を

開始
・短波伝搬状況及び電波擾乱予

報 を電語サービスで速報
・太陽地球環境予報を関連機関

にファックスで速報

・太陽地球環境データを計算機

ネ ットワー クを通 じて速報

・太陽 ・地磁気擾乱に関す る予

報をIUWDSの 情報網 で速報
・太陽観測データと電離層観測

デー タを太陽地球間物理研究

に資す るため、電離層月報 と

して毎月公表

・太陽磁場及びプラズマ動態観

測装置 を設置

・国内5観 測所 と南極昭和基地

において定常観測を実施。

・日米間デー タ交換のための専

用通信回線を整備す る。
・名古屋大学太陽地球環境研究

所 より太陽風シンチレー ショ

ンデー タのオンライン収集を

開始予定

・従来通 り実施

・従来通 り実施
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(7)周 波数 、 時 刻 及 び 時 間 間 隔 の標 準

資 料7-63周 波数 、時刻及 び時間間 隔の標準の技 術動 向

項 目
概 要

2年 度 の 研 究 動 向 3年 度以降の研究予定

原子周波数標準

の研究

精密周波数 ・時

刻比較の研究

周波数 ・時刻標

準の供給及び利

用法の研究

・実験室型セシウムー次標準器

の確度評価に関す る研 究
・光励起型 セシウム標準器の研

究開発
・原子ビー ムの減速に関する研

究

・超小型水素 メーザの高性能化

に関す る研究
・レーザ技術によるイオン蓄積

型高精度周波数標準の研究
・世界最高精度のレーザ測距に

成功
一エタロンキャンペーンへの参加

・2周波相関型電離局計測機の開

発に成功、精度劣化状況の研究
・インテルサ ット国際実験の準備

・時刻コー ドの供給 と確度の調

査及び実験 を実施
・究用型セシウムー次原子時計

の開発を実施

・実験室型セシウムー次標準器

の確度評価 とその確立
・光励起型 セスウム標準器の実

用化研究
・原子 ビームの減速 と蓄積技術

に関する研究及び原子標準へ

の応用研究
・超小型水素メーザの安定度改

善に関す る研究
・イオン蓄積 とレーザ冷却に関

する研究
・レーザパ ルスの時間計測技術

の確立

・時刻比較の総合的高精度化

・日韓、 日豪実験の準備
・時刻 コー ドの供給実験 を継続

・実用型セシウムー次原子時計

を開発

(8)成 層 圏 無 線 中継 シ ス テム

資 料7～64成 層圏無 線中継 システムの技術 動向

項 目
概 要

2年 度 の 研 究 動 向 3年 度以降の研究予定

電力伝送システ

ム開発

(通信総 合研 究

所)

無線中継器開発

(通信総 合研 究

所)

航空機 開発

(航空宇宙 技術

研究所)

・マ イクロ波電力伝送用送信ア

ンテナスケールモデルの試作

と機能試験 を実施

・無線中継航空機の移動体通信

への適用形態に関する理論検

討 を実施
・機体 材料の検討及び機体形状

の基礎的設計を実施

・マイクロ波電力伝送地上実験

システムの開発、実験

・ヘ リコプタ等を用いた電波伝

搬、基本通信実験

・スケールモデル機 による飛行

実験
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7-9基 準 認 証 制度 等

(1)高 周 波 利 用 設備

資料7-65用 途 別高周 波利用 設備許 可件数(累 計)の 推移

年度末

区 別
60 61 62 63 元

通信用
設 備

電力線搬送設備 16,279 17,179 17,671 18,158 17,833

誘導式通信設備 679 691 703 686 714

小 計 16,958 17,870 18β74 18,844 18,547

医 療 用 設 備 13,492 13,649 13,767 14,044 14,125

工 業 用 加 熱 設 備 37,926 38,379 38,987 39,702 40,311

各 種 設 備 106,136 107,750 106,652 107,550
唱108

,133

合 計 174,512 177,648 177,780 161,296 181,116

(注)許 可の対象 となる高周波利用設備 は、10kHz以 上 の周波数 を使用す る通信設備

(郵政省令で定め るものを除 く)及び、ISM設 備(産 業用、科学用、医療用、家庭用

その他 これ と類似の用途に利用す る通信設備以外の設備で、高周波 出力が50Wを 超

えるもの)で ある。
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資料7-66高 周波利用 設備の機種 別型式 指定 ・確 認件 数
(累計)

年 度 60 61 62 63 元

搬 送式 イン ター ホ ン 78 78 81 81 82

電 子 レ ン ジ 6(692) 126(692) 255(692) 380(692) 516(692)

電磁誘導加熱式調理器 95 112 130 146 155

超音波洗浄機、超音波ウェ
ルダー及び超音波加工機 90 127 160 191 215

一般搬送式デジタル伝送装

置
0 0 68 83 99

特別搬送式デジタル伝送装
置

0 0 10 12 30

合 計 269(692) 443(692) 704(692) 893(692) 1,097(692)

(注)()内 の数字は旧制度における電子 レンジの型式指定の件数

② 無 線 設 備 の 較 正性 能 試験

資 料7-67無 線設備 の較正 ・性 能試験 の処理件 数(累 計)

区 別 61年 度 62年度 63年 度 元年度 2年 度

較 正 316 385 519 637 666

性 能 試 験 191 194 208 214 221

(注)部 内の もの を除 く。
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(3)技 術 基 準 適 合 認 定

資料7-68端 末機器 技術基 準等適合 認定状 況

(累計)

分 類 61年度 62年度 63年度 元年度
2年 度

(3年2月末現在)

技術基準適合認定、
2,071 3,339 4,638 6,083 7,297

電 話 機 658 1,080 1,479
、1,829

珍,084

構 内 電 話 機 100 159 240 353 458

ボ タ ン 電 話 機 291 423 565 747 973

1そ の 他 の 機 器 1,022 1,677 2,354 3,154 3,782

技術的条件適合認定 796 1,302 1β50 2,45σ 3,021

!

専 用 回 線 端 末 371 609 797 1,025 1,236

ファクシ ミリ通信端末 2 2 2 2 2

回 線 交 換 端 末事 287 501 769 1,009 1,075

加 入 電 信 端 末 62 83 86 88 88

テ レ ビ 会 議 端 末 4 5 7 7 7

自動 車 電 話 端 末 19 41 58 81 95

船 舶 電 話 端 末 6 6 9 9 9

空港無線 電話端末 7 7 7 7 10

ISDN 0 0 49 148 410

そ の 他 38 48 66 83 89

総 計 2,867 4,641 6,488 8,542 10,318

*パ ケ ッ ト交換 端末 を含む 。
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(4)技 術 基 準適 合 証 明

資料7-69技 術基 準適合証 明の証 明数

(累計)

区 別

試 験 申 請 合 格 台 数 書面申請合格件数

61年 度 62年度 63年度 元年度 2年 度 2年 度

沿岸無線電話 6,573 6,573 8,623 8,623 8,623 2

航 空機 電 話 88 127 127 140 150 0

自 動 車 電 話 113,978 136,958 196,276 286,510 296,084 48

MCA 130,483 180,844 197,898 204,668 206,446 36

'地 域 防 災 無 線 『 0 38 59 123 0

港湾無線電話 『 0 980 2,280 2,880 0

簡易陸上移動 『 一 0 2,300 8,600 0

テ レター ミナ ル 一 } 一 597 1,159 0

空港無線電話 一 一 一 826 1,636 0

SSB 135 162 162 162 162 0

デ ジ タル 無 線 6 29 230 470 1,537 16

F3E等 55,032 67,683 80,458 98,020 112,449 0

特定ラジオマイク 『 一 一 47 567 0

無 線 標 定 1,528 1,76工 2,121 2,625 3,075 0

'

市 民 ラ ジ オ 432,675 485,641 526,647 587,675 619,798 10
辱

パー ソナ ル無線 1,585,646 1,644,978 1,684,232 1,740,241 1,756,846 6

50GHzCR 1,007 1,286 1,834 2,187 2,580 O
I

構 内 無 線 1,143 7,649 22,928 32,930 37,838 0

コー ドレ ス電 話 66,122 151,589 225,567 272,529 288,788
.554

特 定 小 電 力 『 一 19,112 238,725 447,773 18

VSAT 一 一 一 682 1,513

,

0

合 計 2,394,416 2,685,280 2,967,233 3,482,296 3,798,627 691
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㈲ 無線機器の型式検定

資料7-70無 線機器の型式検定合格機器の件数(累 計)
」

区 分 61年 度 62年 度 63年 度 元年度 2年9月

義務検定機器 周波数測定装置 237 240 245 247 247

緊急自動受信機 48 48 48 48 48

船舶救命用無線機器 33 33 34 35 37

航空機用無線機器 26 26 26 26 26

無線方位測定器 132 133 133 133 133

レ ー ダ ー 273 340 426 499 528

任意検定機器

1

気象援助用無線機器 168 169 170・ 174 174

ミニサテ用送受信装置 5 5 5 5 5

公 共用 トラン シー バ ー 7 7 8 8 8

航空機無線電話 1 1 1 2 2

自動車鷺話 0 14 33 45 68

MCA 50 85 90 114 126

地域防災用無線機器 一 0 2 5 5

港湾無線電話 一 一 2
層5

5

簡易陸上移動無線電話 一 0 0 3 5

テ レター ミナ ル 一 一 0
」

1
'1

空港無線電話 一 一 0 2 2

沿岸無線電話 2 2 4 4 4

簡易無線 1,205 1,230 1,264
「

1,281 1,288

ラ ジオ ・ブ イ 181 186 188 190 191

SSB 504 508 508 515 515

F3E等 2,329 2,423 2,489 2,540 2,562

高周波利用機器 0 0 0 0 0

DSC装 置 一 一 一 一 2

狭帯域直接印刷電信 『 一 一 一 3

DSC送 受信機 一 一
} 一 4

DSC専 用受信機 一 一 一 『
4・

ナ プ テ ッ クス 『 一 一 一 4

衛星EPIRB 一 一 一 『 2

捜索救 助用 レーダー トランスポ ンダ 0 0 0 0 0

非常用位置指示無線標識 55 57 58 58 60

合 計 5,256 5,507 5,734 5,940 6,211

(注)レ ーダーには・義務検定に該 当するものと任意検定に該 当するものがある。

⑥ ガ ッ ト ・ス タ ン ダー ト通 報

資料7-71ガ ッ ト通報 件数

年 度 56 57 58 59 60、 61 62 63 元 2

規格 ・基 準 0 0 1 1 0 1 2 6 4.4

認 証制 度 0 0 4 1 0 0 1 5 1 2

(注)我 が国は55年5月 にスタンダー ド協定を受諾 した。
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8国 際 機 関 及 び 国 際 協 力

8-1国 際 機 関

(1)万 国郵 便 連合(UPU)

ア 組 織

資料8-1UPUの 構 成

(1991年3月 末現在)

〔==コ は常設機関
※印は選挙 される職に

ある者

1

大会議(総 会)

全加盟国(169)の 全権代表で

構成 される最高の意思決定機

関、UPU諸 条約の改正、執行

理事会及び郵便研究諮問理事

会の理事 国等の選挙(原 則 と

して5年 ごと)

執行理事会(EC)

大会議か ら大会議 までの間に

おけ るUPU事 業の継続を確

保するための機関(40か 国、

年1回)

1郵便研究諮問理事会(CCPS)

郵便に関する技術上、業務上、

経済上及び技術協力上の諸聞

題の研究機関(35か 国、年1

回)

1

国際事務局

(※事務局長、※次長)

加盟国郵政庁のための

連絡、通報及び諮問の

機関

委 貝 会

(10)

[
委 貝 会

(7)

(注)郵 便業務の効果的運営によって諸国民問の通信連絡を推進 し、国際協力の増進に寄

与することを目的 とする国際連合の専門機関である。1874年に設立 され、我が国は、

1877年に加盟 した。
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イ 活 動 状 況 、

資料8-2UPUの 活動状況(2年 度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

執行理事会年次
会合
(EC)

1990

5.7～5.18

ベ ノレン

(ス イ ス)

1991年 連合予算の決定、 ワシン トン大
会議か ら付託 された約60の 研究課題の
10の委貝会への配分、国際郵便業務の
品質向上 と近代化 プロジェク ト実施の
ための国際事務局職員の増貝

郵便研究諮問理事
会年次会合

(㏄PS)

1990

10.8～10.19

ベ ル ン

(ス イス)

国際ビジネス郵便(EMS)、 小包郵便及
び郵便市場 シンポジウムの開催、㏄PS
に付託された研究課題、進捗状況報告

●

(2)ア ジア ・太 平洋 郵 便 連 合(APPU)

資料8-3APPUの 構成
(1991年3月 末現在)

大会議(総 会)

全加盟国(22)の 全権代表で

構成 される最 高の意思決定機

関(UPU大 会議後2年 以内

5年 ごとに開催)

[===コ は常設機関
※印は選挙 され る職にあ

る者

1
執行理事会

大会議か ら大会議 まで
の 聞 に おけ るAPPU

事業の継続を図るため
の機関(22か 国、年1

回)

中 央 事 務 局

(※事務局長、※次長)

加盟国郵政庁 のための連絡、

通報及び調査 の機関(現 在マ

ニラに設置、職員数4名)

アジア ・太平洋郵便

研修 センター運営理事

会、センターの予算、

活動等の決定機関

(注)ア ジア ●太平洋地域内における郵便業務の改善及び協力関係の緊密化 をその目的

とし、1962年 に設立され、我が国は、1968年 に加盟 した。

委 員 会

(3)

アジア ・太平洋郵便

研修 センター

ア ジア ・太平洋域内各

国の中堅の郵政職貝の

訓練(バ ンコック)
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(3)国 際 電 気 通 信連 合(ITU)

ア 組 織

資料8-41TUの 組織 図,
3(1991年 月末 現在)

〔 コ ・鰍機・
叛印は選挙 される役貝

1

1

.

全描委貝会議

全加盟国政府(164か 国)

の会議で最高の意思決定

機関。条約改正、管理理

峯会の理事国の選出等

無線通信主管庁会議
(世界及び地域)

冠信電話主管庁会議
(世界及び地域)

管理理事会

43か国の代表で構成

(毎年会合〕
〆、 (

(

1

事務総局

(凝事務総局長、※次長)

. 電気通信開発セ
ンタ ア ドバイ

ザ リーポー ド1

i

調整委貝会

事務総局長を補佐する機

関、事務総局長、次長FRB

課長及び副議長、CCIR、

CCITT委 員長で構成

! 、

国際無線運信諮問
委貝会(㏄IR)
無線通信技術上の問
題を研究、勧告を作
成僚 委貝長)

1国 際周波数登録

委貝会(IFRB)

周波数及び静止衛星軌道1
位置の割当ての記録、登

録等 を行 う 僚 委 貝5

名)

国際電信覧話諮問
委員会(CCITT)

技術、運用、料金の

問題 を研究、勧告 を

作成 傑 委貝長)

一
電気通信
開発センタ

(㏄D}
一 ■

1
　

1

専・鴨 局1 専門事務局

総 会

(通常4年 ごとに開催)
専 門 事 務 局 総 会

(通常4年 ごとに開催〕

1 1

各種研究委貝会の会合1 ■
プ ラン委 員 会

(世界及び地域〉
噛 各種研究委員会の会合

現在の理亭国(43)

アルゼンティン、ブラジル、カナダ、コロンビア、米国、メキシコ、ジャマイカ、

キューバ、ドイッ、スペイン、フランス、イタリア、ギ リシャ、スウェーデン、スイス、

東独、ブルガ リア、ソ連、チ ェッコスロヴァキア、アルジェ11ア 、ペナン、カメルーン、
エジプ ト、プルキナ・ファソ、ケニア、モロッコ、ナイジェリア、セネガル、タンザニア、

マリ、サ ウディ・アラビア、才一 ス トラリア、中国、イン ド、イン ドネシア、 日本、

クウェイ ト、韓国、カーポ・ヴェルデ、パキスタン、フィ リピン、タイ、マレイシア

(注)ITUは 、国際 連合 の専 門機関 の一 つ で、電気通 信 の分 野に お いて広 国際的 貴任

を有 す る政 府 間国際 機 関 であ る。1865年 に 万 国電信 連合 と して 発足 し、 我が 国は、

1879年 に これ に加 盟 した 。本部 は 、 スイ スの ジュ ネー ヴに あ る。
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イ 活 動 状 況

L
資料8-5管 理理事会、世界無線通信主管庁会議(WARC)、

世界電信電話主管庁会議(WATTC)の 活動状況

(2年度)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

第45回

管 理 理 事 会

1990

6.11～6.22

ジ ュ ネ ー ブ

(ス イ ス)

ITUの 組織及 び機能 の見 直 しのためのハ

イレベ ル委 員会か らの中間報告 のテーク

ノー ト及び1991年 予算の承認等

資料8-6電 気通信開発会議の活動状況

会 議 名 期 間 場 所 内 容

アフリカ電気

通信開発会議

1990

12.6～12.11

ハ ラ ー レ

(ジ ンバ ブエ)

アフ リカにおける電気通信分野の開発案件

(投資、人材育成等)全般に関する決議及び

勧 告 の採択 並 びにITU電 気 通信 開発局

(BDT>の 活動方針の策定等。

(注)電 気通信開発会議(世 界及び各地域)は 、ニー ス憲章の中で、初めてITU主 催の

会議 として位置付け られた。

1

資料8-7国 際無線通信 諮間委 員会(CCIR)の 活動状 況

(2年 度)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

第17回 総 会
1990

5.21～6.1

デュッセルドルフ

(ド イ ツ)

HDTV規 格の勧告化等、 これまでの4年

間の研 究成果の と りま とあ、研究委 員会

(SG)の 再編成及び今後4年 間の研究課題

の決定等

JIWPWARC
-92

1991

3.4～3.15

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)
WARC-92の ためのCCIR報 告書の作成

(注)そ の他、具体的なテーマにつ いて研究するIWPが 適宜開催 されている。
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資料8-8国 際電信電 話諮問委員 会(CCITT)の 活動状 況

(1990年)

会 議名' 期 間 場 所 内 容

SGI

全 体 会 合

1990

10,30～11.9

ジ ュネー ブ

(ス イ ス)

UPT(ユ ニバ ーサ ル パー ソナ ル通 信)に つ い

て、新 しい課題(Q35)と して承 認 され て以

来 、始 め ての 本格 的審 議 が行 われ た。 また、

E.115、R50、F.51、F.87、R111、F.435、

E711の7件 に つ い て加 速勧 告 化 手続 きに か

け る こ とが承 認 され た。

SGII

全 体 会 合

1990

6.12～6.22

ジュ ネー ブ

(ス イ ス)

番号 計 画 に 関 す る勧 告E163、E.164を 統 合

す る草 案に つ い て審 議 された。 また、E173、

且50X、E711、E.721、E415の 各勧告 草 案

に つ い て加速 勧 告化 手続 の採 択 が行 わ れ るこ

ととな った。

SGnI

全 体 会 合

1990

11.13～11.21
'

ジュ ネー ブ

(ス イ ス)

D.1勧 告の改正案の審議が行われ、今 回採択

された改正案は最終のものではな く、エディ

トリアルな修正は可能 であ り、また若干の国

からの留保発言に対 しても必要があれば、1

月4日 までに修正寄書が受け付けられるとの
ことで、3月 の臨時全体会合の場 で加速勧告

化手続 きが取れるか否か、多少微妙な不確定

要素 を残 して終了した。

また、7件 の加速勧告化手続 きの採用が承認

された。

SGIV

全 体 会 合

1990

1.15～L26

、"

ジ ェ不一 フ

(ス イ ス)

SGV

全 体 会 合

ユ990

11.12～11.16

ジュ ネー ブ

(ス イ ス)

半導体防護素子を通信線の一次プ ロテクタと
して用 いる場合の要求特性 を示す勧告案が加

速勧告化手続 きにか けられ るこ ととなった

他、EMC関 連でISDN基 本ア クセスインタ
フェースか らの妨害波測定法、許容値の勧告

草案 を4月 までに作成す ることとなった。

SGVI

全 体 会 合

1990

11.19～11.23

ジ ュネー ブ

(ス イ ス)

SGVH

全 体 会 合

1990

2.5～2.16

1990

11.12～11.23

'

ジュ ネー ブ

(ス イ ス)

(1)デ ー タ通信 に 関す るサ ー ビス関 連課題 の

検 討 をSGWIで 行 うか 、SGIに 移 行 す る

か の 問題 につ い て審議 され、各SGに おけ

るサー ビス概 念の検討 区分 が明確 化 された。

(2}勧 告 草 案Xjcons(CCITTア プ リケー1

シ ョン の た め のISDNに 接 続 され た デー

タ端 末 に よ るOSIコ ネ ク シ ョン サー ビ ス

の 提供 〉 の加速 勧告 化 手続 きが 全会一 致 で

採 択 され 、郵 便 投 票 に か け られ る こ と と

な った。

(注)SG全 体会合のみ記入
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L

会議名 期 間 場 所 内1容

SGV皿

全 体 会 合

1990

9.5～9.14

ジ ュネー ブ

(ス イ ス)

高 速 モ デ ム、G4FAX、ODA、DTAM、

CCITTソ ンバ ー ズ コー ドに つ い て、 早期 勧

告 化 の手 続 きが と られ た。

ISDN上 の64kb/sFAX.は 方 向 が決 ま らぬ ま

ま テ クニ カル レ ポー トをSGIに 提 出 した。

SGIX

全 体 会 合

1990

5.28～6.1

神 戸

(日 本)

一

勧 告草案U.203及 びU.205の 加速 勧告化手

続 きの適用については、国内テレックス網と

の相違を理由にフランス及びスペ インの反対

により否決 された。

SGX

全 体 会 合

1989

5.22～5.26

ジ ュネー ブ

(ス イ ス)

通 信 シ ス テム 支 援 環 境 の新 しい 参 照 モデ ル

(METKA)が 提 案 さ れ.た。 ま た、SDL、

CHILLへ の オ ブ ジ ェ ク ト指 向機 能 の 導 入 の

検 討が 進 め られ てい る。

SG】ロ

全 体 会 合

1990

10.1～10.12

ジュネ ー ブ

(ス イ ス)

IN.B-ISDN、UPT、TMN等 の新 課 題 につ い

て 審議 が 進 んだ。 また、 フ レー ム モー ドペ ア

ラサー ビス、ISDN付 加サ ー ビスに つ い て も

勧告 草案 の作 成が 進 め られ て い る。

SG皿

全 体 会 合

[

1990

2.7～2.16

1990

10.24～11.2

ジュネ ー ブ

(ス イ ス)

音声合成 認識システム、移動体電話の公衆網

について勧告草案が作成 された。

音声品質専門家会合で、16kb/sコ ーディック

接近化に関する国際品質評価試験 が行 われ

た。8kb/sコ ーデ ィック接近化の検討が関

始 された。

SGXV

全体 会 合

1990

7.16～7.27

ジュ ネー ブ

(ス イ ス)

テレビ電話/テ レビ会議用デジタル通信方式、

デ ジタル音声信号処理、光伝送用 デジタル多

重化方式

ネ ットワー ク管理用 プロ トコルに関するもの

について早期勧告化の手続 きがとられた。会

期前半の作業が一段落 した。

SGxvn

全 体 会 合

1990

4.19～4.27

1990

10.15～10.23

ジュネ ー ブ

(ス イ ス)

2線 式高 速 モデ ム、高速G4フ ァ クシ ミリモ

デル(U,17)に つ いて 早期 勧告 化 の 手続 きが

と られ た。

14.4kb/sを 超 え る2線 式 高速全 二 重 モデ ム

の検 討 が開 始。デー タ、音 声 、ファ クシ ミリの

インター リーチ ン グに関す るラポー タが新 設。

SGXV皿

全 体 会 合

1990

5.9～5.25

1990

11.26～12.7

ジ ュネー ブ

(ス イ ス)

松 山

(日 本)

B-ISDNに 関す る基本的事項 を規 定 した基

本勧 告13件 及び 同期 デジ タルハ イア ラー キ

(SDH)開 発の改訂勧告6件 について勧告化

手続 きの適用が決定 された。 また、1992年 の
B-ISDNの 詳細勧告化へ 向けて、標準化作業

が進められている。
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(4)国 際 電気 通 信 衛 星 機 構(INTELSAT)

ア 組 織

資料8-91NTE弼ATの 組織図

(1991年2月 末現在)

締約国総会

全締約国(120か 国)で 構成。主

権国 としての締約国に関係する

事項、 インテルサ ットの一般方

針、長期 目標等 を審議。

署名当事者総会

全署名当事者(イ ンテルサ ッ ト

に出資、運営、参画す る政府、

または政府指定の電気通信事業

体)で 構成。事業活動年次報告匿

の審査、理事会への代表資格 の

決定等。

理事会

インテルサ ット宇 宙部分 の企

画、開発、運用等、インテルサッ

トの運営に関する事項 を遂行す

る中心的 な機関。

事 務 局

(注)イ ンテルサ ッ トは、国際公衆電気通信業務に必要 な宇宙部分(衛 星及びその管制

等に必要な関連地上設備)を 世界のあらゆる地域に提供す ることを主たる目的 とし

た国際機関であ り、1964年8月 に暫定的制度 として発足 し、1973年2月 に 「インテ

ルサ ッ トに関す る協定」が発効 し、恒久的制度 となっている。
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イ 提 供 サ ー ビ ス別 利 用 割合

資料8-10イ ンテルサ ッ トの提供 サ ー ビス別収 入構成比

サー ビスの種類
、

収入構成比

国際音声サービス

国際デジタルサー ピス

専用線サー ビス

国際TVリ ース

随時TV伝 送サー ビス

国内通信サービス

その他

60.8%

11.3%

6.6%

5.8%

・4
.8%

5.7%

5.0%

(注)1989年 の イ ンテルサ ッ トの収 入 は614百 万 米 ドル

r

ウ シ ステ ム構 成,

資料8-11イ ンテルサ ッ ト運用 衛星の 配置及 び使用状 況

(1990年12月 末現在)
5

訳 大 西 洋

衛 星
V号

(F-13)

V号

(F-4)

VI号

(F-4)

VI号

(F-2)

V号

(F-2)

V号

(F-6)

V号

(F-12)

軌道位 置
西経

53度

西経

34.5度

西経

27.5度

西経

24.5度

西経

21.5度

西 経

18.6度

西経

1度

アンテナ数 653

海域

区別
イ ン ド 洋 太 平 洋

衛 星
V号

(F-7)

V号

(F-15)

V号

(F-11>

V号

(F-5)

V号

(F-10)

V号

(F-3)

V号

(F-8)

V号

(F-1)

軌道位置
東経

57.3度

東経

60度

東 経

62.9度

東経

65、9度

東経

174度

東経

176度

東経

180度

東経

183.1度

アンテナ数 347

」
158

(注)ア ンテナ 数 につ い ては、1989年12月 末現在
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工 活 動 状 況

資料8-12イ ンテルサ ッ トの活動状況

(2年 度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

第20回署名

当事者総会

1990

4.9～12

プ リ 凶 ツ セ ル

(ベ ル ギ ー)

・年次報告及 び年次財務諸表審議

・機構の機能 に関する理事会報告

第85回

理事会

1990

6.7～13

ブ リ ッ ジ タ ウ ン

(バ ル バ ド ス)

・VI号衛星の配置計画

・理事会議長、副議長の選任

第86回

理事会

1990

9.13～19

ワ シ ン トンD,C.

(米 国)

・協 定 第XIV条(d)項 の ガイ ドラ イ ンの

検 討

・IV号 衛 星 の救 済計画

第16回

締約国総会

1990

10.30～11.2

リ ス ボ ン

(ポ ル トガ ル)

・仲裁裁判所裁判長団の選挙

・協定第XIV条(d)項 のガイ ドラインの

作成

第87回

理事会

1990

12.12～18

ワ シ ン ト ンD.C.

(米 国)、

・1991年度予算の承認

・覇号衛星の追加調達の決定

第88回

理事会

1991

3.7～13

ワ シ ン トンD.C.

(米 国)

・1990年 度決 算 の承認

・JcSAT(通 信 衛星:日 本)ユ 、2衛

星 の シス テム間 調整 を認 定
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(5)国 際 海事 衛 星 機 構i(INMARSAT)

ア 組 織

資 料8-131NMARSATの 組織 図

(1991年1月 末現在)

総 会

全締約国(63か 国)で 構成され る会合。 インマルサ ットの

活動、 目的、一般方針、長期 目標等を審議

理 事 会

インマルサッ ト宇宙部分の企画、開発、運用等、 インマル

サ ッ トの運営に関する事項を遂行す る中心的な機関

事 務 局

(注)イ ンマルサッ トは、海事通信 を改善するために必要な字宙部分(衛 星及びその管

制等に必要 な関連地上設備)を 提供す ることを目的 とした国際機関であ り、1979年

7月 「インマルサ ットに関する条約」の発効 に伴い発足 した。1985年 の総会 で、航

空衛星通信 も提供できるよう条約を改正 してお り、本条約 は1989年10月 に発効 した。

1989年1月 の総会では、さらに陸上移動衛星業務 も提供できるよ う条約 を改正 した。

イ 提 供 サ ー ビス

資料8-14イ ンマルサ ッ トの提供 サー ビス

電 話

テ レッ クス

デー タ通信

フ ァ クシ ミリ通信

リー ス

1990年 の インマ ルサ ッ トの 収入 は181.5百 万 米 ドル
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ウ シ ス テ ム構 成

資料8-15イ ンマル サ ッ ト運用 衛星の配 置等

(1990年12月 末現在)

訳 大 西 洋 一 束

一

大 西 洋 一 西 イ ン ド 洋 太 平 洋

衛 星 インテルサ ット
V号(F-6)

マ レ ッ ク ス

B2
インマルサ ット
ー2(F-1)

インテルサ ット
V号(F-8)

マ レ ックスA

軌 道 位 置 西経18.5度 西経55.5度 西経84,5度 東経180度 東経177.9度

船舶地球局数 12,871

工 活 動 状 況

資料8-16イ ンマル サ ッ トの活動状況

(2年 度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

第36回 理 事 会 . 1990

7.18～25

カ ン ヌ

(フ ラ ンス)

・宇宙部分使用料値下げ

・第3世 代衛星の調達

・Lバ ン ドEPIRB

第37回理事会 1990

11.14～21

ロ ン ド ン

(英国)

・1991年予算

・第3世 代衛星調達契約 の締結

・事務局長の改選

・本部局舎の移転

海上遭難安全

通信の費用に

関するIMO・

インマルサ ッ

ト合同会合

1990

12.4～7

ロ ン ド ン

(英国)

・遭難安全通信の宇宙部分使用料

第38回理事会 1991

3.14～21

ロ ン ド ン

(英国)

・理事会役員の選出

・遭難安全通信の宇宙部分使用料の

承認
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(6)ア ジア ・太平 洋 電 気 通信 共 同体(APT)

ア 組 織

資料8-17APTの 組 織図1

総 会

最高の意思決定機関

通常会期3年 毎に開催

1

管 理 委 員 会

総会が決定する方針、原則及び指示に従

い、具体 的実施計画を決定

毎年1回 開催

[

事 務 局

事務局長、事務局次長及び管理委員会が

必要 と認めるその他の職員で構成

イ 活 動 状 況

資 料8-18APTの 活動 状況

(2年 度)

会 議 名 、 期 間 場 所

ネ ッ トワー ク管 理 セ ミナー
1990

2.8～14

メ ル ボ ル ン

(オ ー ス トラ リア)

GMOSSセ ミナ ー
1990

3.12～16

バ ン コ ク

(タ イ)

ア ジア ・オセア ニア ・TASグ ル ープ 会合
1990

3.19～23

バ ン コ ク

(タ イ)

パ ケ ッ トス イ ッチ ン グ/公 衆 デー タネ ッ ト

ワー クセ ミナー
1990

5.9～11 香 港

地域 電 気通信 計 画 セ ミナー ・ワー ク シ 司ップ 1990

5.14～24

クア ラル ンプー ル

(マ レ イ シア)

ネ ッ トワー ク ・デ ジ タル化 セ ミナー
1990

6.26～29

ソ ウ ル

(韓国)

陸上移動衛星地球局利用に関する専門家会
合

1990

7.5～7

バ ン コ ク

(タ イ)

マ ー ケテ ィ ング手法 セ ミナー 1990

8。1～3
チ ェ ン マ イ

(タ イ)

第10回 ス タデ ィ ・グルー プ会 合
1990

9.4～12

バ ン ド ン

(イ ン ドネ シア)

2000年 の電気通信 に向けてのセ ミナー
1990

10.2～4

バ ン コ ク

(タ イ)

第5回 総会 ・第14回管理委貝会
1990

11.12～23
北 京

(中国)
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(7)ア ジア ・太平 洋 経 済 社 会 委 員会(ESCAP)

、

資 料8-19ESCAPの 組織 図

アジア ・太平洋経済社会委貝会

(ESCAP)

111 1同

1

農

芋
環
境
委
貝
会

産

挙
人
間
居

隼
技
術
委
員会

天
然
資
源
委
員会

合

在
会
開
発
委
員
会

統

融
開
発
計
画
委
員
会

貿

易
多
国
籍
企
業
委
貝
会

運
輸
通

寧
海

導
観
光
委員

会

(注)ESCAPは 、アジア・太平洋地域の経済社会開発 を行 うことを目的 とする国際連合
の下部組織であ る。ESCAPに は、総会の下に7つ の常設委貝会があ り、そのひとつ

である運輸通信 ・海運 ・観光委員会において域 内の電気通信、郵便等の開発に関す

る技術及び経済関係の討議、勧告 を行 っている。
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(8)国 際 海 事機 関(IMO)

ア 組 織

資料8-201MOの 組織 図

(1991年3月 末現在)

総 会
全加盟国(134か 国)で 構
成される会合。理事会代表国
の選出、事業計画の承 認、I
MOの 任務の遂行等 を行 う。

事務局
IMOの 任務の遂行
に必要な事項 を行 う
英国ロン ドンに所在理事会

IMOの 事業計画及び予算の
作成、組織活動の調整等 を行
う。総会選出の32の構成貝で構成す

る。

各種委員会
ll 「 1

法律委貝会

IMOの 権

限内の法律
事項 を審議

海洋環境保護
委員会
船舶による海
洋汚染 の防止
・規制に関す

る事項を審議

海上安全委貝会

海上の安全 に影
響のある事項 を
審議

技術協力
委員会
海事分 野にお
け る技術協力
に関する事項
を審議

簡易化委貝会

国際海上交通
の簡易化に関
す る活動 ・機
能 を審議

各種小委貝会(補 助機関)

一
パルクケ ミカル

小委員会 ヨ無纐 信楼 貝会1

H設 計設備小委貝会
(注)1.IMOは 、国際海運に影響

のあ る事項について国際協力

を促進することを目的 として

設立された国際連合の専門機

関の一っであ り、1958年 にI

MCO(政 府間海事協議機関)

とし設立され、1982年 にIM

Oと 改称 した。

無線通信に関する事項は、

主 として海上安全委員会及び

無線通信小委員会で審議され

ている。

2.加 盟国数は1990年7月 末現

在。

ヨ 防 火 小 委 貝 会

ヨ ・ンテナ貨物小委員会

1ヨ齢 蘇 救助小委貝会

ヨ

H

『

危険物輸送小委員会

H航 行安全小委貝会

訓練当直基準小委員会

復原性満載喫水線漁船
の安全小委貝会
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イ 活 動 状 況

資料8-211MOの 活動状 況

(2年 度)

会 議 名 期 間 場 所 討 議 事 項 等

第58回

海上安全委貝会

1990

5.21～25

ロ ン ド ン

(英 国)

・各小委員会の報告

・作業計画

第36回

航行安全小委員

会

1990

9.3～7

ロ ン ド ン

(英 国)

・レー ダー ビー コ ン及 び トランス ポ

ンダの コー デ ィン グ

・全 世界 的 に統 一 され た船位 測定 シ

ステ ムの検討

第36回

無線通信小委員

会旨

1990 -

12.10～14

ロ ン ド ン

(英 国)

・ トレモ リノス条約 第9章 の 改正の

検 討

・GMDSS通 信 の ための財 政措 置

1第22回

訓練 ・当直基準

小委貝会

1991

1.21～25

ロ ン ド ン

(英 国)

・GMDSS導 入に伴 う無線通信士の

訓練 内容の検討



一556-8国 際機関及び国際協力

(9)国 際 民 間航 空機 関(ICAO)

資料8-22蚤CAOの 組織 図

(1991年3月 末現在)

総 会

全加盟国(162か 国)で 構

成 される最高議決機関。理事

会代表国の選出、理事会報告
の審査、年次予算の表決等を

行 う。

事務局

本部はカナダのモン ト

リオールに所在
理事会

総会への年次報告の提出、総

会の指令の遂行、条約上の任

務及び義務の履行等を行 う。

総会選 出の33か 国で構成。

一

1

地域航空会議

H専 門委貝会

1
1

1

一

航空委貝会

条約附属書の修正 を

審議 し、その採択 を

理事会に勧告

法律委貝会等その他
各種委貝会

航空会議一

ヨ 雛 会議

一 各種パネル

(注)ICAOは 、国際民間航空の安全かつ秩序ある発展等 を目的 として設立 された国際

連合の専門機関の一つであり、1947年 の国際民間航空条約の発効に伴い発足した。

主要な任務には、航空通信の要件、技術基準、周波数の使用等 にっいて国際的な統
一基準 を設定することが含 まれてお り、無線通信に関する事項 は、主として航空委

貝会及びその下部機関である通信部会等で審議されている。
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⑲ 経 済 協 力 開発 機 構(OECD)

ア 組 織

資 料8-230ECDの 組織図

閣僚理事会}
経済産業諮問委貝会 陣験i一

労働組合諮問委員会 一

「

執行委員会 匿 執行委賄
1

経済政策委員会(EPC) 情報通信 コンピュー タ
政策委員会(ICCP)

一

一 繍 醗 欄 類 会(EDRC)1 一 電気 通信 ・情報 サー ビス

政策 ワー キン グパー テ ィ

(TISP)

一 一情報 技術 の経 済 的影響

ワー キ ン グパ ー テ ィ

(EIIT)

一 開発援助委員会(DAC)

H科 学繍 政鞍 員会(・ ・T・)1

一 貿易委員会(TC)

資本移動貿易外取引委員会
(CMIT)

一

一 国際投資 ・多国籍企業
委貝会(CIME>

■ 工業委員会(IND)

(注)OECDは 西側先進国を中心に24か 国か らなる国際協力機関である。

発援助、貿易拡 大の3大 目的 を達成す るため、

(ワーキングパーティ)に おいて加盟国間の政策の調整や共同研究、

行 っている。

一 上記 を含め ・

約30の各種専門委員会

経済成長、開

約30の 委貝会 とその下の作業部会

情報交換等を
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イ 活 動 状 況

資料8-240ECD/ICCP委 員会の 主要活 動状況

(2年)

会 合 名 開催時期
'

議 事 概 要

ICCP委 貝会

第17回会合

1990

3.14～16

東欧の電気通信事情に関するフォーラムを

開催 し、現状の紹介とともに、OECD諸 国か

らの援助 の可能性等について意見交換。また、

日 ・独 ・英・・豪か ら各国の情報通信技術開発

政策を紹介。将来の作業計画としては、公衆

電気通信事業者のサー ビス提供義務や高度通

信サー ビスといったテーマが優先的に扱われ

るこ ととなった。

ICCP/TISP

作業部会第5回 会合

1990

6.13～14

通信 と放送の技術的融合 について数か国の

代表か らプ レゼ ンテー ションを行 い、 日本か

らは放送法の改正等について紹介。また、「公

衆網の利用 とアクセス」や 「国際料金決算制

度」 といったサー ビス貿易関連の問題が取上

げられた。端末機器の型式認定手続 きについ

て も、その簡素化や 自由化 などについて議論

された。

耳CCP/EIIT

専門家会合

第5回 会合

1990

9.24～26

日・独 ・填の3か 国につ き1980年代の情報

技術政策の動向を比較検討 し議論。 また、標

準化に関する研究の一環 として、 日本におけ

る電気通信分野の標準化手続きに関す る検討

について事務局よ り報告があ り、意見対換 を

行 った。

ICCP委 貝会

第18回会合

1990

10.8～10

日 ・米 ・EC・ 仏 よ り各 々 の情 報技 術政 策 に

つ いてプ レゼ ンテー シ ョンを行 い紹 介 。また、

1991年 に東 欧諸 国 との 間で 、電 気通 信 及 び情

報 技 術 に関 す るセ ミナー を各 々開催 す る こ と

を決 定 した。
一
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会 合 名 開催時期 議 事 概 要 「

ICCP/TISP

作業部会第6回 会合

1990

11,26～27

前回に引 き続き、通信 と放送の融合や端末

機器の型式認定について議論 した。 また、国

際通信料金慣行に関す る専 門家会合の開催が

具体的に決定 された。更に、ガッ トのGNSに

おける電気通信に関す る交渉の進捗状況につ

き、GNSの テレコム作業部 門の トリ・ソト議

長(カ ナ ダ)が 報告 を行 った。

ICCP・ 第3回 通信政

策特別会合

1991G

11.28～30

1985年 以来、5年 振 りに閣僚級の特別会合

を開催。「1990年代の電気通信政策」をテーマ

に各国代表より80年代の政策 と90年代の展望

にっ き紹介があった。 日本からも、80年代の

改革の成果を紹介 し、更な る競争促進の必要

性 を強調するとともに、90年代の具体的な問

題 として、通信 と放送の融合の現状を紹介 し

問題点を指摘 した。



(事務局)

事務局長

l
l

一560-8国 際機関及び国際協力

⑩GATT(関 税 及 び 貿易 に 関 す る一 般 協 定)

ア 組 織

資 料8-25GATTの 機構1図

(最高意思決定機関。通常年1回 開催)

(繍 面議 離 ついて総会を撒 通

総 会

理事会:

ll 111目1

各 種 委 員 会

機
能
局
A

非関税
開発
貿易政策
GNS
等

(注)GATTは 関税の 引 き下

げ及びダンピング ・補助金

等の非関税障壁の撤廃を通

じて、多角的な自由貿易体

制の維持 ・発展を図るため

の国際協定である。1986.9

に開始されたウル グアイ ・

ラウン ドでは、従来の物の

貿易に関する交渉のほかに

サー ビスの貿易に関する交

渉 を進 め るGNS(Group

ofNegotiationsonServi-

ces)が 設置され、サービス

貿易に関す る一般原則及び

各分野ごとの個別取極の枠

組みの確立 を目指 して作業

が進め られている。

電気通信サー ビスは、金

融 ・運輸 と並んで交渉の主

要 な対象分野である。

工

機1
能局

B

関税農業

等

セ
1
フ
ガ
】
ド
委貝

会
な
ど

ダ
ン

ゴ
グ
防
止
委
員
会

ス

タ

多
1
ド
委貝

会

政
府
調
達
委
貝
会

ウルグアイ ・ラウン ド交渉の実施体制

1貿易交渉委貝会(TNC)l

l
iI

!物・関す・轍 レープ(GNG)Ilrサー… 関す・交渉・ループ{…}1

一

《1)関 税

② 非関税措置

(3)天 然資源産 品

㈲ 繊維

(5)農 業

(6)熱 帯産品

(η ガ ット条文

⑧ 東京ラウン ドの諸合意

⑨ セーフガー ド

⑩ 補助金 ・相殺措置

(11)知的所有権

㈱ 貿易関連投資

働 紛争処理
一{14)ガッ ト機能
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イ 活 動 状 況

資 料3-26サ ー ビス貿易 に関す る交渉 グル ープ(GNS)の1990年1二 おけ る

主要活動 状況

会 合 場 所 主 要 討 議 事 項 等

GNS

電気通信セクター別会合

金 融セ クター別 会合

オー デ ィオ ・ビジ ュ

ア ルセ ク ター 別会 合

ジ ュ ネ ー ブ

〃

〃

〃

ほぼ 月 に1回 開催 、枠 組協 定(サ ー ビス貿易

の一般 的 ルー ル)に つ い て議論

電気通 信 アネ ックス、 基本 的電 気通信 ア ネ ッ

クス につ い て議論

金 融 ア ネ ックスに つ いて議 論

オー デ ィ オ ・ビジ ュアル ・ア ネ ックスにつ い

て議 論
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8-2国 際 協 力

① 開発途上国に対する国際協力

ア 技 術 協 力

ω 研修員の受入れ

資料8-27研 修員の受入れ人員の推移

年度
方式

60 61 62 63 元 2

集 団 研 修 328 337 330 327 350 328

個 別 研 修 97 106 135 136 153 139

合 計 425 443 465 463 503 467

A郵 政事業関係

資料8-28郵 政事業関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式 60 61 62 63 元 2

ア ジア ・大 洋州 地 域

中近東 ・.アフ リカ地域

中 南 米 地 域

UNDP/UPU計 画

APPU職 員交換計画

そ の 他

17

7

1

11

5

15

3

11

21

2

1

3

11

27

14

3

3

8

28

3

1

26

13

46

19

4

1

6

1

合 計 36 34 38 55 71 77

資料8-29郵 政事業関係集団研修の実施状況

コ ー ス 名 実施回数 受入れ期間 参加貝数 参加国数

郵便貯金 ・郵便為替
幹部セ ミナー

7 2.10,14～10.28 8 7

郵便幹部セ ミナー 23 2.3,3～3 .17 11 11

郵便業務調査研究国際 コース 1 2.9.30～5.31 10 10
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B電 気 通信 関係

資料8-30電 気通信 閲係研修 員の受入 れ人員の推移

年度
方式

60 61 62
r

63 元 2

ア ジア ・大洋 州 地域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

国連計画(ITUほ か)

APT計 画

そ の 他

100

85

67

10

16

1

99

75

61

16

18

2

114

81

68

1

24

1

116

89

56

5

20

1ユ0

97

71

4

24

100

80

63

5

25

合 計 279 271 289 286 306 273

資料8-31電 気通信関係集団研修の実施状況

コ ー ス 名 実施回数 受入れ期間
'

参加員数 参加国数

国際通信業務管理 29 2.5.14～7.22 12 11

衛星通信技術 23 2.5.14～8.5・ 10 10

無線通信技術 16 2.5.14～7.26 14 14

ディジタル交換基礎技術 24 2.6.14～8.9 14 11

電波監視 17 2.8.13～10.6 12 12

通信線路技術指導者育成 2 2.8、13～12.13 9 9

通信線路技術 26 2.8.16～11.1 ユ6 13

衛星通信技術(計 画管理) 19 2.9.3～11.4 11 10

国際データ通信技術 10 2.9.3～11.4 11 11

ディジタル伝送技術 4 2.9.17～12.6 15 13

電気通信幹部セ ミナー 26 2.9.26～10.13 7 7

通信網計画設計 18 2.10.22～12.20 18 16

電気通信CAI教 材作成技術 1 2,10.29～1Z2 9 7

ディジタル交換システム技術 1 3.1.10～3.14 14 13
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コ ー ス 名 実施回数 受入れ期間 参加貝数 参加国数

国際電話通信技術 14 3.1.14～3.24 10 10

国際ISDN技 術 1 3.1.14～2.16 11 11

データ通信技術 8 3.1.14～3.7 11、 10

'

光ファイバ伝送技術 4 3.2.7～3.23 7 7

ルー ラル通信技術 1 3.2.11～3.22 8 8

C放 送 関 係

資料8-32放 送関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式 60 61 62 63 元 2

ア ジア ・大 洋州 地域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

国連 計画 αTUほ か)

そ の 他

49

32

22

5

2

63

43

27

3

2

72

41

23

1

1

60

40

21

1

58

37

27・

3

1

66

35

15

0

1

合 計 110 138 138 122 126 117

資料8-33放 送関係集団研修の実施状況

コ ー ス 名 実施回数 受入れ期間 参加員数 参加国数

テレビジョン放送管理 24 2.5,17～7,1 13 13

教 育 テ レビ ジ ョン(基 礎) 28 2.7.16～9.16 15 14

テレビジョン放送技術(基 礎) 28 2.7.1ト9.30 13 13

音声放送技術 2 2.7.16～9.16 12 11

放送幹部セ ミナー 20
、

.2,11.28～12.15 9 9

教育 テ レ ビ ジ ョン(上 級) 7 3.1.14～3.3 7 7

テレビジョン放送技術(上 級) 8 3.1.14～3.3 11 11
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D第 三 国研 修

資料8-34第 三国研 修の実施状 況

研修地及びコー ス名 実施回数 実施期 間 参加員数 参加国数

シンガ ポー ル(コ ンピ ュー タ ソフ ト
ウエア 技術)

2 2.9.2～10.28 21 6

タイ(電 気通信) 14 3.2.11～4.16 26 22

マレイシア(上 級放送技術) 2 2.10.29～12.19 22 13

フィジー(デ ジ タ ル 交 換 及 び 光
ファイバ通信技術)

8 2.9.10～1q19 35 10

ケニ ア(デ ジタルマ イ クロウエ ー プ) 11
一

2,9.17～11.16 18 14

メキシコ(デ ジタル無線伝送技術) 15 2.9.10～11.21 24 9

ペ ルー(デ ジ タル通信) 8 2,10.15～11.30 29 U

(注)第 三国研修は、開発途上国が我が国政府の財政的及び専門家派遣による技術的支

援 を受け、近隣諸国の研修生を招請 し、地域の事情に適合 した技術研修 を行 うこと

を目的として実施するものである。

(イ)専 門 家 の 派遣

A郵 政 事 業 関係

資料8-35郵 政事業関係 専門 家の派遣人 員の推移 一.

年度方式 60 61 62 63 元 2

ダア ジ ア ・大 洋 州 地 域

J
Iべ 中近東 ・ア フ リカ地域

鼠 中 南 米 地 域
・国 際 機 関 等

UPUべ 一 ス

7

1

2

1

2

1

1

1

1

1

1

合 計 8 3 4 2 1 2

(注)1.派 遣人数は当該年度に継続 して赴任中の専門家(当該年度内に任期満了 となっ

た者を含む。)及び新 たに赴任 した専門家の合計である。以下、資料8-40表 ま

で同 じ。

2.専 門家の派遣は、開発途上国の通信の主管庁、事業運営体、訓練機関等へ専

門家を派遣 し、通信開発計画の企画 ・助言、運用保守面の指導、職員の訓練等

を行 うことにより開発途上国の経済 ・社会の発展及び人材育成に貢献すること

を目的 として実施 するものである。
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、

資料8-36郵 政事業関係専門家の派遣状況

派遣地域 派 遣 方 式 派 遣 地
派遣
人員 任 務

ア ジア ・

太 洋州
JICAべ 一 ス タ イ 1名 郵便

一

UPUべ 一 ス タ イ 1名 郵便

B電 気通信関係

資料8-37電 気通信関係専門家の派遣人員の推移

年度
方式

60 61 62 63 元 2

7ア ジア ・大 洋 州 地 域

{べ 、中近東 ・… 力地域

℃1中 南 米 地 域
Aス

・国 際 機 関 等

UNDP/ITUべ 一 ス

APTべ 一 ス

18

22

42

3

6

5

18

20

39

7

6

3

23

15

41

8

6

3

31

19

30

5

8

2

33

17

35

3

10

1

36

17

28-

3

5

0

合 計 96 93 96 95 99 89

資料8-38電 気通信閥係専門家の派造状況

派遣地域 派 遣 方 式 派 遣 地 派遣
人員

任 務

ア ジア ・
太 洋州

JICAべ 一 ス(
36名)

タ イ

イ ン ドネ シ ア

フ ィ リ ピ ン

シ ン ガ ポ ー ル

フ イ ジ ー

8

13

12

1

2

線 路 、電 波 、電 気 通 信 計 画

(2)、 トラフ ィ ッ ク(2)、 そ
の他(2)

電波(6)、 国 際電 気通 信 、伝
送、 交換(2)、 経 理 、 その他

(2)

交 換(2)、 無 線(3)、 電 気通

信(地 震 復 旧)(5)、 そ の 他(
2)

デー タ通信

光 フア イバ、 交 換

ITUべ 一 ス

(3名)

バ ン グラデ シュ

イ ン ド

ミ ャ ン マ ー

1

1

1

交換

機器品質管理

交換

国際機関 JICAべ 一 ス(
3名)

APT 3 プ ロ グラム ・オフ ィサ ー、 コ
ンサ ル タ ン ト、 電 気通 信
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派遣地域 派 遣 方 式 派 遣 地
派遣
人員

任 務

中近東 ・
アフ リカ

JICAべ 一 ス
(17名)

、

ジ ョ ル ダ ン

ト、 ル コ

ク ウ 山 イ ト

エ ジ プ ト

ギ ニ ア 共 和 国

ケ ニ ア

コ モ ロ

ジ ン バ ブ エ

ス ワ ジ ラ ン ド

5

2

1

1

1

4

1

1

1

線路(2)、 交換、伝送、衛星
通信

データ通信(2)

電話網

電気通信

マイクロ回線保守

伝送、無線(2)、 衛星通信

衛星通信

通信網

無線

ITUベ ース

(1名)

ク ウ よ イ ト 1 運用管理

中南米

I

JICAべ 一 ス

(28名)

メ キ シ コ

グ ァ テ マ ラ

ホ ン デ ュ ラ ス

コ ロ ン ビ ア

ヴ ェ ネ ズ エ ラ

エ ク ア ド ル

ボ リ ヴ ィ ア

チ リ

パ ラ グ ァ イ

ペ ル ー

アル ゼン テ ィン

4

2

1

1

1

1

1

4

3

9

1

通信計画、 データ通信、伝送(
2)

伝送、電話網

通信網

交換

電気通信

交換

交換

電話網(2)、 デー タ通信、電
波

電話網、国際交換、衛星通信

交換(4)、 線路、電波、伝送、
光ファイバ、回線計画

地方電気通信

ITUベ ー ス

(1名)

ブ ラ ジ ル 1 光 フア イバ
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C放 送 関 係
F

資料8-39放 送関係専門家の派遣人員の推移

年度
方式 60 61 62 .63 元 2,

rア ジ ア ・大 洋 州 地 域

{べ 騨 東 ・… 力地域
Cl中 南 米 地 域
Aス

・国 際 機 関 等

15

7

8

2

14

6

8

1

10

3

10

2

22

4

5

6

24

3

3

7

26

3

5

10

合 計 32 29 25 37 37 44

,

資料8-40放 送関係専門家の派遣状況

派遣地域 派 遣 方 式 派 遣 地 派遣
人員 任 務

ア ジア ・

太 洋州
JICAべ 一 ス(

26名)

タ イ

イ ン ド ネ シ ア

中 国

ス リ ・ ラ ン カ

4

8

11

3

番 組 制作(3)、 機 器操 作

放 送 管理(2)、 番 組制 作(2)、
編 集(2)、 送信 、 ス タ ジオ技

術

日本 語講 座(11)

電 波 障害(2)、 放 送技術

国際機関
冒

JICAべ 一 ス(
10名)

AIBD 10

綴 翻 傭 灘2姿
タジオ技術、放送技術

中近東 ・
ア フ リカ

JICAべ 一ス(
3名)

ザ ン ビ ア

セ ネ ガ ル

1

2

放送技術

番組制作、制作技術

中南米 JICAべ 一 ス

(5名)

メ キ シ コ

パ ナ マ

ア ルゼ ンテ ィン

2

1

2

スタジオ技術(2)

スタジオ技術

番組制作、制作技術
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㈲ プ ロ ジェ ク ト方 式 技 術 協 力

資料8-41プ ロジェク ト方式技術 協力の 実施状況

プ ロ ジェ ク ト名 協 力 期 間 協 力 分 野

シ ンガ ポー ル 生 産 性 向 上 プ ロ

ジェク ト
㌧

58.6.11～2.6,10

た だ し63.6.11～2,
'

6.10は 協 力延 長期 間

生産性向上のためのビデオ

教材の制作

イン ドネシア ・ラ ジオ ・テ レビ

放送 訓練 セ ンター

58.10.21～4.10.20

た だ し63.10.21～4.

10.20は 協 力 延 長 期 間

番組制作、番組編成、報道

製作技術、運行技術、送信

技術

マレイシア国立電算機研修所 60.11.13～2.11.12 政府、公共機関職員の ソフ

トウェア要貝の訓練

日本 ・シンガ ポー ル ・ソフ トウ ェ

ア技術研 修 セ ン ター

(PHASEII)

61.1.13～3.1.12 ソフ トウェア要員の養成

中国北京郵電訓練 センター 61.2.5～4.2,4

た だ し3.2.5--4.

2.4は 協 力 延 長 期 間

デ ジ タル交 換、 光 フ ァ イバ

通 信 、デー タ通 信 と コ ン

ピュー タネ ッ トワー ク

イン ドネシア電話線路保全訓練

センター
r

61.4,1～3.3.31

た だ し2.4.1～3.

3.31は 協 力 延 長 期 間

電話線 路保 全 モデ ルセ ン

ターの保全体制の確立、関

係要員の訓練

ス リ ・ラ ン カ コ ン ピ ュ ー タ セ ン

タ ー

62,4.1～3.3.31

た だ し2.4.1～3.

3.31は 協 力 延 長 期 間

ソフ トウェア要員の養成

タ イ ・モ ン クッ ト王 工科 大学 ラ

カバ ン拡 充 プ ロ ジェ ク ト

6a4.1～5.3.3ユ 電気通信、放送、データ通

信、機械工学

チ リ教 育 テ レビプ ロ ジェ ク ト 63.7,1～3,6.30 教育番組編成 ・制作、制作

技術、CG、 調査研究

ジ ョル ダ ン コンピ ュー タ訓練 研

究 セ ンター

2.6.27～6。6.26 プ ロ グ ラ ム言 語 、OS利 用

方 法、 デ ー タベ ー ス とデー

タ通信 、 シ ステム 設計

パナマ電気通信訓練センター 2,8。1～6.7.31 デ ジタル伝 送 、光 フ ァイバ

ケー ブル ・

(注)プ ロジェクト方式技術協力とは、専 門家の派遣、研修員の受入れ、機材の供与 を

有機的に関連付けて、計画の立案か ら実施、評価 まで計画的かつ総合的に行 う技術

協力形態である。
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資料8-42プ 回ジ ェク ト方 式技 術協 力 によ る実績 の推移

年 度

事 項 、
60 61 62 63 元 2

協 力 中の プ ロジ ェ ク ト(件)'

事前調査段階のプ ロジェク ト(件)

調査団の派遣(件)

〃(名)

専門家の派遣 〔名)

研修員の受入れ(名)

機材の供与(百 万円)

7

3

11

30

35

28

487

7

3

10

27

63

23

573

7

4

13

39

55

27

444

9

2

8

20

64

26

828

9

2

17

43

80

37

411

11

3

13

50

88

27

268

←)開 発 調 査

資料8-43通 信分野における開発調査件数及び派遣人員の推移

年度
区別 60 61 62 63 元 2

件 数 9 8 10 9

'

10 4

派 遣 人 貝 123 122 100 115 121 54

(注)開 発調査は、開発途上国の電気通信 ・放送開発計画に関 して、現地調査 及び国内

作業 を行 い、その開発計画の推進 に寄与す ることを目的としている。

資料8-44通 信分野 におけ る開発調 査の実施 状況

(2年 度末)

国 名 調 査 名 派 遣 貝 数

イン ドネ シア スラバヤ都市圏電気通信網整

備計画調査

イン テ リム レポー ト提 出7月10名

ドラフ トフ ァ イナル レポー ト提 出

11月10名

タ イ バンコク首都圏電気通信網開

発計画調査

事前10月4名

中国 吉林省徳恵県電話網自動化計

画調査

インセ プ シ ョン レポー ト提 出8月11名

プ ロ グ レス レポー ト提 出11月3名

イン テ リム レポー ト提 出3年2月11名

ジ ンバ ブエ 地方電気通信網整備計画調査 事前3年1月5名

(注)イ ンセプ シ ョンレ ポー ト

プ ログ レス レ ポー ト

イ ンテ リム レ ポー ト

ドラフ トフ ァ イナ ル レポー ト… …最 終 報告 書

着手報告書
進捗報告書
中間報告書
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(オ)単 独 機 材 供 与

資 料8-45通 信分 野仁 おけ る単独機材供 与の 実施 状況

(2年 度)

国 名 供与先機関 機 材 名 金額(百 万円)

中 国

イン ドネ シア

タ イ

ペ ル ー

ホンデュ ラス

天 津 市

郵 電 総 局

国営テレビ局

タイ電話公社

電気通信総局

電気通信公社

放送電波品質管理用機材

電波監視用機材

テレビ放送用機材

通話品質管理測定用機材

電波監視用機材

電気通信用機材

70

31

16

28

75

58

計 6件 278

(注)単 独機材供与とは、技術訓練、技術移転及び技術の普及を円滑 に行 い、当該国の

経済的、社会的発展に貢献することを目的 として、開発途上国に必要機材を供与す

るものである。
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イ 資 金 協 力
、

け)円 借 款

資 料8-47通 信分 野に おけ る円借款 の推 移

(単位:百 万円)

署名年度
区別 60 61 62 63 元 2

プ ロ ジ 山 ク ト 件 数 11 5 5 5 5 8

金 額 41,905 39,552 73,942 53,952 65,483 85,096

資料8-48通 信分 野 におけ る円借款 の実施状 況
(2年 度署名分)

交 換 公 文
署名年月日 国 名 案 件 名 金 額(

百万円) 概 要

2,8.7 パ キ ス タン 電気通信網拡充
計画

20,855 パキスタンにおける市外、国際

通信の緩和、サー ビス改善及び海

事通信の信頼性確保のための施設

等の整備 を行 うもの。

2,9.4 バ ング ラデ

シュ

大ダッカ圏電話

網整備事業(II)

14,761 大ダッカ圏の電話網の改善 と拡

張のため、伝送施設設備及び市内

の交換局整備 を行 うもの。

2.12.13 イン ドネ シ

ア

ラジオ ・テレビ

放送施設改善事

業

7,478 ラジオ・テ レビ放送施設 の更新 ・

新設を図 り、公共放送の質の改善

と信頼性 の回復、地方における生

活 ・文化水準の向上 を図るもの。

2.12.13 イン ドネ シ

ア

'

局外設備保守セ
ンター建設事業

6,537 局外設備保守センターを全国主

要都市12か 所に建 設す る ととも

に、 メンテナンスのための指導及

び研修 を行 うもの。

2.12.21 中国 9省 市電話網拡

充計画(1)

17,800 天津市、上海市等九つの省市の

電話交換機、中継伝送路の新増設

を行 い、電話網の拡充を行 うもの。

2.12.21 中国 海南島開発計画

(1)

2,663 経 済特 区であ る海 南島にお い

て、通信施設の拡充 を行い、島内

の経済基盤整備 を図るもの。

3。1.8 ス リラ ン カ 大 コロンボ圏電
気通信網整備事

業(II)

10,968 コロンボ首都圏の電気通信網の

整備拡充のため、市内中継線網及

び加入者線の整備 を行 うもの。

3.3.15 中国 青島開発計画 4,034 青 島市 の通信 事情の 改善 の た

め、市内交換機、中継伝送路、セ
ンター設備及び加入者ケーブル等

の新増設を行 うもの。
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(イ)無 償 資 金 協 力

資料8-49通 信 分野 に おけ る無償 資金 協 力の推移

(単位:百 万円)

署名年度

区別
60 61 62 63 元 2

件 数 8 10 8 10 10 13

金 額 5,483 12,633 6,598 5,736 12,003 10,085

資 料8-50通 信分 野 におけ る無償資 金協 力の実施 状況

(2年 度署名分)

交 換 公 文
署名年月 日

国 名 案 件 名 金 額
(百万円)

概 要

2.6.27 パ キス タ ン 教育テレビチャ

ンネル設立計画

(2/2期)

1,783 大衆教育を目的 とす る 「教育 テ

レビチャンネル設立計画」 を実施

す るために必要な機材を供与す る

もの。

2.6.27 イエ メ ン 地方電気通信網

計画(2/2期)

663 地方電気通信基礎設備 の建設に

必要な施設を供与す るもので、ボ

ディダ、 イブ、 タイズの3州 にお

け る通信網 を整備す るもの。

2.6.28

1

ザ イー ル キンシャサ市内

電話網整備計画

(1/3期)

555 キンシャサ市内における電話網

整備のための施設等の建設及び改

修 を行 うもの。

2.6.29 ス リ ・ラ ン

カ

ラジオスタジオ

整備計画(1/2

期)

647 スリ ・ランカ放送協会 コロンボ

局の施設及び機材が老朽化 したこ

とか ら、 ラジオスタジオ棟及び送

信鉄塔の建設及び放送関連機材の

供与を行 うもの。

2,7.9 スー ダ ン ハルツーム電話

網整備計画(2/

2期)

1,434 ハルツーム地区における電話網

整備 の ための施 設等の建 設(改

修)、加入者ケープル設備 の供与 を

行 うもの。
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、

交 換 公 文
署名年月日

国 名 案 件 名 金 額
(百万円)

概 要

2,7.10 タンザ ニ ア ダルエスサラー

ム電気通信網整

備 計 画(2/2

期)

494 ダルエスサ ラーム首都 圏の電話

網整備のための施設等の建設(改

修)、加入者ケープル設備の供与を

行 うもの。

2.7.10 タンザ ニア 中波 ラジオ放送

網整備計画(2/

2期)1

812 ナチンゲア及び ソンゲア送信所

の建設に必要な施設 ・機材 を供与

するもの。

2.'7.10 ジンバ ブエ テレビ放送網整

備計画

344 ハ ラレのテレビ放送局の既設送

信設備の更新に必要な機材 を供与

するもの。

2,8.29 バ ン グラデ

シュ

ラジオ放送局送

信機整備計画

461 老朽化 したラジオ ・バ ングラデ

シュの設備 を更新 し、あわせ て放

送受信地域の拡大 を図る本計画の

実施のために必要な送信機関連機

材を供与す るもの。

2.9.12 ジプテ ィ テレビ番組制作

施 設 整 備 計 画

(1/2期)

621 ジプテ ィのテレビ放送局の既設

スタジオ設備等の更新 に必要 な施

設 ・機材 を供与す るもの。

2.12.28 イ ン ドネ シ

ア

放送技術強化計

画

8301 テ レ ビ ・ラ ジ オ放 送 訓 練 セ ン

ター に お い て 中 級、 上 級 の 訓 練

コー ス を実施 す る ために 必要 な施

設、機 材 を供 与 す る もの。

3.1.12 カ ー ボ ・

ヴ ェルデ

地方電話網整備

計画
P

460 地方電話網整備計画の実施に必

要 なデジタル無線伝 送設備及びデ

ジタル加入者無線等に必要 な機材

を供与す るもの。

3.1.22 イ ン ド ジャ ミア ・ミリ

ア大学放送教育

研修機材整備計

画

981 放送番組制作及びソフ ト技術者

を育成す るジャ ミア ・ミリア大学

マスコミ研究センターを拡充する

ために必要な番組制作用機材を供

与する もの。
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資 料8-51通 信 分野 に おける無 償資金 協力 の基本 設計調査 実施状 況

国 名 案 件 名 概 要

イン ドネ シア 放送技術強化計画基本設

計調査

2.4

2.6～7

課長 クラス要員 を養成するDIIコ ース並びに

部長 クラスの要貝 を養成するDmコ ースの実施

に必要な施設及び機材 を供与す る計画に関し、

その計画の妥当性 を検討 し、計画実施に必要か

っ最適 な内容規模について基本設計 を行 い報告

書に とりまとめ た。

ス リ ・ラ ン カ ラジオスタジオ整備計画

基本設計調査

2.4

SLBCの 新 スタジオ施設の建設計画に関 し、

その計画の妥当性 を検討 し、計画実施に必要か

っ最適な内容規模につ いて基本設計 を行 い報告

書にとりまとめ た。

ラ オス 電話網 整 備計 画 基本調 査

2.9

3.1～2

同国の通信網 を整備するため主要5都 市のデ

ジタル交換機及び付属施設 を供与する計画に関

し、要請内容の確認の後、計画の妥当性 を検討

し、計画実施 に必要かつ最適な内容規模 にっい

て基本設計調査 を行 い報告書に とりまとめた。

イン ド ジャ ミア ・ミリア大学放

送教育研修機材整備計画

基本設計調査

2.7

2.10

同大学のマスコミ研究センターを拡充 し放送

分野の人材育成 を図る計画に関 し、その妥当性

を検討 し、計画実施に必要かつ最適な内容規模

について基本 設計 を行 い報告書 に とりまとめ

た。

ブ ー タン 国内通信網整備計画基本

設計調査

3.2～3

通信網の未整備な同国に対 して、マイクロ回

線設備 ・デジタル交換機等を導入す るため、要

請の内容 の確認の後、計画の妥当性を検討 し、

計画実施 に必要かつ最適な内容規模 について基

本設計を行い報告書に とつ まとめた。

モ ン ゴル 通信施設整備計画基本設

計調査

3.2

旧式で老朽化 した同国の国際通信設備 を改善

し、同国の経済開放政策に対応する計画に関 し、

要請の内容の確認の後、計画の妥当性を検討 し、

計画実施に必要かつ最適な内容規模について基

本設計調査 を行い報告書にとりまとめ た。

ネパ ー ル 地方電話網拡充計画基本

設計調査

2.11～12

同国東部の地方2地 区の通信網 を整備 する計

画に関 し、その妥当性 を検討 し、計画実施に必

要かつ最適 な内容規模 にっ いて基本設計 を行

い、報告書にとりまとめた。



8-2国 際 協 カ ー577一

国 名 案 件 名 概 要

ラオス 国立 テ レ ビ局施 設整備 計 ・

画(事 前 調査)

3.1～2

国立テレビ局 の送信機の更新、 スタジオ改修

及び新局舎の建設を行 う計画に関し、要請の背

景、内容及び実施体制 を確認 し、我が国の協力範

囲、協力の妥当性、規模 を検討 し、基本設計調査

の方針 を策定 し、事前報告書にとりまとめた。

ス リ ・ラ ン カ
E

I

公開大学整備計画基本設

計調査

3.2～31

同国公開大学の視聴覚教 育セ ンターを整備

し、 より多くの国民に高等教育 を普及 させ る計

画に関 し、その妥当性 を検討 し、計画実施に必

要かつ最適 な内容規模につ いて基本設計 を行

い、報告書にとりまとめた。

セネガル
1
北部地域通信網整備計画

基本設計調査

2.4

老朽化 し、かつ障害の多い北部地域の電話網

改善計画に関 し、その計画の妥当性 を検討 し、

計画実施に必要かつ最適 な内容規模につ いて基

本設計を行い、報告書に とりまとめた。

ジプテ ィ テレビ番組制作施設整備

計画基本設計調査

2.6

RTDの テレビ番組制作施設の建設計画及び

機材供与計画に関 し、その計画の妥当性 を検討

し、計画実施 に必要かつ最適な内容規模 につい

て基本設計を行い、報告書にとりまとめ た。

ザ イー ル キンシャサ市内電話網整

備計画基本設計調査

2.7

キンシャサ市内の電話網の整備計画(日 本担

当分)に 関 し、その計画の妥当性を検討 し、計

画実施に必要かつ最適な内容規模 について基本

設計を行 い、報告書に とりまとめた。

カー ボ ・ヴェ

ルデ

地方電話網整備計画基本

設計調査

2.7

2.10～11

既存老朽施設の更新並 びに未整備地域の通信

網整備計画に関 し、その計画の妥当性 を検討 し、

計画実施 に必要かつ最適な内容規模について基

本設計を行い、報 告書 にとりまとめた。

パ ラグ ァイ 電気通信学園拡充計画基

本設計調査

2.11～12

既存訓練施 設及び機材の更新 ・整備計画に関

し、要請内容の確認の後に、計画の妥当性を検

討 し、計画実施に必要かつ最適な内容規模 にっ

いて基本設計を行 い、報告書に まとめた。

ドミニ カ共和

国

国営テ レビ局教育放送拡

充機材整備 計画基本設計

調査

3.3～4

、

国営放送局の放送設備の強化及 びスタジオ用

機器の整備 計画に関 し、その計画の妥当性 を検

討 し、計画実施に必要かつ最適 な内容規模に

っいて基本設計 を行い、報告書にとりまとめた。

}
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8-2国 際 協 カ ー579一

資料8-53資 金 供 与 額

(2年 度署名分)

件 数 金 額(億円)

円 借 款 8 850.96

無償資金協力 13 100.85

750-

700-

650-

600-

550一

供500-

450一与

400一

額350-

300-

250-

200-

150-

100一億

50一円

419396

739

654

540

笏

資 料8-54資 金 協 力 供 与 額 推 移

1円 借 款供 与額 推移2無 償供 与額 推移

850

140-

130-

120-

110一
供100-

90一与

80一

額70-
60-

50-

40-

30-

20一億

10一円

55

126

66
57

120

100

0 060616263元260616263元2

署名 年度 署名 年度
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1

② 二国間の科学技術協力協定等に基づ く国際協力

ア 概 要

資料8-55二 国間の科学技術協力協定の締結状況

(3年3月 末現在〕

年 月 日 事 項

48.10.1 ソヴィエ ト連邦 と科学技術協力協定締結

49.7.2 フランスと科学技術協力協定締結

49.10.8 西独 と科学技術協力協定締結

50.4.8 ルーマニア と科学技術協力取極の交換公文締結

52,11.16 東独と科学技術協力取極の交換公文締結

53.3.15 ブルガ リアと科学技術協力取極 の交換公文締結

53.11.13 チッェコスロヴァキア と科学技術協力取極の交換公文締結

53.11.16 ポー ラン ドと科学技術協力協定締結

54,5.2 米国 とエネルギー等研究開発協力協定締結

54.5.15 ハ ンガ リー と科学技術協力取極 の交換公文締結

55.5.1 米国と科学技術研究開発協力協定締結

55.5.28 中国と科学技術協力協定締結

55.11.27

'

オース トラ リア と科学技術研究開発協力協定締結

56.1.12 イン ドネシアと科学技術協力協定締結

56.5.22 ユーゴースラヴィア と科学技術協力協定締結

59,5.25 ブラジル と科学技術協力協定締結

60.11.29 イン ドと科学技術協力協定締結

60.12.20 韓国と科学技術協力協定締結

61.5.7 カナダと科学技術協 力協定締結

63.6.20 米国と新科学技術協力協定締結

63.10.7 イタリアと科学技術協力協定締結

,



8-2国 際 協 カ ー581一

イ 活 動 状 況

資 料8-56郵 政省 の協 力状況

(3年3月 末現在)

相 手 国 郵政省の協力テーマ等

オー ス トラ リア ・バ イォ ・知的 通信

・日豪共 同VLBI実 験

・宇 宙天 気予 報 のた めの 国際 的デ ー タ ・べ 一 ス構 築

カ ナ ダ ・日加 共 同VLBI実 験

・高機 能 ネ ッ トワー ク

・超 高速通 信

・バ イォ ・知的 通信

・成 層圏 無線 中継 シ ステ ムの研 究開 発

・オ フ ィス オー トメー シ ョン のため の 音声認 識 及 び音 声合 成

・EHF帯 の伝 搬研 究

・通 信 ・放 送衛 星

・高精 細度 テ レ ビジ ョン放 送
、

・衛 星 利用 教育 ネ ッ トワー ク

・高度 通信衛 星

・オ プテ ィカル ・ニュー ラル ・ネ ッ トワー ク

中華人民共和国
1

・時刻標準の国際比較 と原子標準の高精度化

・日中共同VLBI観 測

・地震前兆電波の日中共同観測

・電離層伝搬実験

ドイッ連邦共和国 ・日独VLBI共 同実験

・先端的電気通信技術

・宇宙局監視技術

・高次知的通信技術

・宇宙分野(通 信 ・放送衛星)

・情報 ドキュメンテー ションパネル

・データ処理

フ ラ ン ス ・極低温電子素子

・マイクロ雨域散乱計

・宇宙通信



一582-8国 際機関及び国際協力

一

相 手 国 郵政省の協力テーマ等
一

イ ン ド ・EST-II電 波 に よ る電離 層観 測

・日印共 同VLBI実 験 に関 す る調査 研 究

イ タ リ ア ・日伊共 同VLBI実 験

・ミ リ波 帯衛 星 通信 技術

・X線 リソ グ ラフ ィに よ るサ プ ミク ロンパ ター ン複 写

・超 高速 通信 技術

韓 国 ・衛星による時刻比較の研究

・電波科学技術に関す る研究協力

・長基線電波干渉計 を利用 した惑星間シンチ レー ション及び太陽

電波観測
一

ソヴィエ ト連邦 ・地震予知

・太陽及び惑星の電波観測
一

米 国 ・地震予知技術パネル(UJNR)

・地殼プレー ト運動の研究(SSLG)

・実験用珪信衛星デー 多の交換(〃)

・地震警報 システムの研究

㈲ 主な民間べ一ス技術協力

資料8-57NTTに おける技術協力覚書等の締結状況(途 上国との締結のみ)
一

国 名 締 結 先 ・ 締結年月日
一

中 国

タ イ

韓 国

マ レ イ シ ア

ス リ ・ ラ.ン カ

ク ウ 占 イ ト

フ ィ リ ピ ン

イ エ メ ン

シ ン ガ ポ ー ル

イ ン ド ネ シ ア

中華人民共和国郵電部

タイ通信公社(CAT)

タイ電話公社(TOT)

韓国電気通信公社(KT)

マレイシア電話会社(STM)

ス リ・ランカ電気通信総局(SLTD)

クウェイ ト通信省(MOCl

フィ リピン長距離電話会社(PLDT)

公共電気通信公社(PTC)

シンガポール電気通信公社

イン ドネシア電気通信公社(PERUMTEL)

1980.10.31

1982.6.4

1985.5.24

1982.7.13

1983.4.12

1984.3.13

1985.8.15

1985.9.23

1986.6.1

1990、2.21

1ggq11.15
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資 料8-58KDDに おけ る技術協 力覚書等の 締結状況

国(地 域)名
■

締 結 先 締結年月 日
一

韓 国

イ ン ド ネ シ ア

タ イ

フ ィ リ ピ ン

ク ウ 議 イ ト

ア ル ゼ ン テ ィ ン

パ ラ グ ァ イ

マ レ イ シ ア

ス リ ・ ラ ン カ

中 国

韓国電気通信公社(KT)

韓国データ通信会社(DACOM)

イン ドネシア電気通信公社(PERUMTEL)

タイ郵便電信庁(PTD)/タ イ通信公社(CAT)

PHILCOMSAT

ETPI

PLDT

クウェイ ト通信省(MOC)

アルゼンティン電気通信公社(ENTEL)

パ ラグァイ電気通信公社(ANTELCO)

マ レイシア電気通信総局(JTM)

マ レイシア電話会社(STM)

ス リ・ランカ電気通信総局(SLTD)

中国郵電部

1965.2.1

1983,3.7

1969.11.19

1967.1.1

1973.6.15

1979.4.1

1979.6.14

1974,11.1

1978.11.24

1979.12.28

1982.3.19

1990.2.13

1983.3.14

1991.2.5

資料8-59NHKに おけ る協 力協 定 ・覚書 等の締結状 況(途 上国 との締結の み)

国 名 締 結 先 締結年 月日

エ ジ プ ト

ア ル ゼ ン テ ィ ン

ル ー マ ニ ア

チェッコ・スロヴァキア

ハ ン ガ リ ー

キ ェ ー バ

メ キ シ コ

ク ウ 占 イ ト

ポ ー ラ ン ド

韓 国

中 国

フ ィ リ ピ ン

タ イ

イ ン ド ネ シ ア

シ ン ガ ポ ー ル

セ ネ ガ ル

ブ ル ガ リ ア

メ キ シ コ

ト ル コ

エジプ ト・アラブ共和国国営放送

アルゼ ンティン国営放送

ルーマニア国営放送

チェッ・コ ・スロヴァキア国営 テレビ ・ラジオ

ハン ガリー国営テレビ

ハンガリー国営 ラジオ

キユーバ国営放送

メキシコラジオ ・テレビ協会

クウェイ ト国営放送

ポー ラン ド国営放送

韓国放送公社

中国広播電影電視部

マハ ルリカ放送機構

タイ ・マスコミ機構

イン ドネシア国営テレビ

シンガ ポール放送協会

セネガル国営放送

プルガリアテレビジョン ・ラジオ委員会

テレビサ(TVA)

トル コ放送協会

1966.1.26

1966.3.11

1967,9.12

1972.6.13

1975.9.12

1976.6.7

1976,8.27

1980.10.6

1981.6.19

1981.7.20

1984.5.12

1984,10.16

1985.5.27

ユ985.5.29

1985.7.29

1985.8.3

1985.12.21

1988.10.31

1989.4.29

1990.2.8
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